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◆人権教育推進全体概要図 ～一人一人が輝く｢人権教育｣を進めよう～ 

 

一人ひとりが輝く｢人権教育｣を進めよう(人権教育推進全体概要図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権のための教育(豊かな人権文化を築く資質を備えた人間の育成) 

【人権教育がめざすもの】 ○本来持っている能力を発揮し、自己実現を図る  

○｢人権尊重の社会づくりの担い手｣であることを自覚する 

○多様な人々と豊かにつながり、共に生きる 

人権としての教育     人権についての教育    人権が尊重される教育 

生涯にわたり、全ての人が等
しく教育を保障される 
 

○教育の機会が十分に保障される

よう、学習の機会を提供する。 

授業、各種講座、たより等 

○一人一人が持っている能力を最

大限に伸ばすきめ細かな教育に

取り組む。 

○子どもたちが希望する進路を実

現するための学力と進路を保障

していく取組を充実する。 

人権や人権問題について学ぶ 
 

 

○人権について学ぶ。 

人間の尊厳、個人の尊重、権利と

責任、日本国憲法、世界人権宣言 

等 

○各人権問題について学ぶ。 

 ＳＤＧｓ、デジタル社会、ユニバ

ーサルデザイン、同和問題(部落

差別)、男女共同参画、障がい者、

子ども、高齢者、外国人、病気に

かかわる人、刑を終えた人、犯罪

被害者、性的マイノリティ、生活

困難者、様々な人権 

人権が大切にされた環境で
学ぶ 
 

○全ての教育活動において学習者

の人権に十分配慮する。 

○  

○認め合い、支え合う仲間づくり

を進める。 

○自由に意見が言える環境をつく

る。 

○人権が尊重される社会づくりを

進める。 

・学校や家庭、地域、職場に

おける人権の尊重 

・行事や習慣の見直し 

 ・家庭の役割分担の見直し 等 

【重要なキーワード】資質・能力、自尊感情、多様性の尊重、｢参加型｣、エンパワメント  

普遍的な視点からの 
権利を基礎にすえたアプローチ 

個別的な視点からの 
 

人権教育で育てたい資質・能力 

・自由、責任、正義、個人の尊厳、

権利、義務等の諸概念について

の知識 

・人権に関する国内法や条約等に

関する知識 

・人権発展の歴史や人権侵害の現

状等についての知識 

・自他の人権を擁護し、人権侵害

を予防・解決するために必要な

実践的知識 

・適切な自己表現等を可能とする

コミュニケーション技能 

・他者の痛みや感情を共感的に受

容できるための想像力や感受性 

・人間関係のゆがみ、ステレオタ

イプ、偏見、差別を見極める技

能 

・合理的・分析的に思考し、公平

で均衡のとれた結論に到達する

技能 

・対立的問題に対しても、双方に

とってプラスとなる解決法を見

出すことのできるような建設的

な問題解決技能 

・人権の観点から自己自身の行為

に責任を負う意志や態度 

・自己についての肯定的態度（自

尊感情等） 

・自他の違いを認め、尊重する意

識、多様性に対する肯定的態度 

・自己の周囲、具体的な場面にお

いて、人権侵害を受けている人

を支援しようとする意欲・態度 

・正義、自由、平等等の理念の実

現、社会の発達に主体的に関与

しようとする意欲・態度 

知  識 技  能 態  度 



＜人権教育の概念＞ 

第１章 人権教育をめぐる動き 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第２章 鳥取県がめざす人権教育について 

 

 

 

 

＜人権教育の推進＞ 

第３章 人権教育の充実           第４章 人権教育の推進者の育成 

 

 

 

＜様々な人権問題への取組＞ 

 第５章 各人権問題に関わる教育の推進指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆本書の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《共通して取り組む課題》 

 

 

《各人権問題に関わる教育の推進について》 

 

【豊かな人権文化を築く資質を備えた人間の育成】 

 ・本来持っている能力を発揮し、自己実現を図る 

 ・｢人権尊重の社会づくりの担い手｣であることを自覚する 

 ・多様な人々と豊かにつながり、共に生きる 

同和問題(部落差別) 

男女共同参画に関する人権 

障がいのある人の人権 

子どもの人権 

高齢者の人権 

外国人の人権 

感染症等病気にかかわる人の人権 

刑を終えて出所した人の人権 

犯罪被害者等の人権 

性的マイノリティの人権 

生活困難者の人権 

様々な人権 

ＳＤＧｓにおける人権 デジタル社会における人権 

ユニバーサルデザインの推進 

・人権教育を通して育てたい資質・能力 

・人権教育における評価の在り方 

・あらゆる場を通じた人権教育の推進 

・推進者の育成(学校･家庭･地域･職場) 

【同和教育で培われてきた原則】 
〇差別の現実から深く学ぶ 
・事象の背景に迫る中で教育課題を明ら 
かにする 

・自らの｢在り方生き方｣を問い直しなが 
ら教育実践を積み重ねていく 

【国際社会で培われてきた原則】 
〇権利を基礎にすえること 
〇具体的な問題を基礎にすえること 
〇行動(解決)を志向すること 
〇エンパワメントの重視 
〇｢参加型｣の重視 

 

【人権救済と人権教育について】 

人権尊重の社会づくり相談ネットワークとの連携 
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はじめに ～今後の人権教育の推進に向けて～ 

本県では、平成８(1996)年に全ての人の人権を尊重することを基本理念とする｢鳥取県人権

尊重の社会づくり条例｣を全国に先駆けて制定し、その実現に向けて取り組んでいます。しかし、

国内での新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、本県においても新型コロナウイルス感染症

に関連した偏見や差別が生起しており、中にはプライバシー等の人権を侵害しかねない事例も

見られるなど、人権が尊重されている社会が十分に実現しているとは言えない状況があります。 

我が国は、格差社会の拡大、近年の急速な情報通信技術の進展や外国人の入国者数の増加等

による情報化やグローバル化に加え、平均初婚年齢が以前と比べて高くなる傾向や平均寿命の

伸長、その他の原因による少子化や高齢化等により、急激な変化にさらされています。そのよ

うな状況の中、いじめ、子どもや高齢者に対する虐待、ヘイトスピーチ、貧困等の人権問題に

加え、インターネットを悪用した人権侵害、個人情報の漏洩、性的マイノリティへの偏見等、

人権問題は多様化・複雑化しています。 

本県は、平成９(1997)年に具体的な施策の方向性を示すため｢鳥取県人権施策基本方針｣を、

平成 11(1999)年には｢人権教育のための国連 10 年鳥取県行動計画－これからの人権教育・啓発

－｣を策定しました。その後、社会情勢の変化や県民意識調査の結果に対応するため、平成

16(2004)年、平成 22(2010)年、平成 28(2016)年、令和４(2022)年と、｢鳥取県人権施策基本方

針｣を４度改訂しながら、｢人権先進県づくり｣を県政の主要な課題として取り組んできました。 

令和３(2021)年には、新型コロナウイルス感染症に限らず、全ての人権問題に係る差別や誹

謗中傷等を防止する取組を一層推進するため、｢鳥取県人権尊重の社会づくり条例｣を改正しま

した。 

【｢鳥取県人権施策基本方針｣策定後の経過】 

平成16(2004)年 第１次改訂：国の基本計画との整合、国連10年鳥取県行動計画の包含 

平成22(2010)年 第２次改訂：新たな課題への対応(個別的な人権問題を追加：８→13分野) 

平成28(2016)年 第３次改訂：新たな課題への対応(個別的な人権問題を再編成：13→14分野) 

令和４(2022)年 第４次改訂：新たな課題への対応(共通して取り組む課題を追加：５分野、個別

的な人権問題を再編成：14→12分野) 

 鳥取県教育委員会では、昭和44(1969)年の同和対策事業特別措置法の制定を機に、｢市町村同

和教育推進事業実施要領｣を示し、昭和50(1975)年に｢鳥取県同和教育基本方針｣並びに｢同和教

育推進の指針｣を定め、教育を受ける権利をはじめとする人権の保障と人権意識を育む同和教

育を推進してきました。その取組の中で、同和地区(被差別部落)(以下｢同和地区｣という。)児

童生徒等※1の就学の促進と学力の向上、進路の保障、支え合う集団づくりや指導方法の工夫・

改善等に努めることにより、高校進学率の向上等、一定の成果を上げてきました。また、同和

問題(部落差別)(以下｢同和問題｣という。)の学習等を通して、全ての児童生徒等の同和問題解

決の力を高め、豊かな人権意識を育んできました。あわせて、教職員の資質・指導力の向上も

図られてきました。さらに、各市町村において推進体制の整備が進められ、同和問題を自分自

身の問題として捉え、同和問題解決のために積極的に行動しようとする人が増えてきました。 

 その後、平成７(1995)年には、同和教育の内容の深まりと広がりの中で、部落差別をはじめ

全ての偏見や差別をなくすとともに、全ての人の人権の保障と人権意識を育む取組に発展させ

ていくため、｢鳥取県同和教育基本方針｣を一部改正しました。 

 こういった経緯を振り返ると、これまで本県では、同和教育を発展させながら人権教育の構

築に努めてきたといっても過言ではありません。また、今日のように情報化やグローバル化が

進み、世界の国々と密接に関わり合う状況の中で生きている私たちは、他国で生起する様々な

問題についても自らの関わり方を考える必要があります。他国における反差別の運動や人権教

育の取組に学ぶことは、同和教育の中で私たちの先輩も実践してきたことでもあります。 
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 このようなことから、国内外の様々な取組にも視野を広げて人権教育を推進していくことが、

本県の同和教育の成果をさらに発展させるものと確信します。 

 鳥取県教育委員会は、平成16(2004)年、｢鳥取県人権施策基本方針－第１次改訂－｣に基づき、

同和教育で培われてきた原則を人権教育の基底に位置づけながら、人権に関わる教育課題を統

合的に捉えて推進するため｢鳥取県人権教育基本方針｣を策定し、その趣旨の徹底に努めてきた

ところです。 

【｢鳥取県人権教育基本方針｣策定後の経過】 

平成24(2012)年 第１次改訂：国が公表した｢人権教育の指導方法等の在り方について[第三次と

りまとめ]｣との整合、新たな課題への対応(８→13分野) 

平成29(2017)年 第２次改訂：［第三次とりまとめ］のより一層の反映、新たな課題への対応 

(13→14分野) 

このたび策定する｢鳥取県人権教育基本方針－第３次改訂－｣は、新たに策定された｢鳥取県

人権施策基本方針－第４次改訂－｣に基づき、これまでの取組を基盤にすえながら、新たな課題

に対応し、人権尊重の精神を涵養(かんよう)※2する教育をより一層進めようとするものです。 

(※1)児童生徒等：幼児、児童、生徒を表す。 

児童生徒：児童、生徒を表す。なお、国や県が実施したアンケートの調査項目、文部科学省等の通知等 

に記載の児童生徒についてはこの限りでない。 

(※2)涵養：水が自然に染み込むように、少しずつ養い育てること。 
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第１章 人権教育をめぐる動き 

昭和23(1948)年、国連総会は｢世界人権宣言｣を採択し、｢人類社会の全ての構成員の固有の尊

厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界における自由、正義及び平和の

基礎である｣と宣言しました。第二次世界大戦で、人権の根拠である人間の尊厳(人間ならでは

の特別な大切さ)と人権をかたちづくる人間的価値(自由・寛容・他者への尊敬・公正・公平・

責任等)とが著しく傷つけられたことを強く意識した上で、人権が国境を越えて普遍的に保障

されるべきものであると宣言した意義には大変な重みがあります。 

 この宣言の精神に基づき、人権が尊重される世界の実現に向け、国際社会は様々な取組を進

め、人権を保障するための制度を幾重にも構築するなど、多くの成果を挙げてきました。この

ことは、我が国、そして本県でも同様でした。 

 その一方で、｢世界人権宣言｣が採択されて70年以上経過した今日でも、ウクライナなど世界

の各地で繰り返される紛争により多くの人が犠牲になったり、我が国においても、いじめや児

童虐待等、子どもに関する人権侵害、インターネットを悪用した人権侵害、新型コロナウイル

ス感染症に関する偏見や差別が社会問題化したりするなど、残念ながら、自由・寛容・他者へ

の尊敬等の人権をかたちづくる人間的価値に十分な敬意が表されているとはいえない状況が随

所に見られます。 

 私たちの世界は、今のところ、お互いの人権を尊重し合うことを当然のこととみなすような

豊かな人権文化に満ちあふれた世界とはいえず、むしろ、そういった文化の構築に向けたより

一層の取組が求められている世界であるといえます。 

 

第１節 同和教育で培われてきた原則について 

１ 同和教育が築いてきたもの 

 同和教育は、1950年代に学校教育の中で、部落差別を背景とする子どもたちの長期欠席・不

就学をいかに解消するかを出発点にして取り組まれ、｢差別の現実から深く学ぶ｣｢身近な生活

の中にある差別をなくしていく仲間づくり｣｢地域の住民と共につくる教育｣｢差別を見ぬき、差

別に負けない、許さない子ども｣｢足でかせぐ同和教育｣等、実践から生み出されてきた原則や教

訓を踏まえ、50数年にわたり多くの教育関係者によって取組が重ねられてきました。 

 その中で、一人一人の子どもを大切にした教育(同和地区の子どもをはじめ、障がいのある子

どもや外国人の子ども、その他、人権上の配慮や支援が必要とされる子どもたちの人権を保障

すること等)を推進してきました。 

 その結果、例えば、教科書無償給与制度の実現や公正な採用選考のための統一応募用紙の作

成、子どもたちの進路を保障するために、身元調査や就職差別をなくすための取組、戸籍の公

開制限等、同和地区の子どもたちだけでなく、人権上の配慮や支援が必要とされる子どもたち

の教育と就職の機会を拡大し、全ての子どもの教育を受ける権利の確立を求めてきました。ま

た、同和地区児童生徒等においては、保護者や地域の関係者の理解と協力を得ながら、地区進

出学習会や家庭での話合い等を通して、身近な人の被差別体験や先人の生き方等に学び、自ら

と部落差別との関わりを考え続けました。その中で、自信や誇りを持つとともに、主体的に部

落差別を解消しようとするようになってきました。一方、同和地区外児童生徒等においても、

自らと部落差別との関わりを考える中で、一人一人が部落差別をなくすことを自分の問題とし

て捉えるようになってきました。このように部落差別との関わりを通して、全ての児童生徒等

に対し、｢人権尊重の社会づくりの担い手｣としての社会的立場の自覚を深める取組を進めてき

ました。 

 社会教育の中でも、同和地区の識字学級や青年学級、女性(婦人)学級、高齢者学級等、住民

主体の学習活動を通じて、解放への自覚が育ってきました。例えば、県内のある同和地区にお
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ける高齢者学級では、一人一人の生い立ちを語り合い、それぞれの体験を出し合う中で差別を

見ぬく力をつけ、人間としての誇りを取り戻すなど、自発的な学習が行われてきました。一方

では、非識字者や、無文字社会の姿を通して識字社会の課題(その存在を忘れがちであること、

教育を受ける権利を回復すること等)を考え、差別のない真に人権が尊重される社会づくりの

在り方を問うてきました。 

地方公共団体においても、同和行政※1及び同和教育を推進するために、行政職員の同和問題

研修が取り組まれてきました。例えば、同和地区において健康診断を実施したところ、通知の

文字の読み書きができなかったり、身体が不自由で健康診断を受けたくても受けられなかった

りした人が少なくないことがわかってきました。しかも、そのような人たちが一番健康に問題

を抱えていて、健康診断を必要としていました。すなわち、最も情報を必要とする人のところ

に情報が届いていなかったという現実が見えてきたのです。このような差別の現実に学ぶ中か

ら、社会的に弱い立場に置かれている当事者の視点に立った行政施策の重要性や行政職員の人

権感覚※2の必要性に気づいてきました。さらに、市町村においても推進体制の整備が図られ、

あらゆる地域や職場、ＰＴＡ等の各種団体でも同和教育に取り組んできました。その結果、｢差

別をしてはいけない｣という意識にとどまらず、一人一人の生き方を見つめ直し、人間としての

より豊かな生き方をしようとする人の輪が広がってきました。 

 このように同和教育は、同和問題の解決を基本課題としながら、全ての偏見や差別を積極的

に解消する人間を育成し、全ての人の権利回復とエンパワメント※3、そして自己実現を図る取

組へと発展してきました。 

(※1)：同和問題を解決するために進められる国又は地方公共団体の行政。 

(※2)：人権が守られていることを良しとし、守られていないことを許せないとする、特に技能・態度面にお

ける感覚。 

(※3)：本来持っている能力を発揮し、自分自身の生活や環境をよりコントロールできるようになること。 

 

２ 同和教育で培われてきた原則 － 差別の現実から深く学ぶ － 

 ｢差別の現実から深く学ぶ｣という原則は、教職員や指導者等が特に重要視してきたものです。

この考え方は、｢被差別の子どもの生活と願いを読み取り、教育の課題を発見していくと同時に、

それを実現していく教育力を今まで顧みられることのなかった被差別民衆の中に見いだし、組

織していくこと｣(｢部落問題・人権事典｣解放出版社)と言われています。換言すれば、単に｢差

別の現実｣を事象として理解するのではなく、子どもや保護者の生活の現実・生活背景に触れる

中で、様々にある差別が一人一人の生活にどのように影響しているのかを深く捉え、そこから

教育課題を明らかにすることです。あわせて、差別の現実を知ることを通じて、差別への怒り

を実感するとともに、エンパワメントの大切さに気づくことです。そして、自分と差別との関

わりを見つめ、自らの｢在り方生き方｣を問い直しながら教育実践を積み重ねていくことです。

つまり、人間の在り方に深く根ざしたところで、自らがどのように生きるべきかを問いながら、

人権問題に関わる当事者をめぐる課題に即した教育実践を積み重ねていくのです。 

 

第２節 国際社会で培われてきた人権教育の原則について 

１ 人権教育をめぐる国際社会及び我が国の動き 

国連では、平成６(1994)年の総会において、平成７(1995)年から平成16(2004)年までの10年

間を｢人権教育のための国連10年｣とする国連決議が採択され、世界の国々に対して人権教育の

積極的な推進と国内行動計画の策定が要請されました。｢人権教育のための国連10年｣の終了の

際には、｢人権教育のための世界計画｣が改めて設けられ、人権教育の定義が｢知識と技術の伝達

及び態度の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するために行う研修、普及及び広報努力｣

と示されるとともに、行動計画と評価軸を明確に示して取り組むこととされました。 
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【｢人権教育のための世界計画｣行動計画の経過】 

第１フェーズ(2005～09年)：初等中等教育に焦点化 

第２フェーズ(2010～14年)：高等教育、教職員・公務員・法執行者・軍隊への人権研修に焦点化 

第３フェーズ(2015～19年)：第１・２フェーズの強化、メディア関係者への人権研修に焦点化 

第４フェーズ(2020～24年)：人権教育を通した青少年の強化 
 
我が国においては、平成９(1997)年７月に｢『人権教育のための国連10年』国内行動計画｣が

策定されました。平成12(2000)年には｢人権教育及び人権啓発の推進に関する法律｣が制定され、

人権教育の目的が｢人権尊重の精神を涵養する教育｣と定義されるとともに、人権教育に関する

施策の推進についての国、地方公共団体及び国民の責務が明らかにされました。平成14(2002)

年には｢人権教育・啓発に関する基本計画｣が閣議決定され、人権尊重の理念が｢人権共存の考え

方｣と示されるとともに、取組を推進する個別的な人権問題として12の分野が例示されました。

同基本計画は、平成23(2011)年に一部変更され、人権問題の一つに｢北朝鮮当局による拉致問題

等｣が追加されました。 

学校教育においては、平成16(2004)年から平成20(2008)年にかけて｢人権教育の指導方法等

の在り方について[第一次]～［第三次とりまとめ]｣が公表され、人権尊重の理念が｢自分の大切

さとともに他の人の大切さを認めること｣と示されるとともに、人権教育の指導内容(｢育てた

い資質・能力｣)及び指導方法(｢協力｣｢参加｣｢体験｣)が示されるなど人権教育を推進するための

体制が整えられてきました。令和３(2021)年には、人権教育の指導方法等の在り方について［第

三次とりまとめ］(以下｢［第三次とりまとめ］｣という。)策定後の社会情勢の変化を踏まえ、

［第三次とりまとめ］を補足する資料が作成されました。 

平成29・30・31年改訂の学習指導要領の前文には、個人の価値の尊重、正義と責任、男女の

平等、自他の敬愛と協力、生命の尊重といった人権教育とも関係の深い言葉が列記されていま

す。また、｢これからの学校には、こうした教育の目的及び目標の達成を目指しつつ、一人一人

の児童(生徒)が、自分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在と

して尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、

持続可能な社会の創り手となることができるようにすることが求められる｣と記載されており、

これは、人権尊重の精神の涵養を目的とし、自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践

行動を取ることにつながる意識・意欲・態度を育成しようとする人権教育の理念とも共通して

います。 

このような学習指導要領の内容を踏まえ、教育課程の中で、人権教育を適切に位置づけ、普

段の授業の中でも人権を意識し、人権教育を進めていくことが必要です。 

 

２ ｢人権｣について － 人権は、全ての人が持つ、具体的な権利 － 

まず、｢人権｣とはなんでしょうか。日本国憲法は、人種、信条、性別、社会的身分、門地等

によって差別されないとする｢法の下の平等｣、自由に生きるための｢自由権｣、また、生存権、

教育を受ける権利、労働権等の｢社会権｣等を基本的人権として全ての国民に保障していますが、

私たちは、自分がどのような｢権利｣を持っているのか、｢権利｣がどのような性質のものである

か自覚しているでしょうか。 

 人々は、今も昔も、自由に、安全に、そして将来に可能性を感じながら生きたいと願ってき

ました。その願いをかなえるためには何がなければならないのか、それぞれの時代の人々が自

分たちの生きる社会の現実の中で一つ一つ考え、それらを｢権利(right)｣として要求し、また、

社会に認知させようと努力してきました。それらの要求のうち｢正しい(right)｣と社会的に合

意されたものが、社会の共通ルールとして法に定式化されるようになりました。 
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 ｢世界人権宣言｣は、法の下の平等、自由権、社会権等の具体的権利をリストにしたものです

が、これらが国や性別、民族等の属性に関わりなく、全ての人が享受すべき｢共通の基準｣(＝人

権)であることを世界で初めて示したものです。この宣言の精神に基づき、国連は、様々な取組

を進める上で人権の視点が重視されるべきであるという潮流をつくってきました。また、冷戦

終結後、世界各地で民族紛争が激化する中、平成５(1993)年に開催された国連世界人権会議は

｢ウィーン宣言及び行動計画｣で人権の性質を以下のように整理しています。 
 

【人権の性質】 

１ 人権は、人種、性別、社会的身分等に関係なく、人間であるというただそれだけで、誰

もが持っているものです。(普遍性) 

２ 人権は、ひとまとまりのものとして成立しています。つまり、一部分を優先して受け入

れたり、不都合なものだからと一部分を拒否したりすることはできません。(不可分性) 

３ 全ての権利は相互に関わり合い、補強しあっています。(相互依存性) 
 

国連では現在まで様々な国際人権条約※1を採択していますが、これらの｢宣言｣や｢条約｣は、

全ての人に普遍的に保障されるべき具体的な権利を記した文書です。｢人権｣は単なる抽象的な

価値観等ではなく、全ての人に保障されるべき具体的権利の一つ一つをさすのです。また、こ

れらの人権諸条約等とともに日本国憲法に保障されている具体的諸権利は、人類の多年にわた

る自由獲得の努力の成果として歴史の中で共有されてきたものであり、私たちが日常の暮らし

の中に生起する人権侵害を読みとる共通の基準とすべきものです。 

歴史的には国家(公権力)に対する個人の権利として、まず｢国家からの自由｣と称される自由

権として理解され、その保障を確実にするために｢国家への自由｣と称される参政権、さらに、

｢国家による自由｣と称される受益権(国務請求権)・社会権をその内容に加えてきました。 

日本国憲法においても、｢包括的基本権｣｢法の下の平等｣といった総則的規定の下、精神的自

由権、経済的自由権、人身の自由等の｢自由権｣、生存権、教育を受ける権利、労働権等の｢社会

権｣等が基本的人権として定められています。このように、日本国憲法では豊富な人権規定がお

かれていますが、戦後の急激な社会・経済の変動によって憲法制定当時には想定できなかった

問題が発生し、また、人権意識の高まりによって｢新しい人権｣が認められてきています。例え

ば、健康で安全、快適な環境で生活することを求める権利としての｢環境権｣や、私的生活の平

穏を確保し、自己に関する情報を自らコントロールする権利としての｢プライバシーの権利※2｣、

他者の干渉・介入を受けずに個人の人格に関わる事項を自分自身で決定できる｢自己決定権｣等

がこれにあたります。 

本県の教育が対象とする｢人権｣は、これらのあらゆる｢人権｣を視野に入れた幅広いものです。 

(※1)巻末資料p.70参照 

(※2)プライバシーの権利：憲法 13 条を根拠として認められる人権のひとつで、｢ひとりで居させてもらいた 

いという権利｣として、個人の私的領域に他者を無断で立ち入らせないという自由権的意味で把握され 

たが、今日では｢自己に関する情報をコントロールする権利｣という積極的な権利を意味すると考えられ 

るようになってきた。また、広義には、個人的事柄を自ら決定することができるという自己決定権を含 

むものとして定義される場合もある。 

 

３ 国際社会で培われてきた人権教育の原則 

(１)権利を基礎にすえること － 自分の権利に気づく － 

 ｢世界人権宣言｣は、｢権利と自由に対する共通の理解｣が人権と基本的自由の達成にとって最

も重要であるとした上で、｢教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化

を目的としなければならない｣と示しています。また、｢人権教育及び研修に関する国連宣言｣は、

｢誰もが自分自身の権利と責任を正しく理解するとともに他者の権利を尊重しているような普
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遍的な人権文化を築くとともに、自由で平和、多元的で誰も排除されない社会の責任ある一員

として人が成長するよう支援すること｣を人権教育の目的に掲げています。 

このように、国際社会の中で議論されてきた人権教育の諸原則を振り返ってみたとき、日本

の私たちに最も重要なのは｢権利を基礎にすえたアプローチ｣の原則といえます。これは、法や

条約等を学ぶことを通じて、自らがどんな権利を持っているのかを正しく理解することが人権

教育において重要であるという原則です。これは、自らが権利を持つ主体であるという意識を

確立すること、すなわち学習者のエンパワメントを可能にする方法でもあります。 

具体的な人権の基準を正しく理解すれば、自らの経験や身の回りで起こったできごと、文化

や習慣等を｢人権が守られているか｣という視点から検証し、課題を発見したり、自らの在り方

生き方を振り返ったりする力をつけることができるのです。また、法や条約等に記された人権

は、みんながそれを大切にしようと合意して決めた(正当性を認めた)ものなのですから、お互

いにそれを実現するために努力する｢責任｣があります。自分自身が人間として尊重されたいと

願うならば、同じように、自分以外の全ての人の人権も尊重しなければなりません(＝｢人権共

存｣)。 

誰もが有する人権を正しく理解し、｢権利｣と｢責任｣を持つ主体として、多様な問題解決に取

り組むことが私たち一人一人に求められているのです。 

 

(２)具体的な問題を基礎にすえること 

 次に大切なのは、具体的な問題を学習の中心にすえるということです。そもそも抽象的な人

権問題などというものは存在しないからです。ただし、それは単に個別具体的な人権問題｢につ

いて｣知識として学べば十分ということではありません。 

 ［第三次とりまとめ］は、人権教育の目標を、自分の人権を守り、他者の人権を守るための

実践行動につながる資質・能力(知識・技能・態度)を育てることとしています。この目標に到

達するためには、具体的な問題の｢実態｣に目を向けることが重要となります。身の回りで起こ

っている問題に目を向け、具体的に権利を侵害されている当事者の話を傾聴することを通じて、

具体的に誰のどのような権利が侵害されているのか、なぜそのような人権侵害が起こるのかと

いうことを捉え、権利回復につなげる資質・能力を育てることが求められているのです。 

 

(３)行動(解決)を志向すること － 人権が尊重される社会を実現する推進力 － 

 人権が尊重される社会の実現は、市民※一人一人が、人間らしく生きることの意味を問い続

け、それを実現しようとする情熱と行動力を持つことによって可能になります。したがって、

人間性を回復したいという願い・思いを｢社会の中で実現する力｣を身に付けることが人権教育

では重要となります。市民としての権利を行使しながら、どこにどのように働きかけ、いかな

る社会システムをつくっていくことで問題が解決するのかを見極め、実現する資質・能力を育

てることが重要なのです。 

 人権教育はまた、水平社宣言にもあるように、自主解放の思想に基づくものであり、人間と

しての尊厳の自覚が人間変革を生み出すものです。したがって、市民の自主的な学習や人権文

化を創造するための諸活動を尊重し、支援することが重要です。現在、人権問題に取り組む様々

なグループが、県内で活発に活動しています。 

 様々ある人権問題に関する学習や諸活動を地域の大切な社会資源として位置づけ、それらの

学習のネットワーク化が図られること、支援と協力体制がとられることが必要です。さらに、

そのような学習活動に全ての人が参加することで、｢差別する｣｢差別される｣という関係から解

き放たれ、人権が尊重される社会を実現する推進力になることが期待されています。 

(※)市民：近代社会を構成する自立的個人で、政治参加の主体となる者。 
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(４)エンパワメントの重視 

 人は誰でも生まれながらにして様々な能力を持っています。エンパワメントとは、自分自身

のかけがえのなさに気づき、自らが権利の主体であるという意識を確立することによって、本

来持っている能力を発揮し、自分自身の生活や環境をよりコントロールできるようになること、

すなわち自己決定の幅を広げることを意味します。 

 人権は歴史的にみて、人権侵害に対して当事者がその不当性を訴え、その訴えが｢人間性に照

らして正しい｣と社会的に合意形成されたからこそ確立されてきた概念です。すなわち、社会を

つくっている一人一人の｢権利の主体｣意識が高まる中で人権は発展してきたのです。 

 一人一人のエンパワメントを重視する人権教育は、人権を侵害される関係に置かれている当

事者を｢保護し、守り、世話をしてあげる｣ことよりも、当事者の話を傾聴し、共に課題を明ら

かにし、共に課題の解決を志向することを重視する教育です。この社会において、一人一人が

自分らしく生きていくためには、エンパワメントの視点が不可欠です。 

 

(５)｢参加型｣の重視 

 これまで、個別的な人権問題に関わる教育に取り組む中で、学習したことが知的理解にとど

まり、人権感覚が十分身に付いていないという課題が指摘されてきました。こういった課題を

克服する有効な方策として提起されてきたのが参加型学習です。 

参加型学習とは、協力的な人間関係をつくりながら、異なる立場・意見を有する人々がお互

いに尊重し合い、問題解決を方向付け、共に行動することを促す包括的な学習プロセスをさし

ます。それは、学習者が一人の市民として現実の社会づくりに関わるための、いわば民主主義

社会の担い手を育成することをめざした方法です。自由・寛容・他者への尊敬等の人権をかた

ちづくる人間的価値は、それらの価値自体を尊重しようとする学習環境の中でこそ有効に学習

されるのです。これは[第三次とりまとめ]が｢協力｣｢参加｣｢体験｣※を中核とする学習形態を提

起していることと軌を一にするものです。また、学習指導要領で求められている｢主体的・対話

的で深い学び｣の実現に向けた授業改善にもつながるものです。 

 この学習方法の良いところは、信頼関係づくりを進めようとする学習者集団の中で、参加者

が自分自身の気持ちや考えを自由に述べることができ、本音を語りやすくなっていくことが期

待できるという点です。また、学習者同士で協働して作業を進めたり、話し合い学び合ったり

することによって適切な自己表現等のコミュニケーション能力を高めるのに有効です。そして

何よりも人権侵害の事実に気づいて、そのことを相手にどう働きかければ人権侵害が解消され

るかを考えるという｢行動(解決)を志向する力｣を養うためにも役立ちます。 

 ただし、参加型学習を実施するに当たっては、学習者をひきつけられるといったことのみが

目的となることのないよう、学習者が経験や意見を出し合い、お互いから学び合うことで新た

な発見や学びを獲得し、現実社会への｢参加｣をめざす学習内容であってこそ真価が発揮される

のだということを十分理解する必要があります。 

(※)｢協力｣：集団の全員にとって有益となるような結果を求めて、協力しつつ共同で進める学習。 
｢参加｣：学習課題や学習内容の選択等も含む領域に、学習者が主体的に参加する(重要な位置を占める) 
ことを基本的要素とする学習。 

｢体験｣：活動や体験を通して、問題を発見しその解決法を探究するなど、生活上必要な技能等を身に付 

ける学習。 
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第３節 人権救済と人権教育について 

 国においては、平成９(1997)年３月に｢人権擁護施策推進法｣※が５年間の時限立法として施

行され、同法に基づいて法務省に人権擁護推進審議会が設置されました。この審議会では、｢人

権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策｣について審議され、平成13(2001)年

５月に｢人権救済制度の在り方｣、12月には｢人権擁護委員制度の改革について｣の答申が出され

ました。 

 本県においては、平成17(2005)年10月、人権侵害の救済を図ることを目的とした｢鳥取県人権

侵害救済推進及び手続に関する条例｣(以下｢人権救済条例｣という。)を策定しました。しかし、

人権救済条例見直し検討委員会の提言を受け、平成21(2009)年４月から｢人権救済条例｣の代替

策として｢人権尊重の社会づくり相談ネットワーク｣を制度化し、県下３か所の人権相談窓口で

下のように総合的に対応しています。 
 

・専門機関への同行、支援の進行状況把握等、支援策の利活用をきめ細かく援助 

・市町村に寄せられる相談について人権相談窓口(専門相談員含む)も積極的に対応 

・解決事例、頻発事例等を関係機関で共有し専門機関による解決の促進と迅速適切な対応 

・ケース会議開催等複数の関係機関の連携を促進して効果的、総合的な支援 
  

鳥取県教育委員会としても、｢人権尊重の社会づくり相談ネットワーク｣等との連携を図りな

がら、個々の相談に適切に対応するとともに、相談窓口の周知に努めています。また、相談ケ

ースの背景を様々な角度から分析し、具体的な人権侵害の実態把握に努め、そこから明らかに

された課題を人権教育に明確に位置づけた取組の充実に努めています。さらに、戦後の混乱・

貧困・病気・外国からの引揚げ等、様々な理由により義務教育を修了できなかった人、不登校

等のために十分に学校に通えなかった人、本国で義務教育を修了していない外国籍の人に対し

て、学びの機会を提供するために、県立の夜間中学を設置することとし、令和６(2024)年４月

開校をめざして準備を進めています。 

(※)人権擁護施策推進法：人権の擁護に関する施策の推進について、国の責務を明らかにするとともに、必要 

な体制を整備し、もって人権の擁護に資することを目的として制定された法律。 
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第２章 鳥取県がめざす人権教育について 

 社会情勢の急激な変化や人権意識の高まりによって様々な人権問題が市民から提起されるよ

うになった今日、人権教育に寄せられる期待はますます大きくなっています。 

 しかし、このことは単に扱うべき教育課題が増え、拡散したということではありません。こ

こで重要なことは、単に個別的な人権問題に関わる教育を束ねたものを｢人権教育｣と捉えるの

ではなく、｢同和教育で培われてきた原則を基底に位置づけながら、国際社会で培われてきた人

権教育の原則に立脚し、豊かな人権文化を築く資質を備えた人間を育成する教育｣が｢人権教育｣

であると捉えた上で取組を進めていくことです。 

 本県では、こうした認識に立って学校教育と社会教育の連携を深め、人権問題に取り組む関

係諸機関・諸団体等との緊密な連携に努めます。また、教育の主体性を維持し、教育活動と政

治運動・社会運動との関係を明確に区別し、教育の中立性を確保しながら人権教育の取組を充

実していきます。 

 

１ 同和教育で培われてきた原則を人権教育の基底に位置づける 

 前述したように同和教育は実践の中から多くの原則や教訓を生み出してきました。そして、同和問

題の解決を基本課題としながら、全ての偏見や差別を積極的に解消する人間を育成し、全ての人の権

利回復とエンパワメント、そして自己実現を図る取組へと発展してきました。 

 これらの取組は、まさに国際社会で推進されてきた人権教育とつながるものです。 

 

２ 国際社会で培われてきた人権教育の原則に立脚する 

 これまで、様々な人権問題の解決を図るため、同和教育をはじめ、特別支援教育、男女共生

教育、国際(理解)教育・在日外国人教育等が推進されてきました。しかし、差別や人権侵害の

問題には、出自、性別、障がいの有無、年齢等、様々な事由が複雑に絡み合う中で成立すると

いう側面があります。したがって、これら個別的な視点からの具体的な問題を基礎にすえたア

プローチによる教育実践が分離してしまうのではなく、体系的な人権教育として位置づけられ

るべきです。 

 そこで重要となるのが、国際社会で培われてきた人権教育の原則｢普遍的な視点からの権利

を基礎にすえたアプローチ｣に立脚することです。つまり、国連が中心となって作成した人権関

係諸条約を学ぶこと等を通じて、国際社会で普遍性を認められた｢人権｣という共通の基準に照

らして自らの経験や文化・習慣等を検証し、具体的な問題の発見とその解決につなげようとす

るアプローチを重視するということです。 

あわせて、具体的な問題の解決を志向する中で、｢人権は真に普遍的たり得ているか｣と問い

返し続けることが重要となります。つまり、「個別的な視点からの具体的な問題を基礎にすえ

たアプローチ」による教育は、普遍性への指向を有することによって、はじめて人権教育に体

系的に位置づけることができるということです。 

 この関係性をしっかり捉え、実践的な人権教育を構築していかなければなりません。 

 

第１節 鳥取県の人権教育がめざすもの － 豊かな人権文化を築く資質を備えた人間の育成 － 

 [第三次とりまとめ]は｢人権の意義・内容や重要性について理解し、［自分の大切さとともに

他の人の大切さを認めること］ができるようになり、それが様々な場面や状況下での具体的な

態度や行動に現れるとともに、人権が尊重される社会づくりに向けた行動につながるようにす

ること｣を人権教育の目標として示しています。また、｢鳥取県人権尊重の社会づくり条例｣は、

｢お互いの人権が尊重され、誇りをもって生きることができる差別と偏見のない社会が実現さ

れなければならない｣とした上で、｢相互に人権を尊重し、自らが人権尊重の社会づくりの担い
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手であることを認識し、人権意識の向上に努める｣ことを県内に暮らす全ての者の責務と定め

ています。 

 これらを踏まえ、鳥取県教育委員会は以下の基本理念を掲げ、それをもとに｢豊かな人権文化

を築く資質を備えた人間の育成｣を図るための様々な教育施策を総合的に展開していきます。 
 

[人権教育がめざすもの]  

○本来持っている能力を発揮し、自己実現を図る 

○｢人権尊重の社会づくりの担い手｣であることを自覚する 

○多様な人々と豊かにつながり、共に生きる 

 

第２節 人権教育の概念及び手法 

１ 人権教育の四側面 

今日、人権教育はその概念として四つの側面を提起しています。 

 一つめの側面は、｢人権についての教育｣(education about human rights)です。これは、人

権の内容・人権を守る仕組みや人権侵害の現実について学ぶことです。それらについて学ぶこ

とと合わせて、人権感覚の育成を図ることが重要です。 

 二つめの側面は、｢人権としての教育｣(education as human rights)です。これは、教育を受

ける権利を保障するものです。教育を受けることそのものが人権であり、一人一人が持ってい

る能力を最大限に伸ばす取組や自己実現に向けた取組も人権教育の一環です。 

 三つめの側面は、｢人権が尊重される教育｣(education through human rights)です。これは、

人権が保障された教育環境の中で学べるようにすることです。つまり、教育のプロセスそのも

のが教育者・学習者の人権を大切にしていることです。一人一人が、一人の人間として大切に

されていると感じながら学習することができる環境や雰囲気をつくることが重要です。 

 四つめの側面は、｢人権のための教育｣(education for human rights)です。これは、人権が

尊重された社会をめざす教育であり、本県においては｢豊かな人権文化を築く資質を備えた人

間の育成｣を人権教育のめざすものとして掲げています。 

 これら四つの側面は、人権教育に取り組む上で全てが不可欠であり、それぞれを緊密にかか

わらせながら取り組んでいくことが重要です。 

 

２ ｢普遍的な視点｣と｢個別的な視点｣の往還 

人権教育の手法については、前述したように｢普遍的な視点からの権利を基礎にすえたアプ

ローチ｣と｢個別的な視点からの具体的な問題を基礎にすえたアプローチ｣の二つのアプローチ

があり、この両者があいまって人権尊重についての理解が深まっていくものと考えられていま

す。 

具体的には、｢普遍的な視点｣から取り組み、個別的な人権問題の解決につなげていく手法と、

それぞれの人権問題の解決という｢個別的な視点｣から取り組み、あらゆる人権問題の解決につ

なげていく手法が考えられます。 

どのような人権問題を学習する場合でも、｢普遍的な視点｣と｢個別的な視点｣の二つの視点を

持ち、普遍から個別へ、個別から普遍へと行き来しながら展開していくことで、人権問題を全

ての人に関わる普遍的な問題として捉え、人権が尊重される社会づくりに向けた行動につなが

るようにすることが重要です。 
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【参考】隠れたカリキュラム 

児童生徒の人権感覚の育成には、体系的に整備された正規の教育課程と並び、いわゆる

｢隠れたカリキュラム｣が重要であるとの指摘がある。｢隠れたカリキュラム｣とは、教育する

側が意図する、しないに関わらず、学校生活を営む中で、児童生徒自らが学びとっていく全

ての事柄を指すものであり、学校・学級の｢隠れたカリキュラム｣を構成するのは、それらの

場の在り方であり、雰囲気といったものである。 

例えば、｢いじめ｣を許さない態度を身に付けるためには、｢いじめはよくない｣という知的

理解だけでは不十分である。実際に、｢いじめ｣を許さない雰囲気が浸透する学校・学級で生

活することを通じて、児童生徒ははじめて｢いじめ｣を許さない人権感覚を身に付けること

ができるのである。だからこそ、教職員一体となっての組織づくり、場の雰囲気づくりが重

要である。 

『人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］』 
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第３章 人権教育の充実 

第１節 人権教育を通して育てたい資質・能力 

１ 育てたい資質・能力 

人権教育の目標を達成するためには、人権に関する知的理解と人権感覚をバランスよく身に

付けることが大切です。人権や人権擁護に関する基本的な知識を確実に学び、その内容と意義

についての知的理解を徹底し、深化することが必要です。また、人権が持つ価値や重要性を直

感的に感受し、それを共感的に受けとめるような感性や感覚、すなわち人権感覚を育成するこ

とが併せて必要となります。さらに、こうした知的理解と人権感覚を基盤として、自分と他者

との人権擁護を実践しようとする意識、意欲や態度を向上させること、そしてその意欲や態度

を実際の行為に結びつける実践力や行動力を育成することが求められます。各学校においては、

児童生徒等の実態に応じて「人権教育を通して育てたい資質・能力」を設定し、その資質・能

力を拠り所とした人権教育の取組を推進することが重要です。 

教育課程においては、各教科等の形で｢人権教育｣が設定されていないため、学校における人

権教育は、各教科や特別の教科 道徳、総合的な学習(探究)の時間、特別活動、教科外活動等(以

下｢各教科等｣という。)のそれぞれの特質を踏まえつつ、教育活動全体を通じて行うことになり

ます。学校教育における各教科等には、それぞれ独自の目標やねらいがあるため、各教科等の

指導にあたって、その目標やねらいを達成させることが、第一義的に求められることは言うま

でもありません。 

各教科等と関連させて人権教育を行う際には、各教科等の目標やねらいを達成するとともに、

人権教育の目標も達成されるように、人権教育の活動と、それぞれの目標やねらいに基づく各

教科等の指導とが、有機的・相乗的に効果をあげられるようにしていくことが重要です。 

 

【人権教育を通して育てたい資質・能力(例)】 

知 識 技 能 態 度 

・自由、責任、正義、個人の尊

厳、権利、義務等の諸概念に

ついての知識 

・人権に関する国内法や条約

等に関する知識 

・人権発展の歴史や人権侵害

の現状等についての知識 

・自他の人権を擁護し、人権侵

害を予防・解決するために必

要な実践的知識 

・適切な自己表現等を可能と

するコミュニケーション技

能 

・他者の痛みや感情を共感的

に受容できるための想像力

や感受性 

・人間関係のゆがみ、ステレオ 

タイプ、偏見、差別を見極め

る技能 

・合理的・分析的に思考し、公

平で均衡のとれた結論に到

達する技能 

・対立的問題に対しても、双方

にとってプラスとなる解決

法を見出すことのできるよ

うな建設的な問題解決技能 

・人権の観点から自己自身の

行為に責任を負う意志や態

度 

・自己についての肯定的態度

(自尊感情等) 

・自他の違いを認め、尊重する

意識、多様性に対する肯定的

態度 

・自己の周囲、具体的な場面に

おいて、人権侵害を受けてい

る人を支援しようとする意

欲・態度 

・正義、自由、平等等の理念の

実現、社会の発達に主体的

に関与しようとする意欲・

態度 
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２ 就学前教育・学校教育・社会教育の連携、校種間の協力と連携 

 人権教育は、保育所・幼稚園等、学校、家庭、地域、職場等のいずれかに限って行われるも

のではありません。特に、子どもは、保育所・幼稚園等、学校、家庭を含めた地域社会の中で

育つため、社会全体で子どもたちを育てていくという視点に立って、人権教育の活動を進めて

いく姿勢で、就学前教育、学校教育、社会教育の各分野の関係者が連携・協働した取組を推進

することが必要です。あわせて、子どもが保育所・幼稚園等、学校で人権について学んだこと

を肯定的に受け止めることができる家庭や地域をつくることが大切であり、人権教育に対する

保護者や地域住民等の理解を促進することが求められます。 

就学前教育、学校教育においては、就学前から子どもの発達段階に応じて人権に関する知識

や人権感覚を育成するために、各校種、各校が、育てたい資質・能力を拠り所とした人権教育

を実践し、校種の異なる学校や同一校種の他の学校との情報共有を行いながら、系統的・継続

的な人権教育の取組を推進することが重要です。 

 

第２節 人権教育における評価の在り方 

 人権についての知識や人権感覚に関わる技能・態度は、学習者が自ら主体的に学習活動に参

加し、協力的に活動し、体験することを通してはじめて身に付くものです。 

 これらの知識・技能・態度を育成するためには、学習者が自分で｢感じ、考え、行動する｣と

いう主体的、実践的学習となるよう、指導(学習)方法・内容を工夫・改善していくことが重要

となります。 

その際、ＰＤＣＡサイクル(実態把握に基づく計画立案－実施－評価－改善)の考え方を取り

入れ、あらかじめ評価の観点、方法、場面等を決めておくことが求められます。また、推進者

による評価だけでなく、学習者の自己評価や、市民による外部評価を取り入れるなど、多角的

な視点から評価するよう努めることが大切です。さらに、評価結果に基づき、人権教育の推進

体制や実践内容等について、主体的な見直しを行うとともに、それらの取組について積極的に

情報発信することが大切です。 

 

１ 学校教育における評価 

各学校においては、校長は、自校の実態を踏まえ、人権教育に関わる目標設定および推進指

針を示すとともに、教職員が一体となって人権教育に取り組む体制を整え、組織的・継続的に

実践することが重要です。また、こうした人権教育の取組については、学校における教育活動

全体の評価の中で定期的に点検・評価を行い、主体的な見直しを行う必要があります。 

現在、各学校において推進されている学校評価システムの考え方に基づき、日々の指導で誰

が何をどのように評価するのかを明確にし、評価を定期的に行うとともに、次の活動に生かす

評価計画を立てることが大切です。その際、人権尊重の視点に立った学校づくりが効果的に進

められるよう、第三者評価、学校関係者評価制度等を活用し、保護者、地域住民等から理解と

参画を得て、学校・家庭・地域が連携しながら、自校の人権教育の評価に関わる体制を整備し

ていくことが大切になります。また、児童生徒等が自らの学習について評価することは、人権

教育に対する意欲・関心、達成感の状況を把握する上で有意義であるとともに、教職員が児童

生徒等の学習の在り方を検証し、今後の指導方法等の工夫・改善を図るためにも、不可欠な取

組といえます。その際、各学校で設定した資質・能力を育てられたかという観点から実践を評

価し、その評価結果を学校としての評価に反映させていくことが教育効果を高めることにつな

がります。 
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【評価の観点の項目例(教職員向け)】 

 評 価 の 観 点 

実態の把握 ○人権に関する児童生徒等の意識や行動について把握している。 

推進体制 

○校内の人権教育推進委員会等の推進組織が整備され機能している。 

○人権教育の全体計画及び年間指導計画を作成し、児童生徒等に育てたい

資質・能力を共通理解している。 

○保護者や学校運営協議会委員等、学校外の人々の意見・評価を反映して

いる。 

学年・学級経営 
○教育上配慮や支援を要する児童生徒等をはじめ、一人一人が大切にされ

ている。 

教科等指導 

○児童生徒等一人一人に活躍する場を与えるなど、児童生徒等に自己存在

感を持たせるようにしている。 

○誰もが良さや弱さを持っているという認識に立ち、共感的人間関係を育

成するようにしている。 

○複数の学習課題の中から自分に合った課題を選べるようにするなど、自

己選択・自己決定の場を設定するようにしている。 

○｢人権尊重の社会づくりの担い手｣であることを自覚できるよう、身近な

事柄を取り上げたり、様々な人の立場に立ち、多面的・多角的に考えを

広げ深められるようにしたりしている。 

○児童生徒等の発達段階を十分考慮し、各教科等の特質を踏まえつつ、そ

れぞれのねらいを達成するようにしている。 

生徒指導 

○現象面のみにとらわれず、その背景を探り内面的・共感的な理解に努め

ている。 

○児童生徒等が将来への目標と希望を持って生きることができるように指

導・援助している。 

教職員研修 ○研修内容が学校の課題に沿ったものになっている。 

保護者啓発 
○授業参観や学級懇談会、家庭訪問等、機会を捉えて人権教育についての

理解を図っている。 

 

２ 社会教育における評価 

本県においては、県内の全ての市町村が人権尊重の社会づくり条例等を制定しており、また、

多くの市町村でも人権尊重に関する基本方針や総合・実施計画等が策定されています。 

こうした、基本方針や総合・実施計画等に基づき実施される社会教育における人権教育の取

組について、その取組の必要性や有効性等を客観的に評価し、今後の取組に反映できるよう、

工夫・改善していくことが求められます。 

人権尊重の視点に立った｢子育て・親育ち｣や｢まちづくり｣が効果的に進められるよう、評価

に際しては、推進者(企画者・運営者)による評価のみとせず、学習者の自己評価(アンケート)

を行うなど、多角的な視点を確保することが大切です。それらに基づき、評価資料を作成する

などして成果と課題をまとめ、事後検討会等において、学習のねらいが達成できたかどうかを

話し合い、今後の課題を明らかにし、改善を行うことが望まれます。その際、成果や課題につ

いて児童生徒等の保護者や地域住民の意見を聞き、今後の改善に生かすことが必要です。また、

評価した内容について、広報誌、啓発冊子、他の研修会等において、広く伝えることが大切で

す。 
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 こうした社会教育における人権教育の取組の評価等をもとに人権教育の成果と課題を明らか

にし、また、人権教育・啓発等に関する様々な調査の結果等と合わせて、総合・実施計画等の

見直しを図ることが大切です。 

 

【評価の観点の項目例(推進者(企画者・運営者)向け)】 

 評 価 の 観 点 

実態の把握 

○生活実態に現れている人権課題を把握している。 

○住民の学習経験と今後学びたいと考えていることを把握している。 

○人権に関する社会的状況を把握している。 

学習目標の設定 

○地域の人権問題の解決をめざした具体的な学習目標の設定がなされて

いる。 

○行動化を志向することに関わる目標を明確化している。 

学習内容等 

○人権を基準として家庭や地域における生活の中にある具体的な問題の

発見や解決につながる学習となるようにしている。 

○普遍的な視点からの権利を基礎にすえた取組と、個別的な視点からの具

体的な問題を基礎にすえた取組を効果的に組み合わせている。 

○協力的な人間関係をつくり、異なる立場・意見を有する人々と合意を形

成し、問題解決を方向付け、共に行動することを促す参加型学習を積極

的に取り入れている。 

推進者研修 

○推進者の役割分担がなされている。 

○｢実態｣｢目標｣｢学習内容｣｢学習形態｣｢学習の流れの細案｣等について検

討している。 

住民への周知 
○事前の開催案内や事後の評価結果等について、可能な方法を組み合わせ

て周知を行っている。(チラシ、行政無線、ケーブルテレビ、広報誌等) 
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第４章 人権教育の推進者の育成 

第１節 あらゆる場を通じた人権教育の推進 

一人一人の人権が尊重され、偏見や差別のない社会の実現をめざすためには、一人一人が、

自らが人権尊重の社会づくりの担い手であることを認識し、主体的な実践行動につなげること

が大切です。 

実践的な行動力を身に付けるには、人権を単に知識として学ぶだけでなく、人権感覚を涵養

することが大切です。そのためには、学校、家庭、地域、職場等あらゆる場において人権教育

に取り組む必要があります。幼少期から高齢期までの生涯を通じ、個々の理解度・到達度に応

じて学校、家庭、地域、職場等あらゆる場において、様々な人権学習に主体的に参加できる機

会を提供することが大切です。 

 

第２節 あらゆる場を通じた人権教育に向けた推進者の育成 

これまで、学校、家庭、地域、職場等あらゆる場において人権教育を推進していくため、様々

な研修会、養成講座等を通して、人権教育の推進者の育成が進められてきました。 

今後も、様々な人権について、学習者のそれぞれの年代、理解度・到達度に応じた教育を効

果的に推進するために、参加型学習や、多様な体験活動・交流活動等を実践できる推進者を育

成していくことが必要です。 

 とりわけ、参加型学習のファシリテーター(学習促進者)としての資質・能力を育成する必要

があります。ファシリテーターは、参加者同士の活発な意見交換や協働作業をとおして参加者

がお互いに学び合えるようにするための技能を磨くとともに、参加者と共に学び、共に問題解

決を志向するという姿勢を身に付けることが必要です。 

 これらを踏まえ、鳥取県教育委員会をはじめ各行政機関は、研修会や養成講座等の学習機会

の一層の充実と情報の発信に努め、人権教育の推進者を育成する必要があります。 

 そのためには、鳥取県立人権ひろば２１(ふらっと)、鳥取県男女共同参画センター(よりん

彩)をはじめとする県の組織と、国及び県内各市町村が設置している人権尊重の社会づくりの

中核的組織や相談窓口が連携・協働することが大切です。また、公益社団法人鳥取県人権文化

センター、鳥取県人権教育推進協議会、公益財団法人鳥取県国際交流財団、人権侵害の相談を

日常的に受けている機関、各種ＮＰＯ等の関係民間団体と連携・協働することが大切です。連

携・協働に当たっては、政治運動・社会運動との関係を明確に区別し、教育の中立性を確保し

ながら取り組む必要があります。 

 

１ 学校 

人権教育は、全ての教育の基本であり、教育活動全体を通じて児童生徒等の発達段階に応じ、

創意工夫して取り組む必要があります。また、校長をはじめとする教職員が人権尊重の理念に

ついて十分理解し、児童生徒等が自らの大切さを認められていることを実感できるような環境

づくりに努めることが必要です。したがって、各学校においては、人権教育に関わる研修の位

置づけを明確化し、全ての教職員の人権意識と指導力向上に向けて取り組むことが重要です。 

｢教師が変われば子どもも変わる｣といわれるように、教職員の言動は、日々の教育活動の中

で児童生徒等の心身の発達や人間形成に大きな影響を及ぼし、豊かな人間性を育成する上でも

きわめて重要な意味を持ちます。個々の児童生徒等の大切さを強く自覚し、一人の人間として

接するという教職員の姿勢そのものが、教育活動の重要な要素であり、また、児童生徒等の安

心感や自尊感情を育むことにもなります。 

だからこそ、教職員にあっては、児童生徒等との相互の信頼関係の上に、愛情に満ちた人間

関係を築くよう求められます。教職員が、仮にも自らの言動により児童生徒等の人権を侵害す
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ることのないよう、常に意識して行動すべきことは当然です。同時に、教職員同士の間でも、

お互いを尊重する態度は大切です。例えば、指導上の課題について相互に話し合い、共通理解

を図ることができるような環境づくりに努めることが求められます。したがって、教職員は、

児童生徒等の心の痛みに気づき、お互いの人権が尊重されているかを判断できる確かな人権感

覚を身に付けるよう、常に自己研鑽を積まなければなりません。教育活動や日常の生活場面の

中で、言動に潜む決めつけや偏見がないか、一人一人を大切にしているかを繰り返し点検し、

自らの人権意識を絶えず見つめ直す必要があります。また、人権尊重の精神を基盤に、人間関

係調整能力、コミュニケーション能力等を高めること、児童生徒等の理解を深め、適切な支援

を実施できるよう、カウンセリングの技法や集団づくりへの支援等、児童生徒等への働きかけ

を有効に行うための技法を身に付けることも必要です。あわせて、地域社会の一員として、地

域や市町村・ＰＴＡ等で行われる各種研究会や研修会に積極的に参加することが必要です。 

これらを踏まえ、教育委員会及び学校は、教職員のキャリアに応じた、様々な担当者を対象

とする研修、授業研究会・公開授業等の機会を整備し、教職員の主体的な取組を引き出せるよ

う「参加型」の研修を積極的に取り入れるなど内容を充実させ、計画的・体系的に、教職員に

求められる資質・能力の育成に努める必要があります。 

 

２ 家庭 

 人権が尊重された家庭が築かれるよう、学校や地域社会と連携しながら、学習機会の充実を

図ると共に、相談・支援体制の整備を図る必要があります。 

 家庭は全ての教育の出発点であり、基本的な生活習慣や生活能力、倫理観、自制心や自立心

等人格形成の基盤は、家庭における教育によって培われるといわれています。したがって、教

育委員会をはじめ各行政機関は、保護者に対して、子どもの成長や発達段階に応じて、生命の

大切さや多様性の尊重等に関する子どもの理解を進め、子どものコミュニケーション能力や自

尊感情を育むための学習機会や子育て情報の提供を図る必要があります。また、固定的な性別

役割分担意識を解消し、家事、子育て、介護・介助等、家族全員が協力し、助け合って暮らす

ことの大切さを理解するための学習機会や情報の提供を図る必要があります。 

 そのためには、教育委員会をはじめ各行政機関が、地域やＰＴＡにおける学習機会の充実に

向け、親子で共に人権について学べる資料や情報の提供を図ることで家庭における人権教育の

推進を支援するとともに、市町村やＰＴＡ等における推進者の育成に努める必要があります。

また、相談機関の相談員の資質の向上に向けた研修の実施と気軽に相談できる相談・支援体制

の整備が大切です。 

 

３ 地域 

地域において豊かで生きがいのある生活を送ることができるためには、お互いの人格や個性

を尊重し、多様性を認め合いながら生活していくことや、全ての人が社会での役割を持ち、重

要な意味ある存在であることを認識し、豊かな人間関係を築くことが大切です。また、様々な

地域活動に地域住民誰もが参画でき、地域の課題や今後について一緒に話し合うことができ、

地域全体でお互いに支え合いながら暮らしていくことのできる地域づくりが大切です。 

 そのためには、教育委員会をはじめ各行政機関が、人権尊重の理念についての正しい理解を

図り、様々な人権や人権問題に対する理解と認識を深め、人権尊重の精神に立った地域づくり

をめざし、住民が主体的に取り組むことができる学習機会の設定と情報提供の充実を図り、推

進体制を確立する必要があります。また、市町村の人権教育推進員をはじめ、人権教育推進協

議会等役員、公民館・コミュニティセンター職員、自治会役員等、地域に根ざした推進者の確

保と育成に努めることが必要です。その際、権利そのものの学習や地域の生活課題を踏まえた
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学習、参加型学習の導入等、学習内容や方法を工夫、充実させることが大切です。 

 

４ 職場 

企業等は、地域の雇用をはじめ、地域社会の一員としての役割を担っています。差別のない

一人一人の人権が尊重される働きやすい職場づくりに取り組むことが、職場の活性化と社会的

信頼の獲得の出発点であり、企業自身が成長する重要な要因であるという理解が広く定着する

ことが重要です。そのためには、事業主が先頭に立って幹部や従業員に対する人権教育を積極

的に進める必要があります。とりわけ、医療・保健・福祉関係等は特に人権に関係の深い職業

であることから、人権教育の取組を強化する必要があります。また、公務員の業務は、多岐の

分野にわたり、住民に深い関わりを持っています。したがって、警察、消防、医療・保健、福

祉等、県民の生命・健康・福祉に深く関わる公務員はもとより、行政に携わる全ての職員が人

権について正しく理解し、人権の尊重が行政の根幹であることを自覚して職務を遂行すること

が必要です。 

そのためには、鳥取県職員人材開発センター等における人権研修の研修内容等を工夫し、計

画的・体系的な研修を実施する必要があります。また、地域社会の一員として、地域や市町村・

ＰＴＡ等で行われる各種研修会や各種事業等に積極的に参加することが必要です。あわせて、

それぞれの職場における人権教育を充実させるためには、公正採用選考人権啓発推進員等、人

権研修担当者の育成に努め、「参加型」の研修の導入等、人権研修の内容や方法を工夫、充実

させることが必要です。 
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第５章 各人権問題に関わる教育の推進指針 

第１節 共通して取り組む課題 

①誰一人取り残さない持続可能な社会づくり(ＳＤＧｓ) 

平成27(2015)年９月の国連で｢持続可能な開発のための2030アジェンダ｣(以下｢2030アジェン

ダ｣という。)が採択されてから７年が経過する中、ＳＤＧｓ※の認知度は日本でも年々向上し

ており、企業や地方公共団体、教育機関等でＳＤＧｓの達成に向けた積極的な取組が行われて

います。 

ＳＤＧｓは、17の目標と169のターゲットから構成され、地球上の｢誰一人取り残さない｣こと

を誓っており、発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものであるとともに、

特定の課題に絞るよりも、様々な課題を俯瞰的(ふかんてき)な視点の下で統合的に扱う方が、

より望ましい成果を生み出すだろうという考え方が反映されています。 

すなわち、ＳＤＧｓは独立した課題の集合体であると同時に、相互に関連し合っている包括

的な目標でもあるのです。 

(※)SDGs：持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals)。2001 年に策定されたミレニアム開発目標 

(MDGs)の後継として、平成 27(2015）年 9 月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された｢2030 アジェ 

ンダ｣に掲げられた、令和 12(2030)年までに持続可能でよりよい世界をめざす世界共通の目標。 

 

②デジタル社会の実現に向けて 

デジタル化が急速に進展する中、インターネットを悪用した人権侵害については、近年、法

整備も進んでいますが、依然として、同和地区に関する識別情報の摘示や差別表現、違法な情

報や有害な情報の流通も認められ、また、特定の個人に対して多くの誹謗中傷の書き込みが行

われるいわゆる｢炎上｣事案や、災害や新型コロナウイルス感染症等の社会不安に起因するデマ

の流布等、特定の人権問題に限らず、特にＳＮＳ上での誹謗中傷等の深刻化が問題になってい

ます。 

デジタルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、誰一人取り

残されることなく、多様な幸せが実現できる社会を実現するためには、一人一人が尊厳を持つ

かけがえのない存在であるという考え方が尊重され、それが守られる社会をつくっていくこと

が求められます。 

 

③全ての人のためのユニバーサルデザイン 

ユニバーサルデザイン(｢ユニバーサルデザイン｣は、英語の綴り(Universal Design)の頭文

字を取って、｢ＵＤ｣と表記されることがあります。)は、｢障がいの有無、年齢、性別、人種、

言語等にかかわらず、多様な人々が利用しやすいようあらかじめ都市生活環境をデザインする

考え方｣です。この、多様な人々がともに生きる社会をめざすユニバーサルデザインの考え方は、

全ての人の人権が尊重された社会づくりに欠かせない考え方です。 

ユニバーサルデザインの推進については、日本政府は2020年東京オリンピック・パラリンピ

ックを契機として、ユニバーサルデザイン化・心のバリアフリー※を推進するため、平成

29(2017)年２月に｢ユニバーサルデザイン2020行動計画｣を策定しました。同計画には、障がい

の有無、性別、年齢等にかかわらず、全ての人がお互いの人権や尊厳を大切にし、支え合い、

誰もが生き生きとした人生を享受することのできる共生社会の実現に向けた大きな二つの柱と

して、国民の意識やそれに基づくコミュニケーション等個人の行動に向けて働きかける取組

(｢心のバリアフリー｣分野)と、ユニバーサルデザインの街づくりを推進する取組(街づくり分

野)が位置づけられています。 

(※)心のバリアフリー：様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケ 

ーションをとり、支え合うこと。 

 

これらの状況を踏まえ、ここに人権尊重の社会づくりのために共通して取り組む三つの課題

に関わる教育の推進指針を示すことにします。
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１ ＳＤＧｓにおける人権 

(１)現状と課題 

国は、平成 28(2016)年にＳＤＧｓの目標に向けた取組を進めるための｢ＳＤＧｓ推進本部｣を

設置し、｢ＳＤＧｓ実施指針｣(令和元(2019)年 12 月改訂)※1 を策定しました。同指針には、令

和 12(2030)年までに、国内外においてＳＤＧｓの達成をめざすことと、今後の推進体制におけ

る日本政府及び各ステークホルダー※2 の役割と連携の必要性について明記してあります。 

本県においては、令和２(2020)年４月に｢鳥取県ＳＤＧｓ推進本部｣を立ち上げ、オール鳥取

県で持続可能な地域社会の実現に向けて取り組むことを宣言(とっとりＳＤＧｓ宣言)しました。

この宣言では、｢すべての県民が自分らしい生き方を選択し、ふるさと鳥取で安心して暮らし続

けるためには、ＳＤＧｓが掲げる『誰一人取り残さない』理念のもと、県内の全域が活力を持

ちながら持続していく必要がある｣としています。そして、官民連携の｢とっとりＳＤＧｓネッ

トワーク｣(令和２(2020)年 11 月発足)を中心として、県民をはじめ企業、団体、ＮＰＯ、市町

村等とのパートナーシップにより、県内におけるＳＤＧｓの取組をスタートしました。 

教育については、ＳＤＧｓの目標４に｢全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、

生涯教育の機会を促進する｣と設定されています。目標４は、さらに 10 のターゲットに分けて

捉えることができ、その中のターゲット 4.7 には、持続可能な開発のための教育(ＥＳＤ※3)及

び持続可能なライフスタイル、人権、男女の平等、平和及び非暴力的文化の推進、グローバル・

シチズンシップ※4、文化多様性と文化の持続可能な開発への貢献の理解の教育を通して、全て

の学習者が、持続可能な開発を促進するために必要な知識及び技能を習得できるようにするこ

とを挙げています。持続可能な社会の創り手を育成するＥＳＤは、ターゲットの１つとして位

置付けられているだけでなく、ＳＤＧｓの 17 全ての目標の実現に寄与するものであることが 

平成 29(2017)年 12 月の国連総会において確認されており、ＳＤＧｓの目標を達成するために

不可欠である質の高い教育の実現に貢献するものとされています。また、学習指導要領の前文

にも｢持続可能な社会の創り手となることができるように｣という文言が入り、各教科等におい

てもＥＳＤに関連する内容が盛り込まれているなど、学校教育における取組が必要とされてい

ます。 

ＳＤＧｓの 17 の目標は、各国政府による取組だけではなく、企業や地方公共団体、アカデミ

ア※5 や市民社会、そして一人一人に至るまで、全ての人の行動が求められている点が大きな特

徴です。ＳＤＧｓは、国や企業等、大きな組織の取組に限定されるものではなく、地球に住む

一人一人のＳＤＧｓ達成に向けた行動が重要視されています。そのため、｢地球的視野で考え、

様々な課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組み、持続可能な社会づくりの創

り手となる｣よう個々人を育成し、意識と行動の変革、それらを行動化につなげるための取組が

必要です。 
(※1)SDGs 実施指針：平成 28(2016)年 12 月の SDGs 推進本部会合にて決定された。日本が｢2030 アジェンダ｣ 

を実施し、令和 12(2030)年までに日本の国内外において SDGs を達成するための中長期的な国家戦略と 

して位置づけられている。 

(※2)ステークホルダー：民間企業、学校や病院、NPO などの団体、政府や地方公共団体等、あらゆる組織の利 

害関係者。 

(※3)ESD：Education for Sustainable Development の略で｢持続可能な開発のための教育｣と訳されている。 

ESD とは、現代社会の問題を自らの問題として主体的に捉え、人類が将来の世代にわたり恵み豊かな生 

活を確保できるよう、身近なところから取り組むことで、問題の解決につながる新たな価値観や行動等 

の変容をもたらし、持続可能な社会を実現していくことをめざして行う学習・教育活動。 

(※4)グローバル・シチズンシップ：地球市民 

(※5)アカデミア：学界、学術研究機関 
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【ＳＤＧｓの１７の目標】              【ＥＳＤとＳＤＧｓの関係】 

１ 貧困をなくそう                 ＥＳＤは、持続可能な社会づくり 

２ 飢餓をゼロに                 の創り手の育成を通じ、ＳＤＧｓの 

３ すべての人に健康と福祉を           全てのゴールの達成に寄与します。 

４ 質の高い教育をみんなに 

５ ジェンダー平等を実現しよう 

６ 安全な水とトイレを世界中に 

７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

８ 働きがいも経済成長も 

９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

人や国の不平等をなくそう 

  住み続けられるまちづくりを 

  つくる責任つかう責任 

気候変動に具体的な対策を 

海の豊かさを守ろう 

陸の豊かさも守ろう 

   平和と公正をすべての人に 

パートナーシップで目標を達成しよう 

 

(２)ＳＤＧｓの理念を踏まえた人権教育の推進 

本県が人権教育のめざすものとして掲げている基本理念は、ＳＤＧｓの理念である｢誰一人

取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会｣の実現と同じ方向性であることから、鳥

取県教育委員会においては、ＳＤＧｓの理念を踏まえて人権教育に取り組みます。 

 

①学校教育 

学校教育においては、持続可能な社会づくりの創り手を育むため、現代社会における地球

規模の諸課題を自らに関わる課題として主体的に捉え、その解決に向け自分で考え、行動す

る力を身に付ける学習とすることが大切です。そのためには、｢持続可能な社会の構築｣とい

う観点を意識しつつ、年間指導計画の中に問題解決的な学習を適切に位置付けるなど、探究

的な学習過程を重視する必要があります。グループ活動の機会を拡充し、話合い、協力して

調査やまとめ、発表を行うなどの体験や活動を効果的に取り入れ、児童生徒等を中心とした

主体的な学びの機会を充実させることが大切です。 

 

②社会教育 

  社会教育においては、地域住民や地域の多様な主体が、ＳＤＧｓという共通の目標を共有

し、年齢や性別、障がいの有無や国籍の違いなどを越えてつながり、パートナーとして連携・

協働していくことで、｢誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会｣の実現に

大きく貢献することができます。さらに、地域社会における連携が一層深まることによって、

様々な理由により社会的つながりが弱い人たちへの支援に関心が向けられ、地域社会の支援

と見守りの中で、｢誰一人取り残さない｣社会が実現します。そのためには、地域住民が協力

的な人間関係をつくりながら、お互いに尊重し合い、問題解決を方向付け、共に行動するこ

とを促す学習を企画・実践していくことが大切です。 
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２ デジタル社会における人権 

(１)現状と課題 

 情報発信技術の飛躍的な発展により、インターネットが急速に普及し、情報の収集・発信や

コミュニケーションにおける利便性は大きく向上しました。また、インターネットに接続可能

な端末も多様化しています。 

 国内では、インターネットによる情報の受発信の容易性や匿名性といった特性もあいまって、

無責任な情報発信、部落差別や人種差別等を助長する書込み、プライバシーの権利の侵害、誹

謗中傷による名誉毀損やいじめ、児童ポルノの流通による性的児童虐待等、様々な人権問題は

インターネット上でも発生しています。これらのインターネット上における問題は、情報が瞬

時に広範囲に広がり削除が難しいことから影響が大きく、深刻な人権問題となっています。平

成14(2002)年の｢特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関す

る法律(プロバイダ※2責任制限法)｣が施行され、令和３(2021)年には、インターネット上での誹

謗中傷等について、匿名の投稿者を特定しやすくする｢改正プロバイダ責任制限法｣が成立しま

した。改正により、被害者の裁判所への開示手続き等にかかる負担軽減や時間短縮につながり、

被害者の迅速な救済につながることが期待されます。そして、令和４(2022)年７月に、インタ

ーネットやＳＮＳ(交流サイト)上の誹謗中傷対策として｢侮辱罪｣の法定刑を引き上げ、厳罰化

する改正刑法が施行されました。審議の中で、厳罰化により表現の自由が制約されるのではな

いかとの懸念が示されたため、与野党の合意で、施行から３年後に外部有識者を交えて検証し、

その結果に基づき必要な措置を取るという検討条項の付則が設けられました。 

令和３(2021)年度からは、ＧＩＧＡスクール構想により、県内全ての小学校・中学校・義務

教育学校において一人一台端末を活用した学習が本格的に始まりました。これからは、児童生

徒全員がインターネット接続機器を利用することを前提とした学校のＩＣＴ環境整備やＩＣＴ

を活用した学習活動の充実を図るだけでなく、情報モラルやメディアリテラシー※１を育む教育

のより一層の充実が必要です。 

鳥取県教育委員会では、令和元(2019)年に｢インターネットの利用に関するアンケート｣を実

施しました。アンケートの結果、インターネットの利用率は小学校６年生で約88％、中学校２

年生で約89％、高校２年生で約95％となりました。インターネットを利用している児童生徒の

うち、平日の利用時間が２時間以上の割合は、小学校６年生で約31％、中学校２年生で約39％、

高校２年生で約62％となっています。また、インターネット利用に関連したトラブルについて

は、小学校６年生において、｢人間関係のトラブルがあった｣｢勝手に写真や個人情報を掲示板等

に載せられた｣割合が前回調査(平成27(2015)年)より増加しており、高校２年生では、｢ＳＮＳ

やメールで悪口を送られた｣割合が増加しています。トラブルにあった際に、家族・学校等へ相

談した割合は、小学校６年生で53.7％(前回40.0％)、中学校２年生で77.6％(前回44.0％)、高

校２年生で52.2％(前回45.1％)でしたが、｢何もしなかった｣と回答した児童生徒は、小学校６

年生で38.8%、中学校２年生で33.7％、高校２年生で35.2％でした。 

総務省が、毎年、高校１年生を対象に実施している｢2021年度青少年のインターネット・リテ

ラシー指標等に係る調査結果※3｣の正答率が70.6％と、インターネットを安全に安心して活用

するための能力が、決して高いとは言えないのが現状です。インターネットの情報や事象を正

しく理解し、それを適切に判断、運用できる能力を身に付けていなければ、インターネット上

のトラブルに巻き込まれるリスクがあるため、違法コンテンツ・有害コンテンツに適切に対処

できる能力、適切にコミュニケーションができる能力、プライバシー保護や適切なセキュリテ

ィ対策ができる能力を身に付ける学習や、学校や家庭で子ども同士や親子等で話し合ったり、

ルールを決めたりするなど、インターネットと適切に付き合うために学び、考え、話し合う機
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会を充実させる必要があります。 

(※1)メディアリテラシー：放送番組やインターネット等各種メディアを主体的に読み解く能力や、メディア 
の特性を理解する能力、新たに普及するICT機器にアクセスし活用する能力、メディアを通じコミュニケ 
ーションを創造する能力等のことである。 

(※2)プロバイダ：インターネットへの接続サービスを提供する事業者。 
(※3)2021年度青少年のインターネット・リテラシー指標等に係る調査：総務省が、青少年のインターネット・ 

リテラシー向上のための前提として、特にインターネット上の危険・脅威に対応するための能力とその 
現状等を可視化するため、平成23(2011)年度にこれらの能力を可視化するテストを指標として開発し、 
平成24(2012)年度より毎年、高校1年生を対象に、青少年のインターネット・リテラシーを測るテストを 
インターネット等の利用状況に関するアンケートと併せて実施している。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

本県においては、平成21(2009)年に｢鳥取県青少年健全育成条例｣を一部改正し、インターネ

ット上の有害情報への対応を強化しました。平成26(2014)年の改正では販売業者の説明義務や

保護者の監督責任を盛り込みました。さらに、令和２(2020)年には、青少年に対して児童ポル

ノ等の提供を求めることや有害図書類又は有害玩具刃物類の販売等を禁止する事項を盛り込み

ました。 

 鳥取県教育委員会では、メディアの送り手を含めた関係団体等で組織する協議会及びＮＰＯ

法人等と連携し、研究集会や学習会を実施するなど、地域や保護者の啓発に取り組んできまし

た。 

［第三次とりまとめ］は、｢学校においては、情報に関する教科等において、インターネット

上の誤った情報や偏った情報をめぐる問題を含め、情報化の進展が社会にもたらす影響につい

て知らせ、情報の収集・発信における個人の責任や情報モラルについて理解を深めるための教

育の充実を図る｣としています。 

 

①学校教育 

  学校教育においては、児童生徒等の発達段階を踏まえながら、主体的に情報を収集、処理、

判断、発信するなどの情報を活用する力、自他の権利を尊重し情報社会での責任をもつこと

や危険回避等情報を正しく安全に利用できること等の情報活用能力(情報モラルを含む)を育

てる教育を推進することが大切です。また、インターネットの急速な普及の影響によって、

子どもたちの健全な育ちが損なわれないよう、メディアを含めた関係団体やＮＰＯ等、外部

機関と連携した教育を推進していく必要があります。 

 

②社会教育 

  社会教育においては、市町村等が実施している小地域懇談会を有効に活用するなど、家庭・

地域・職場等あらゆる場を通じてインターネット上における人権に関する内容を取り上げ、

学習活動を行うことが大切です。また、プライバシーの権利について理解することはもとよ

り、インターネットの特性とその影響を具体的事例等も交えて知り、情報の収集・発信にお

ける個人の責任や情報モラル、人権侵害があった場合の対処法等について理解を深めるなど、

差別のない真に人権が尊重される社会の実現につながる学びを重視した取組とすることが重

要です。 

あわせて、インターネットに接続可能な機器による有害情報の閲覧防止のため、子どもの

インターネットを適切に活用する能力に応じてペアレンタルコントロール※が適切に実施さ

れるよう、保護者への普及啓発を行う必要があります。 
(※)ペアレンタルコントロール：青少年が安全に安心してインターネットを利用するため、保護者が同意した

機能に限りインターネットを利用できるようにするなど、保護者が行うべき措置のこと。 
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３ ユニバーサルデザインの推進 

(１)現状と課題 

 ユニバーサルデザインは、製品や建物等のデザイン化という結果としての側面に視点が置か

れがちですが、保育所・幼稚園等、学校、家庭、地域、職場等で、個人の尊厳を保障するため

の基礎的な条件整備にユニバーサルデザインの考え方を取り入れ、全ての人が等しく社会の一

員として尊重されるべきであるという考え方にまで発展させていこうとする動きが広がってい

ます。一人一人の人権が尊重されるユニバーサル社会の実現をめざして、様々な心身の特性や

考え方を持つ全ての人が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合う｢心の

バリアフリー｣についての学習の機会を提供し、ユニバーサルデザインの街づくりを推進する

取組が必要です。 

 本県では、県民が集まる公共施設等においてユニバーサルデザインの考え方を取り入れた施

設づくりや、平成17(2005)年から県民や地域、企業等を対象とした出前講座や研修会、啓発キ

ャンペーン等の普及活動を行っています。さらに、平成21(2009)年度からは、学校教育におい

て児童生徒を対象とした出前授業を行っており、毎年、多くの学校が授業の実施を希望してい

ます。 

 令和２(2020)年の鳥取県人権意識調査によると、ユニバーサルデザインについて｢内容・意味

についてよく知っている｣と答えた方は44.8％、｢言葉は聞いたことがあるが、内容、意味につ

いてはよく知らない｣と答えた方は27.7％であり、認知度は以前より高くなっていますが、ユニ

バーサルデザインの考え方を浸透させるために、より一層の取組が必要です。 

平成26(2014)年から、カラーユニバーサルデザイン※も積極的に進めているところですが、

県民にあまり知られていない現状があるため、研修会やセミナー等を開催するなど、広く県民

に普及啓発していく必要があります。また、不特定多数が使用する県内の公共施設や文化施設、

医療機関等に設置してある案内板等について、｢誰にとってもわかりやすい色づかいになって

いるか｣という視点を持って、改善及び整備を促していく必要があります。 
(※)カラーユニバーサルデザイン：多様な色覚に配慮して、できる限り全ての人に情報が正確に伝わるように 

配慮された色の使い方や文字の形等のデザイン。視力に問題はないが、赤と緑の色が見分けにくいなど、 
一般的な色覚者と色の見え方が異なる人は、我が国に男性の20人に１人、女性の500人に１人の割合でお 
り、社会全体では約320万人になると言われている。（出典）特定非営利活動法人カラーユニバーサルデ 
ザイン機構 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

 全ての人が等しく社会の一員として尊重されるべきであるというユニバーサルデザインの考

え方への理解が進むよう、人権を侵害される関係に置かれている当事者の話を傾聴したり、学

習集団の中にある困り感の克服を共に考えたりするなど、様々な人の立場に立つことによって

普遍性に近づいていくことを重視した教育の取組を充実させることが重要です。 

 

①学校教育 

幼児期から発達段階に応じて、切れ目なく｢心のバリアフリー｣の教育と「ユニバーサルデ

ザインの考え方」を理解する教育を展開することが大切です。その際には、共生社会の実現

に向けて、社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという｢障がいの社会モデル｣と、「ユ

ニバーサルデザインの考え方」を踏まえ、多様性を理解し、差別や排除の行動を行わず、お

互いの良さを認め合い協働していく力を養うことが重要です。特に、障がいのある人との触

れ合い等の体験活動を通じて、子どもたちは知的理解だけでなく、感性としても｢心のバリア

フリー｣を身に付けること、また、身の回りにあるものを「ユニバーサルデザインの考え方に

基づく誰もが使いやすいものか」という視点で検証することも重要です。 
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②社会教育 

共生社会の実現に向けて、生活のあらゆる場面で、障がいのある人もない人もお互いに｢心

のバリアフリー｣を体現していくことが大切です。そのためには、障がいのある人が生活する

地域において、共に暮らす人々とのつながりを通じた、切れ目のないかつ持続可能な取組が

必要です。地域における取組の実施に当たっては、障がいのある人自身や障がい者団体が主

体的に関わることが期待されます。 

 

第２節 各人権問題に関わる教育の推進について 

 人権教育の概念及び手法を踏まえ、様々な人権問題の解決に取り組むことを人権教育の重要

な課題とし、ここに各人権問題に関わる教育の推進指針を示します。 

個別的な人権問題に関わる教育を推進するに当たっては、当該分野の関連法規等に表れた考

え方を正しく理解するとともに、その人権問題に関わる被差別当事者への理解を深めることが

重要です。児童生徒等、保護者、地域住民等の中に、その人権問題の被差別当事者が含まれて

いるという前提に常に立ち、無責任な言動によって新たな偏見や差別を生み出したり、知識不

足や思い込みによる無自覚な言動によって他者を傷つけたりすることのないように留意しなけ

ればなりません。また、個別的な人権問題について具体的な問題を扱う際は、学校や地域の課

題等、学習者の興味・関心を活かし、主体的に考えることができるようにすることで、教育効

果を高めることが期待されます。 

なお、人権教育の活動の中には、お互いに自分について語り合う活動も含め、児童生徒等の

プライバシーに関わる内容を扱うこととなるものが少なくありません。さらに、人権学習の一

環として、例えば地域社会における体験活動等に取り組むことで、個人情報に接する度合いも

増すことになります。そのため、個人情報等の取扱いについて慎重な配慮を行う必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】マイクロアグレッション 

｢マイクロアグレッション(無意識に相手を傷つける日常的言動)｣は、｢アンコンシャスバ

イアス(無意識の偏見や思い込み)｣により、言った本人に差別や排除の自覚がないことも多

く、日常のコミュニケーションの中で起こりやすいために見過ごされがちですが、受け手に

は重大な悪影響を及ぼす差別の一種であると指摘されています。 

 

『マイクロアグレッションというのは、ありふれた日常の中にある、ちょっとした言葉や

行動や状況であり、意図の有無にかかわらず、特定の人種や集団を標的とし、人種、ジェン

ダー、性的指向、宗教を軽視したり侮辱したりするような、敵意ある否定的な表現のことで

ある(Sue,Capodilupo,et al.,2007)。加害者はたいてい、自分が相手を貶めるようなやりと

りをしてしまったことに気づいていない。』 

(出典)デラルド・ウィン・スー『日常生活に埋め込まれたマイクロアグレッション』明石書店 2020 p34 
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１ 同和問題(部落差別) 

(１)現状と課題 

 同和教育は、1950年代に学校教育の中で、｢今日も机にあの子がいない｣という言葉に象徴さ

れる部落差別を背景とする子どもたちの長期欠席・不就学をいかに解消するかを出発点として

取り組まれてきました。その間、子どもたちの進路を保障するために、教科書無償給与制度の

実現や公正な採用選考のための統一応募用紙の作成、身元調査や就職差別をなくすための取組、

戸籍の公開制限等同和地区の子どもたちだけでなく、人権上の配慮や支援が必要とされる子ど

もたちの教育と就職の機会を拡大し、全ての子どもの教育を受ける権利の確立を求めてきまし

た。 

 国では、昭和40(1965)年の｢同和対策審議会答申(同対審答申)｣を受けて、昭和44(1969)年に

｢同和対策事業特別措置法｣が制定され、以後法改正等を経ながら、33年間、生活環境の改善、

産業の振興、職業の安定、教育の充実、各種啓発・相談体制の強化、社会福祉の増進等の施策

が推進されました。 

しかし、依然として差別がある実態から、平成28(2016)年に｢部落差別の解消の推進に関する

法律｣が施行されました。この法律では、｢現在もなお部落差別が存在する｣と明記され、｢部落

差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題｣であるとした

上で、地方公共団体は、その地域の実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に応ずるための

体制の充実を図り、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとす

ると示されています。 

この法律の第６条に基づき実施された調査では、国民の意識として｢部落差別に関する国民

の正しい理解は進んでいると認められる｣としつつ、心理面における偏見、差別意識は依然とし

て残っていることやインターネット上で部落差別に関する誤った情報や偏見・差別をあおる情

報に接することにより、差別意識を植え付けられる可能性があることが指摘されています。結

婚・就職における差別、差別落書きや差別発言、戸籍等の不正取得※1、土地差別、インターネ

ットを悪用した誹謗中傷や同和地区に関する識別情報の提示等の差別事象も依然として発生す

るなど、偏見や差別は根強く存在しています。 

県内の状況として、平成17(2005)年に本県が実施した｢同和地区実態把握等調査｣※2によれば、

同和地区と同和地区外の人との結婚は、婚姻率は高まってきてはいるものの、そこに差別が内

在していたり、結婚後も家族や親戚との付き合いができないでいたりするなどの状況が見受け

られました。また、中学校卒業者の進学率については、ほぼ県平均と同様の水準でしたが、高

等学校卒業者の進学率については、格差が縮小してきたものの、依然として県平均より低い水

準でした。 

就職における差別については、高校卒業時の公正採用選考に向けた学校、企業、行政が協力

した取組が定着し、現場の実例に即した指導・啓発等により具体的な改善が図られてきました

が、就職時の面接におけるプライバシーの侵害や差別につながるおそれのある違反質問等は後

を絶ちません。さらに、高校卒業時に比べて、専門・専修学校や大学等の卒業時における公正

採用選考のシステムは十分ではありません。 

学校においては、同和問題に関する差別事象が依然として発生しています。地域や企業にお

いても、差別落書きや差別発言等が起こっています。中には、他の差別問題に関わる内容を併

記した差別落書きもあります。また、身元調査・聞き合わせ等は多くの場合、重大な人権侵害

であり差別行為になりますが、未だに後を絶ちません。 

そして、従来の識字問題に加え、今日のデジタル社会において、情報格差という問題もより

顕著になってきました。 

 こうした課題に対して、本県では、教育・啓発の推進、隣保館における相談機能等の充実、

就職の機会均等の確保及び公正な採用選考による雇用の促進、モニタリングの実施等の差別事
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象への対応といった取組を進めています。 

 鳥取県教育委員会では、昭和40(1965)年の｢同和対策審議会答申｣を受け、昭和50(1975)年に

｢鳥取県同和教育基本方針｣※3並びに｢同和教育推進の指針｣を定め、教育を受ける権利をはじめ

とする人権の保障と人権意識を育む同和教育を推進してきました。これらの取組の中で、同和

地区児童生徒等においては、保護者や地域の関係者の理解と協力を得ながら、地区進出学習会

や家庭での話合い等を通して、身近な人の被差別体験や先人の生き方等に学び、自らと部落差

別との関わりを考え続けました。その中で、自信や誇りを持つとともに、主体的に部落差別を

解消しようとするようになってきました。一方、同和地区外児童生徒等においても、自らと部

落差別との関わりを考える中で、一人一人が部落差別をなくすことを自分の問題として捉える

ようになってきました。このように、全ての児童生徒等に対し、｢人権尊重の社会づくりの担い

手｣としての社会的立場の自覚を深める取組を進めてきました。 

市町村においても推進体制の整備が図られ、同和地区における識字学級や青年学級、女性(婦

人)学級、高齢者学級等、住民主体の学習活動を通じて、解放への自覚が育ってきました。また、

あらゆる地域や職場、ＰＴＡ等の各種団体でも同和教育に取り組み、｢差別をしてはいけない｣

という意識にとどまらず、一人一人の生き方を見つめ直し、人間としてのより豊かな生き方を

しようとする人の輪が広がってきました。さらに、差別の現実に学ぶ中から、行政施策の在り

方が問われ、部落差別の実態と被差別当事者の視点とニーズに合った同和対策諸事業の推進が

求められました。そこで、同和問題の基本認識と人権意識を培う行政職員の研修等にも取り組

んできました。 

 このように同和教育は、同和問題の解決を基本課題としながら、全ての偏見や差別を積極的

に解消する人間を育成し、全ての人の権利回復とエンパワメント、そして自己実現を図る取組

へと発展してきました。また、同和教育の推進をめざす取組が大きな原動力となって、｢人権教

育のための国連10年｣の取組の推進や、｢人権教育及び人権啓発の推進に関する法律｣の制定を

実現するなど、日本における人権教育の土台を築いてきたといえます。 

(※1)戸籍等の不正取得：第三者に戸籍や住民票の写しを交付した場合に、市町村が本人にその事実を知らせ 

る｢本人通知制度｣が、平成25(2013)年８月１日をもって鳥取県全市町村で導入済み。 

(※2)同和地区実態把握等調査：これ以後、同調査は実施していない。 

(※3)鳥取県同和教育基本方針：平成７(1995)年に一部改正し、部落差別をはじめ全ての偏見や差別をなくす 

教育へ発展。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

 ｢同和対策審議会答申｣は、｢同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程において形成された

身分階層構造に基づく差別により、日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の

状態におかれ、現代社会においても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代

社会の原理として何人にも保障されている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、

もっとも深刻にして重大な社会問題である｣とし、さらに、｢市民的権利と自由のうち、職業選

択の自由、すなわち就職の機会均等が完全に保障されていないことが特に重大である｣と述べ

ています。 

 しかし、長年にわたる関係者の努力にもかかわらず、現在なお完全には実質的な権利回復に

至っていません。被差別当事者の職業選択の自由、教育の機会均等が保障される権利、居住お

よび移転の自由、結婚の自由等が実質的にも完全に保障され、自己実現が図れる社会の実現に

向けて努力することが大切です。 

鳥取県人権意識調査(令和２(2020)年５月)の結果では、｢同和問題をはじめて知ったきっか

け｣について、｢学校の授業で教わった｣と答えた割合が47.5％、｢父母や家族から聞いた｣が

20.5％で、｢同和問題(部落差別)を知らない｣と答えた割合は2.4％となっています。一方、内閣
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府の｢人権擁護に関する世論調査｣(平成29(2017)年度)では、｢学校の授業で教わった｣が22.9％、

｢家族から聞いた｣が19.6％、｢同和問題を知らない｣が17.7％となっており、同和問題の解決に

おいて学校教育の影響が大きいと考えられます。 

［第三次とりまとめ］は、｢同和問題の解消を図るための人権教育・啓発については、これま

での同和教育・啓発活動の中で積み上げられてきた成果とこれまでの手法への評価を踏まえ、

同和問題を重要な人権問題の一つと捉えつつ、全ての人の基本的人権を尊重していくための人

権教育・啓発として発展的に再構築する｣としています。 

  

①学校教育 

ア 同和問題の認識及び人権意識を育む学習の充実 

児童生徒等が同和問題に関する知的理解を深めるとともに人権感覚を磨き、自他の人権を

守ろうとする意識を育成できる学習とすることが大切です。そのためには、児童生徒等の実

態を適切に把握し、発達段階を踏まえながら、学習の内容や指導方法の工夫改善、及び児童

生徒等の仲間づくりに引き続き取り組むことが必要です。特に、児童生徒等が具体的な問題

を学習しながら、自分自身や周りの人たちとの関係を振り返り、様々にある差別が自分たち

の生活にどのように影響しているのかを考えるとともに、差別のない人間関係をつくり上げ

る教育実践を積み重ねていくことが大切です。 

 

イ 同和地区児童生徒等への支援 

  同和地区児童生徒等の進路保障のためには、就学前からの一人一人の状況に応じた取組が

重要になります。児童生徒等の実態に応じた授業改善の取組とともに、就学前からの読み聞

かせや学習習慣の定着等、子どもの発達段階に応じた適切な学力向上のための取組が大切で

す。また、鳥取県進学奨励資金制度の成果を基に平成14(2002)年に一般施策として新設され

た鳥取県育英奨学資金制度の効果的な活用を図ることも大切です。 

  今後も保護者や地域の関係者の理解と協力を得ながら、身近な人の被差別体験や先人の生

き方に学び、自らと部落差別との関わりを考え続けながら、主体的に部落差別を解消しよう

とする意欲や態度を育てることが大切です。 

 

②社会教育 

  地域等においては、市町村人権教育推進協議会等が主催する小地域懇談会や公民館等での

同和問題に関する講座、ＰＴＡ等各団体が主催する各種研修会や職場での研修会等を通じて、

参加者一人一人が同和問題の解決を自らの課題として認識するよう取組の充実を図ることが

重要です。 

  そのために、身近な問題を取り上げるなど創意工夫し、差別の現実から深く学ぶことを通

して、同和問題に関する知的理解を深めるとともに、人権感覚を磨き、自他の人権を守ろう

とする意識を育成できるような活動にすることが必要です。また、一回完結型の研修だけで

なく継続的な研修により、参加者の課題意識に即し、問題の解決につながる具体的な方策等

を考える研修内容にすることが大切です。そして、学習が知的理解だけに終わることなく、

具体的な実践につながることが重要です。 
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２ 男女共同参画に関する人権 

(１)現状と課題 

男女共同参画については、全ての国民は法の下に平等であるとした日本国憲法と国際的な動

向を勘案しつつ法整備が進められてきました。 

国連では、性差別撤廃を世界規模で取り組むために、昭和54(1979)年に｢女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に関する条約(女子差別撤廃条約)｣を採択しました。同条約では、女性が政

治活動をする権利、女性とその子が国籍を取得し維持する権利、男女同一の教育課程、試験を

受ける権利、労働する権利、職業訓練を受ける権利、男女ともに家庭責任と職業上の責務及び

社会的活動への参加とを両立させることを可能にする権利、金融上の信用についての権利、婚

姻における姓を選ぶ権利等、多岐にわたって具体的に述べられています。 
 

【女子差別撤廃条約採択後の経過】 

平成５(1993)年 世界人権会議｢ウィーン宣言及び行動計画｣採択：女性に対する暴力の根絶をう 

たうとともに、女性の権利もまた普遍的で不可欠なものであり、そこには政治 

的、市民的、経済的、社会的、文化的等のあらゆる権利を含むことが確認され 

た。 

平成６(1994)年 国際人口開発会議：健康と性と生殖に関する問題を当事者が責任を持って自己 

決定できる権利であるリプロダクティブ・ヘルス/ライツ(性と生殖に関する健 

康と権利)がとり上げられた。 

平成７(1995)年 第４回世界女性会議｢北京宣言及び行動綱領｣採択：実質的な男女平等の推進、

あらゆる分野への女性の全面的参加等が掲げられた。 

平成17(2005)年 第49回国連婦人の地位委員会(通称｢北京＋10｣)：｢北京宣言及び行動綱領｣の完

全実施に向けた一層の取組を求めた。 

平成27(2015)年 第59回国連婦人の地位委員会(通称｢北京＋20｣)：｢北京宣言及び行動綱領｣実施

の進捗が遅く、不均衡であることを憂慮し、更なる具体的な行動を取ることを

表明した。 
 

我が国では、昭和55(1980)年に署名した女子差別撤廃条約の批准に向け、国内法制等諸条件

の整備の一環として、雇用の分野における男女の均等な機会と待遇を確保するための法的整備

を行うこととなり、昭和60(1985)年の勤労婦人福祉法の一部改正により、「男女雇用機会均等

法(雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する

法律)」が成立しました。 

そして、同年の｢女子差別撤廃条約｣の批准によって法や制度の整備が大きく進展し、平成

11(1999)年には｢男女共同参画社会基本法｣を公布し、性別に関わりなくその個性と能力を十分

に発揮できる社会の実現は｢21世紀の我が国社会を決定する最重要課題｣であるとして５つの基

本理念※1とともに国・地方公共団体・国民の責務を明確に定めました。同法に基づき策定され

た｢男女共同参画基本計画｣※2は、障がいがあること、日本で働き生活する外国人であること、

同和問題等に加え、女性であることで更に複合的に困難な状況に置かれている場合があり、様々

な困難な状況に置かれている人々が安心して暮らせる環境整備を進める必要があるとしていま

す。また、配偶者等からの暴力等の急増から、平成12(2000)年に｢ストーカー行為等の規制等に

関する法律(ストーカー規制法)｣、平成13(2001)年に｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律(ＤＶ防止法)｣が施行され、今日まで改正を経ながら取組が進められていま

す。さらに平成27(2015)年には、女性の採用・登用・能力開発のための事業主行動計画の策定

を地方公共団体や民間事業主に義務付ける｢女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

(女性活躍推進法)｣、平成30(2018)年には、政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的
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に推進するため、｢政治分野における男女共同参画の推進に関する法律｣が施行され、女性の活

躍に向けた取組が進められています。 

しかし、世界経済フォーラム(ＷＥＦ)が各国の男女格差の現状を評価した｢Global Gender 

Gap Report2022｣(世界男女格差報告書)では、日本のジェンダー・ギャップ指数は 146 カ国中

116 位で、主要７カ国(Ｇ７)で最下位でした。日本は、経済、政治、教育、健康の４分野の中で

教育は１位でしたが、政治と経済の値は低く、特に深刻なのが政治で、139 位でした。 

本県では、男女共同参画社会の実現をめざし、平成 12(2000)年｢鳥取県男女共同参画推進条

例｣を制定し、条例に基づく｢鳥取県男女共同参画計画｣を、平成 13(2001)年、平成 24(2012)年、

平成 28(2016)年と累次にわたり策定し、令和３(2021)年には、鳥取県がめざす男女共同参画社

会は、性別にとらわれることなく、性の多様性を前提にしたものという理念が広く理解される

よう、第５次となる計画の名称を｢鳥取県 性にかかわりなく誰もが共同参画できる社会づくり

計画｣に変更し、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進しています。また、男女共同参画

社会の実現をめざす拠点施設として、平成 13(2001)年に鳥取県男女共同参画センター(よりん

彩)を設置し、男女共同参画に関する普及啓発、情報収集・提供、相談、活動支援等の事業を実

施してきました。 

 ｢鳥取県男女共同参画意識調査｣(令和元(2019)年７月)(以下｢意識調査｣という。)によると、

｢男女の地位の平等感｣について｢社会通念・習慣｣、｢家庭生活｣、｢職場｣等、様々な分野で｢男性

優遇｣と感じる人が依然として多く、男性より女性の方が不平等感をより強く感じています。ま

た、｢男性は外で働き、女性は家庭を守る｣という考え方について｢賛成(｢どちらかといえば賛

成｣を含む)と回答した人が約４割、｢反対(｢どちらかといえば反対｣を含む)と回答した人が約

５割となり、｢男性は仕事、女性は家庭｣といった固定的な性別役割分担意識は少しずつ解消さ

れつつありますが、根強く残っているといえます。 

 働く場においては、意識調査によると、男女共同参画社会の実現のために県が力を入れるべ

きこととして、｢就労における男女の機会均等や働きやすい環境整備を進める企業の取組支援｣

や｢子育て中や介護中であっても仕事が続けられるための支援｣との回答が多くなっていること

から、性別にかかわらず仕事と家庭を両立できる職場環境の整備や性別による不利益な取扱い

を受けることなく、個性と能力を生かして働くことができる職場環境づくりを進めていくこと

が必要です。また、｢鳥取県職場環境等実態調査｣(平成 30(2018)年８月)によると、セクシュア

ル・ハラスメント※3 が｢あった｣又は｢あったと思う｣と回答した女性が約 20％、マタニティ・ハ

ラスメントが｢あった｣又は｢あったと思う｣と回答した女性が約５％いたことから、女性が安心

して働くことを妨げるセクシュアル・ハラスメントや妊娠・出産を理由とする不利益な取扱い

を受けるマタニティ・ハラスメント等の解消が依然として課題となっています。 

 配偶者等からの暴力(ＤＶ)防止については、平成 16(2004)年に、全国に先駆けて｢鳥取県配

偶者等からの暴力防止及び被害者支援計画｣を策定して以来、啓発はもとより、国の制度以上に

被害者支援を推進しています。意識調査によると、女性のおよそ 30 人に１人、男性のおよそ 60

人に１人が、この５年の間にＤＶ被害を受けたことがあると答えています。また、交際相手か

ら振るわれる暴力(デートＤＶ)も問題化しており、若者を中心とした予防教育・啓発も重要な

課題となっています。 

 性暴力は、加害者との面識がある場合が非常に多く、世間体を気にするなど、相談等支援に

つなげられない被害者が多くいます。意識調査によると、全体の約５％が性暴力被害を受けた

と回答しており、その半数がどこにも相談していません。性暴力被害にあった方が質の高い支

援を受けられるためには、支援に関わる機関・団体が、支援を行う段階で被害者に二次被害を

与えてしまうことがないように、関係機関の性暴力被害者に対する理解を深めていくことが大
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切です。 

 男女間の暴力等は、性別による固定的な役割分担、経済力の格差や心理的な支配等、男女が

置かれている状況が背景にあり、個人の尊厳を傷つける重大な人権侵害であるという認識を更

に広く浸透させ、あらゆる場面で暴力のない社会づくりを進めることが必要です。 

学校においては、男女共同参画の視点に立った教育課程、学校運営、行事の企画運営の見直

しや点検に取り組まれています。さらに、令和４(2022)年に改訂された「生徒指導提要」には、

生命(いのち)の安全教育、性的被害者への対応の項目が新たに追加されました。児童生徒等が

生命(いのち)を大切し、性犯罪・性暴力の加害者にも、被害者にも、傍観者にもさせないよう、

「生命(いのち)の安全教育」を推進することが求められています。 

意識調査によると、学校教育の分野において男女の地位が平等であると答えた人は、女性の

46.4％、男性の 59.4％であり、他の分野に比べて突出して高くなっています。しかし、学校で

もセクシュアル・ハラスメントが発生したり、｢女子はこうあるべき｣、｢男子はこうあるべき｣

という固定的な性別役割分担意識が存在したりしています。また、児童生徒等の発育・発達の

早期化、児童生徒等を取り巻く社会環境の変化(性情報の氾濫)等から、性意識の変化や性行動

の多様化も進んでいます。その結果、交際相手からの暴力(デートＤＶ)等の問題や性被害を含

めた性に関する問題行動が生じており、児童生徒等に対する予防教育も重要な課題となってい

ます。 

(※1)５つの基本理念：｢男女の人権の尊重｣｢社会における制度又は慣行についての配慮｣｢政策等の立案及び 

決定への共同参画｣｢家庭生活における活動と他の活動の両立｣｢国際的協調｣ 

(※2)男女共同参画基本計画：｢男女共同参画基本法｣に基づき、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 

の総合的かつ計画的な推進を図るために政府が定める計画。平成12(2000)年12月の第１次基本計画決定 

以降、５年ごとに見直され、現在の第５次基本計画ではあらゆる分野における女性の活躍、安心・安全 

な暮らしの実現、男女共同参画社会実現に向けた基盤の整備等の視点が改めて強調されている。 

(※3)セクシュアル・ハラスメント：「職場」において行われる、「労働者」の意に反する「性的な言動」に 

対する労働者の対応によりその労働者が労働条件について不利益を受けたり、「性的な言動」により就 

業環境が害されたりすることです。職場におけるセクシュアル・ハラスメントには、同性に対するもの 

も含まれる。また、被害を受ける者の性的指向や性自認にかかわらず、「性的な言動」であれば、セク 

シュアル・ハラスメントに該当する。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

固定的な性別役割分担意識や性差に関するアンコンシャス・バイアスが、過去の経験や周り

の環境などから、自分自身では気付かないうちに形成され、男女共同参画社会の実現の障壁と

なっています。性差別意識の解消に向けて、社会に存在するこれらの意識等の解消が必要なこ

とを理解した上で、性別にかかわらず自分や他者、一人一人を尊重する態度を身に付け、真に

差別のない人権が尊重される社会づくりの在り方を考えていくことが大切です。 

［第三次とりまとめ］は、男女の取扱い等について、男女共同参画社会基本法第３条に基づ

く｢男女共同参画基本計画｣の記述を念頭に置きつつ的確に対応する必要があるとしています。 

 

①学校教育 

ア 男女共同参画の視点に立った教育の推進 

教育活動全体を通じて、誰もが性別にとらわれることなく多様な生き方が選択でき、一人

一人の個性と能力を伸ばし、自他の尊重と自立の意識を育むことが必要です。また、全ての

人が、生き方、能力、適性を考え、固定的な性別役割分担意識にとらわれず、主体的に進路

を選択する能力・態度を身に付けられるよう、男女共同参画の視点に立ったライフプランニ

ング※支援やキャリア教育を含む取組を推進するとともに、エンパワメントを促進し、きめ

細やかな支援を行うことが大切です。さらに、固定的な性別役割分担を前提に学校運営が行
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われることがないよう留意し、その考え方がＰＴＡ活動等の地域活動にも浸透するように努

めることが大切です。あわせて、テレビ、インターネット、ゲーム等のメディアに描かれて

いる情報を、男女共同参画の視点から主体的・批判的に読み解く能力を高めることも大切で

す。 

  そして、誰もが性暴力、セクシュアル・ハラスメント、ＤＶ、デートＤＶ等の人権侵害の

加害者、被害者、傍観者にならないために学校教育が大きな役割を果たしていくことが重要

との認識に立ち、それらの根底にある誤った認識や行動、それらが及ぼす影響等を正しく理

解した上で、発達段階に応じて、生命(いのち)を大切にする考えや、自分や他者、一人一人

を尊重する態度等を身に付ける教育を推進することが大切です。 

(※)ライフプランニング：若者が自らの進路を選択する際に就職のみならず結婚、出産、育児等のライフイ 

ベントを踏まえた生活の在り方も視野に入れて、総合的に考えること。 

 

イ 児童生徒等への支援 

  性暴力、セクシュアル・ハラスメント、ＤＶ、デートＤＶ等の人権侵害を児童生徒等が正

しく認識し、人権侵害が起きた場合は自己防衛できるように積極的に支援することが大切で

す。そのためにも、これら人権侵害に対する学校の相談体制を確立し、被害を受けた児童生

徒等のプライバシーを保護した上で、性暴力被害者支援センターとっとり(クローバーとっ

とり)などの専門機関と連携して問題を解決していく取組が大切です。さらに、本人の意思を

尊重しながら、継続した心のケアを行うなど安心して学習に取り組めるための支援も不可欠

です。あわせて、加害者にも必要な支援を行うとともに、予防のための取組を進めることも

重要です。 

 

②社会教育 

我が国の男女共同参画の現状は、ジェンダー・ギャップ指数が146か国中116位(令和４

(2022)年の調査結果)であることに表れているように、諸外国に比べて立ち遅れています。男

女共同参画社会の実現には、社会教育において、長い年月をかけて人々の意識の中に形成さ

れてきた固定的な性別役割分担意識を見直し、人権尊重を基盤とした男女平等観の形成を図

り、男女共同参画についての理解の深化を促進する取組の充実が求められており、家庭・職

場・地域を通じた生涯学習の推進が必要です。また、女性の社会参画の割合が低い、ＤＶ被

害に占める女性の割合が高いなどの、女性の人権に関する現状を改めるには、性に関わらず

全ての人のエンパワメントを実現し、様々にある偏見や差別が社会にどのように影響してい

るかを的確にとらえ、差別や人権侵害を解消していけるよう、社会全体で取り組むことが大

切です。 

そのためには、女性自身の権利意識を育む学習や、男性自身が家事、育児、介護への参画

の在り方を考える学習、メディア等の中にある性差別の情報を批判的に読み解く学習を充実

させることが必要です。あわせて、具体的な行動を支援するネットワークづくり等、男女共

同参画社会の実現に向け、社会全体でどのように取り組むかを考えることが大切です。 
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３ 障がいのある人の人権 

(１)現状と課題 

障がいのある人の人権については、昭和56(1981)年の｢国際障害者年｣で｢完全参加と平等｣が

広く世界に訴えられ、昭和58(1983)年からの｢国連・障害者の10年｣で様々な施策が進められま

した。これらの取組の中でノーマライゼーションの考え方や障がいのある人の人権を保障する

ことの必要性が広く認識されるようになってきています。 

そして、平成20(2008)年には、障がいのある人の権利及び尊厳を保護し、促進するための包

括的かつ総合的な国際条約である｢障害者の権利に関する条約｣が発効され、我が国は、平成

26(2014)年に批准しました。この条約では、障がいに基づくあらゆる差別を禁止しています。

ここで言う｢差別｣には、障がい者であることを理由とする直接的な差別だけでなく、障がいの

ある人の権利の確保のために必要である適当な調整等を行わないという｢合理的配慮の否定｣も

含まれるということが、明確に示されています。また、この条約は、障がいのある人が障がい

のない人と平等に、住みたい場所に住み、受けたい教育を受け、地域社会におけるサービスを

利用できるよう、障がいのある人の自立した生活と地域社会への包容について定めています。 

国内では、同条約の締結に先立ち、国内法の整備をはじめとする諸改革を進めるべきとの障

がい当事者等の意見も踏まえ、平成21(2009)年に内閣総理大臣を本部長とする｢障がい者制度

改革推進本部｣を設置し、集中的に国内法制度改革を進めていくことになりました。 

こうした中、平成23(2011)年には同条約の理念を踏まえた｢障害者基本法｣が改正、｢障害者総

合支援法｣が成立し、平成24(2012)年には｢障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律｣が施行され、国や地方公共団体、障がい者福祉施設従事者及び使用者等に障がい

者虐待の防止等のための責務を課すとともに、虐待を受けたと思われる障がい者を発見した者

に対する通報義務が課されました。 

平成25(2013)年には｢障害者基本法｣の差別の禁止の基本原則を具体化する｢障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する法律(障害者差別解消法)｣が制定され、①障がいを理由とする差

別的取扱いの禁止、②障がいのある人に対する｢合理的配慮｣の不提供の禁止、③国・地方公共

団体における差別の解消につながるような啓発の実施等を定めています。これらを踏まえ、同

年に新たに策定された｢障害者基本計画(第３次)｣において、｢障害者施策は、全ての国民が、障

害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されると

いう理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人

格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指して講じられる必要がある｣という考

え方が基本理念として盛り込まれています。その後、｢障害者雇用促進法｣の改正等、国内法の

整備を始めとする様々な取組が進められ、平成26(2014)年１月に同条約を批准しました。 

障がいのある人に対する障壁(バリア)には、段差やトイレ、交通機関等における物理的な障

壁、入学や就職、資格試験等の制限による制度的な障壁、点字や手話サービスの欠如等による

文化・情報面の障壁、障がいの発生原因や障がいについての理解不足等からくる偏見による意

識上の障壁があります。そして、これらにより、障がいのある人に様々な不利益や不便が生じ

ています。このうち、物理的障壁や文化・情報面の障壁については、バリアフリー化への取組

やユニバーサルデザインの推進等を通じて徐々に解消されてきています。令和４(2022)年５月

には、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律(障害

者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法)」が施行されました。しかし、精神

障がいの場合のように、障がいに対する偏見や無理解に基づく言動が社会復帰を妨げるなど、

意識上の障壁には依然厳しいものがあります。このため、障がいや障がいのある人に対する正

しい認識や理解を深める学習を充実させ、心のバリアフリーを推進することが大切です。また、
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障がいのある人の雇用の場を拡大していくためにも、事業主の理解・啓発や一般就労はもとよ

り、在宅就労等の多様な就労形態を充実することが必要です。 

教育と医療の連携については、令和３(2021)年９月に｢医療的ケア児※及びその家族に対する

支援に関する法律｣が施行され、地域の小・中学校等に在籍する医療的ケア児の増加が予想され

ることから、医療的ケアやそれに類する配慮が必要な児童生徒等への支援が求められるように

なっています。 

 本県においては、｢障害者差別解消法｣に先行し、障がいの有無に関わらず、誰もが暮らしや

すい社会の構築をめざして｢あいサポート運動｣を平成21(2009)年に開始し、その取組は徐々に

他の地方公共団体にも広がりを見せており、全国にあいサポーター約62万人(令和５(2023)年

１月末現在)、また、あいサポート企業・団体数も2,522団体(令和５(2023)年１月末現在)と増

えています。こうした草の根的な活動を継続していく必要があります。 

平成25(2013)年に全国で初となる｢手話言語条例｣を制定しました。条例制定により、手話や

ろう者に対する県民への関心が高まり、障がいのある人からは｢手話が認められ、ろう者が認め

られた｣という自信が生まれました。また、条例制定を契機に始めた｢全国高校生手話パフォー

マンス甲子園｣は、全国の多くの高校生が参加し、各地域で手話言語を学ぶ機会が創出され、新

たなつながりが生まれるきっかけとなっています。こうした取組は、その他多くの障がいや障

がいのある人に対する県民意識の向上に繋がるものと認識しています。 

障がいのある人の雇用状況については、鳥取労働局による｢令和２年障害者の雇用状況｣集計

結果によると、令和２(2020)年６月１日現在、鳥取県(知事部局・病院局・県教育委員会・県警

察本部)の法定雇用(2.2％)は達成していますが、民間で法定雇用を達成している企業は、63.0％

となっています。達成企業割合は前年度より4.4％増加していますが、令和３(2021)年３月に法

定雇用率が2.3％に引き上げられたこともあり、未達成企業へのさらなる働きかけが必要です。

また、令和元(2019)年度に実施した鳥取県障がい者雇用実態調査では、職場定着の促進のため、

職場での障がい特性への理解促進や業務内容等の十分な調整などが必要であることが明らかに

なりました。障がい者の法定雇用達成の有無にかかわらず全ての企業において、職場環境の整

備に向けた取組が必要です。 

一方、県内の障がい者数は増加傾向で、かつ高齢化が進んでおり、今後も同様の傾向にある

と見込まれています。その中でも、精神障がい者数については、大きく増加しており、今後も

通院患者を中心に大幅に増加することが見込まれています。また、毎年９月に実施している｢発

達障がいと診断された児童生徒等の在籍者数調査｣によれば、県内の発達障がいの診断を受け

ている児童生徒等の人数も継続的に増加しており、全ての教職員の理解と専門性を向上させて

いく必要があります。 

鳥取県人権意識調査(令和２(2020)年５月)によると、｢障がいのある人が困難を経験するの

は、周りの環境や制度などが障がいのない人(多数派)に合わせて作られているからだ｣との問

いに対し｢そう思う｣｢どちらかといえばそう思う｣が73.0％、｢そう思わない｣｢どちらかといえ

ばそう思わない｣は16.7％でした。また、学校において、障がいのある児童生徒等を短く表現す

る差別的な発言等が依然として発生しています。令和４(2022)年に改訂された「生徒指導提要」

には、発達障がいに関する理解と対応の項目が新たに追加され、配慮や支援の具体的な事例等

も初めて盛り込まれました。このような実態も踏まえながら、障がいや障がいのある人への理

解と共生に関する教育を、学校の教育活動全体を通じて進めていくことが求められています。 
（※）医療的ケア児：医学の進歩を背景として、NICU（新生児特定集中治療室）等に長期入院した後、引き続 

き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアが日常的に必要な児童生徒等。 
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(２)権利の保障と人権教育の推進 

 障がいや障がいのある人への偏見や差別が残されてきた要因としては、障がいや障がいのあ

る人に対する正しい認識や理解を深め、共に社会をつくっていると実感できる学習や啓発が不

十分であること等があげられます。 

 障がいや障がいのある人に対する偏見や差別を解消するためには、｢障害者差別解消法｣等の

理解を深めるとともに、｢障がい｣は個人の心身機能の障がいと社会的障壁の相互作用によって

創り出されているものであり、社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという｢障がいの

社会モデル｣に基づいて、共に解決していこうとする態度を育成することが大切です。 

 [第三次とりまとめ]は、障がいのある子どもとの交流教育をはじめ、教育活動全体を通じて、

障がいのある人に対する理解、社会的支援や介護・福祉等の課題に関する理解を深める教育を

推進していくことが大切であるとしています。 

 

①学校教育 

ア 障がいや障がいのある人への理解と共生に関する教育の推進 

  障がいの種類や程度に応じた適切な対応や共生社会の在り方について理解を深めることが

必要です。そのためには、障がいのある児童生徒等と障がいのない児童生徒等とが、共に学

んだり交流したりする中で、障がいの種類や程度によって、障壁に様々な違いがあることを

体験的に学ぶ中で具体的に理解することが大切です。そのことを通して、どこに人権侵害が

あるのかを正しく認識するとともに、その障壁を解消するために必要なことや自分にできる

ことを考え、行動につながるようにすることが大切です。また、特別支援学校や特別支援学

級をはじめ、障がいのある人や家族、支援者等との計画的・組織的な交流やふれあいを通し

て思いや願いを聞いたり、共に考えたりすることも大切です。 

そして、自分自身や周りの人たちとの関係を振り返り、様々にある偏見や差別が自分たち

の生活にどのように影響しているのかを考える教育実践を積み重ね、共に生きていこうとす

る態度を育てることが重要です。あわせて、保護者への啓発にも努めることが必要です。 

 

イ 特別支援教育の充実 

障がいのある児童生徒等の自己選択・自己決定を尊重しながら、共生社会の実現に向けて、

障がいの有無に関わらず同じ場で共に学ぶ仕組みであるインクルーシブ教育システムの構築

をめざし、特別支援教育を更に推進することが必要です。そのためには、特別支援学校、特

別支援学級及び通常の学級に在籍する児童生徒等一人一人の能力や可能性を最大限に伸ばし、

自立し社会参加することができるよう、必要な支援を行う環境を整え、指導の充実を図るこ

とが大切です。 

障がいのある児童生徒等に対しては、一人一人にその障がいの程度に応じた個別の教育支

援計画を保護者とともに作成することによって、障がいの種類、重度・重複化、多様化に対

応した適切な支援を行うとともに、支援が適切に引き継がれることが必要です。特別支援学

校は、教育環境の整備と医療・福祉・労働等関係部局や関係機関、大学やＮＰＯ等との一層

の連携を図り、地域における特別支援教育のセンター的機能を強化し学校間連携を推進する

ことが必要です。また、特別支援学級在籍の児童生徒等に加え、通常の学級に在籍するＬＤ

(学習障がい)、ＡＤＨＤ(注意欠陥多動性障がい)、広汎性発達障がい等の発達障がいのある

児童生徒等に対しても、教育的ニーズを的確に把握し、柔軟な教育的支援を実施するととも

に、早期から一貫した支援を行う仕組みを整備することが求められます。そして、これらの

支援に対し常に評価、見直しを行い、保護者との連携のもと、よりよい支援を図ることが大



- 37 - 

 

切です。 

このように、障がいのある児童生徒等へ適切な支援を行い、自己選択や自己決定の尊重に

よる自立した社会生活をめざすためには、全ての教職員の専門性の向上を図ること、管理職

が中心となり支援体制の整備を図ること、ＬＤ等専門員※1、特別支援教育コーディネーター
※2等校外の人材を有効に活用すること等が必要です。 

(※1)ＬＤ等専門員：ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒等及びその指導に携わる教員、保護者等 

を対象に相談活動を行う教員・事務局職員。 

(※2)特別支援教育コーディネーター：特別支援学校において、学校内の支援体制を整えるとともに、外部の 

教育・医療・福祉・労働等の関係機関との連絡調整及び保護者に対する学校の窓口の役割を担う中心的 

職員。 

 

②社会教育 

身近な生活の中で、障がいの有無にかかわらず、お互いの人格や個性が尊重され、共に認

め合いながら生活していくことが必要です。また、人は支え合い、補い合って社会を形成し

ており、全ての人が社会での役割を持ち、意味のある存在であることを認識し、豊かな心を

育み合うものとしての人間関係を築くことが大切です。そのためには、障がいのある人の立

場に立ったバリアフリーの考え方や合理的配慮等の具体的な取組、さらに、ユニバーサルデ

ザインの考え方に対する理解や普及等を促進する教育の取組の充実が必要です。また、｢あい

サポート運動｣に対する理解や普及等によって、障がいや障がいのある人に対する偏見や差

別を解消することが求められます。県民等への周知及び広報を更に進めることにより、県内

のあいサポーター、あいサポート企業・団体の更なる増加を図ることも大切です。 
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４ 子どもの人権 

(１)現状と課題 

 我が国は、平成６(1994)年に｢児童の権利に関する条約(子どもの権利条約)｣を批准しました。

この条約では、子どもは保護を受ける存在であるとともに、権利の主体としての存在であり、

大人と同じ社会の構成員として認めるなど子どもの権利保障を明らかにしています。この条約

には４つの原則※があり、それぞれが条文に書かれた権利であると同時に、条約で定められて

いるほかの権利を考えるときに、常に一緒に考えることが大切です。また、４つの原則の中の

一つに最善の利益の保障が掲げられています。これは、｢子どもの人権を保障することこそが、

将来への投資となり、人類の未来を保障することにつながる｣という歴史の中で培われた国際

的な考えに基づくものであり、子どもに関することが決められ、行われるときは、子どもの意

見を尊重しつつ、｢その子どもにとって最もよいことは何か｣という子どもの最善の利益を第一

に考えることが大切であるということです。 

 この条約で保障された子どもの権利は次の４つに分類できます。 
 

①生きる権 利 

(生存) 

・防げる病気等で命を奪われないこと 

・病気やけがをしたら治療を受けられること 等 

②育 つ 権 利 

(成長発達) 

・教育を受け、休んだり遊んだりできること 

・考えや信じることの自由が守られ、自分らしく育つことができること 等 

③守られる権利 

(保護) 

・あらゆる種類の虐待や搾取等から守られること 

・障がいのある子どもや少数民族の子ども等は特別に守られること 等 

④参加する権利 

(市民的自由及び参加) 

・自由に意見を表したり、集まってグループを作ったり自由な活動を行っ

たりできること 等 
 
(※)子どもの権利条約の４つの原則 

①命を守られ成長できること：全ての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長 

できるよう、医療、教育、生活への支援等を受けることが保障されます。(第６条) 

②子どもにとって最もよいこと：子どもに関することが決められ、行われる時は、｢その子どもにとっ 

て最もよいことは何か｣を第一に考えます。(第３条) 

③意見を表明し参加できること：子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、 

大人はその意見を子どもの発達に応じて十分に考慮します。(第12条) 

④差別のないこと：全ての子どもは、子ども自身や親の人種や国籍、性、意見、障がい、経済状況等ど 

んな理由でも差別されず、条約の定める全ての権利が保障されます。(第２条) 

 

 我が国では、子どもの人権尊重とその心身にわたる福祉の保障及び増進等に関して｢日本国

憲法｣をはじめ｢教育基本法｣や｢児童福祉法｣｢児童憲章｣等において、子どもは人として尊ばれ、

社会の一員として重んぜられ、よい環境の中で育てられなければならないとする児童の権利に

関する基本原理や理念が示されています。 

そして、子どもたちをめぐる様々な憂慮すべき状況を踏まえ、平成11(1999)年の｢児童買春、

児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律｣、平成12(2000)年の｢児童虐待

の防止等に関する法律(児童虐待防止法)｣、平成25(2013)年の｢いじめ防止対策推進法｣｢子ども

の貧困対策の推進に関する法律｣の制定等、子どもたちの人権侵害を防ぐための法律が制定さ

れています。 

しかし、令和元(2019)年に国連・子どもの権利委員会から４回目の勧告があり、差別の禁止、

子どもの意見の尊重、体罰の禁止、家庭環境を奪われた子ども等に関して緊急措置をとるべき

と指摘されました。そして、令和４(2022)年６月に、子どもの権利を包括的に保障する｢こども

基本法｣と、こども政策の調整機関である｢こども家庭庁設置法｣が可決、成立しました。 

近年、学校を取り巻く社会環境や児童生徒等の状況の変化に伴い、多くの学校で校則見直し
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の議論が進んでいます。令和３(2021)年６月に、文部科学省は、校則が子どもの実情や社会常

識等に合った内容になっているか絶えず見直すよう求める通知を出しました。通知では、校則

が｢学校が教育目的を達成するために必要かつ合理的な範囲内において定められるもの｣である

とした上で、｢一人一人の児童生徒に応じて適切な指導を行うとともに、児童生徒の内面的な自

覚を促し、校則を自分のものとしてとらえ、自主的に守るように指導を行っていくことが重要｣

だと指摘しています。 

 令和４(2022)年に生徒指導に関する手引書｢生徒指導提要｣が改訂されました。改訂により、

生徒指導の取組上の留意点の第一に｢児童生徒の権利の理解｣を置き、｢子どもの権利条約｣の原

則に基づき、子どもの最善の利益や自らの意見を表明する権利等を踏まえて指導にあたること

を求めています。その例として、校則の運用・見直しについては、ホームページ等で校則を公

開し、児童生徒や保護者と共通理解を図ることや、校則の見直しの過程に児童生徒自身が参画

することの意義等が盛り込まれています。 

 

①いじめ、暴力行為 

いじめによる自死事件をきっかけに、平成25(2013)年に策定された｢いじめ防止対策推進

法｣では、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため、①いじめは、い

じめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害するものであるという認識、②いじめ

の防止等のための対策の基本理念、③国・地方公共団体・学校の設置者・学校及び教職員・

保護者等の責務、④国・地方公共団体・学校におけるいじめの防止基本方針の策定等を示し

ています。これに基づき、鳥取県教育委員会では平成25(2013)年｢鳥取県いじめの防止等のた

めの基本的な方針｣を策定(平成29(2017)年)同方針改定)しました。また、県内全ての学校が、

組織的・計画的にいじめ問題に取り組むために｢学校いじめ防止基本方針｣を策定し、定期的

に見直し等を行っています。 

いじめは、｢児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍しているなど当該児童等と

一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為(インターネ

ットを通じて行われるものを含む。)であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛

を感じているもの｣(いじめ防止対策推進法)であり、最悪の場合、被害者が自死に至る事態を

招くこともあります。子どもの中には、間違っていると認識しながら加害者に加担している

子どもや傍観的立場の子どもが存在しており、これがいじめを支えていると考えられます。

また、児童生徒等の間や対教師の暴力行為等は低年齢化する傾向にあり、ストレス等により

自己コントロールが失われ、突然暴力を振るうこともあります。 

本県の1,000人あたりのいじめ認知件数は次に示したグラフのとおりですが、いじめの初

期段階のものやごく短期間に解消したものにつ 

いても積極的に認知し、解消を図るという姿勢 

が強まっています。 

近年、いじめ問題や不登校等、児童生徒等に 

係る諸問題が多様化・複雑化し、対応もより専 

門性を求められ、専門的見地から対応ができる 

スクールカウンセラー※1への相談ニーズが高ま 

っています。また、多様な家庭環境を背景とし 

て諸課題に直面している児童生徒等のサポート 

をするスクールソーシャルワーカー※2 の活動に 

より、学校と関係機関との連携体制が年々充実 

してきており、今後もさらなる体制の強化が必要です。 
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(出典)鳥取県いじめ・不登校総合対策センター 
｢令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒

指導上の諸課題に関する調査結果について｣ 
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(※1)スクールカウンセラー：児童生徒等の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有する者。学校の 

教育相談を充実させる。 

(※2)スクールソーシャルワーカー：教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や技術を有 

する者。問題を抱えた児童生徒等に対し、当該児童生徒等が置かれた環境へ働き掛けたり、関係機関等 

とのネットワークを活用したりするなど、多様な支援方法を用いて、課題解決への対応を図る。 

 

②体罰 

  学校教育法で体罰は明確に禁止されているにもかかわらず、未だに撲滅することができて

いません。児童生徒等への体罰は、教育上の指導とはまったく異なるものであり、いかなる

理由があっても絶対に許されない行為です。｢厳しい指導の延長として体罰も必要｣｢部活動

指導で気合いを入れる場合は許される｣等の誤った教育観・指導観は、厳に改めなければなり

ません。体罰は児童生徒等に対する人権侵害であるという認識を教職員(部活動の外部指導

者等も含める)が明確に持ち、児童生徒等の指導に当たることができるよう、具体の事例を想

定しながら研修を実施することが必要です。また、教職員の間にお互いに注意しにくい状況

や、連絡・相談がしにくい状況が起きていないか、児童生徒等に対する生活指導や部活動指

導等が組織的な指導体制になっておらず、個人での対応になっていないかを常に点検するな

ど、学校の体罰防止に向けた体制を強化し、学校をあげて取り組むことが必要です。 

 

③不登校 

 本県の100人あたりの不登校児童生徒出現率 

は上昇傾向にあり、今後も継続した支援と対策 

が必要な状況です。学校生活や家庭生活等、子 

どもたちが置かれている様々な状況によって学 

校に登校できなくなったり、教室に入れなくな 

ったりする児童生徒に対して、その要因や背景 

を探り、個々の状況に応じた教育を受ける権利 

をどのように保障していくのかが重要な課題と 

なっています。 

近年は、学びの機会を失っている不登校児童 

生徒を対象に、ＧＩＧＡスクール構想によって 

整備された学習者用情報端末（ＩＣＴ端末）等を活用した自宅学習支援を行い、学びの意欲

や自己肯定感を高め、社会的自立を促す取組を行っています。 

 

④児童虐待 

  子どもを権利の主体として尊重しない家庭や、 

保護者の義務である子どもの発達段階に応じた 

適切な子育てが行われない家庭が見られます。 

また、本県でも経済的困窮、ＤＶ等様々な社会 

的困難を背景として、子育てに悩みを抱える家 

庭が増加し、児童虐待※等の相談も依然として 

多く寄せられており、深刻かつ緊急を要する社 

会的な人権問題となっています。 

鳥取県人権意識調査(令和２(2020)年５月)に 

よると、｢保護者が子どものしつけのために、 

叩いたり怒鳴ったりすることは、ある程度は仕方がない｣について、｢そう思う(どちらかとい
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(出典)鳥取県いじめ・不登校総合対策センター 
｢令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指 
導上の諸課題に関する調査結果について｣ 

(出典)厚生労働省｢令和３年度児童虐待相談対応
件数｣ 
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えばそう思うを含む)｣と答えた人の割合は49.2％という結果でした。 

我が国においては、｢しつけのために子どもを叩くことはやむを得ない｣という意識が根強

く存在します。そうしたしつけの名の下に行われる体罰が、徐々にエスカレートし、深刻な

虐待を引き起こす事例も多く見受けられます。こうしたことを踏まえ、令和元(2019)年６月

に成立した児童福祉法等の改正法において、体罰が許されないものであることが法定化され

ました。法律の施行を踏まえ、子どもの権利が守られる体罰のない社会を実現していくため

には、一人一人が意識を変えていくとともに、子育て中の保護者に対する支援も含めて社会

全体で取り組んでいかなくてはなりません。 

(※)児童虐待の定義(｢児童虐待の防止等に関する法律｣第２条) 

・身体的虐待：児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

・性 的 虐 待：児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。 

・ネグレクト：児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以外の同居 

人による身体的虐待や性的虐待の放置、その他の保護者としての監護を著しく怠ること。 

・心理的虐待：児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における配偶者に 

対する暴力その他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

 

⑤児童買春、児童ポルノ、危険ドラッグ・薬物乱用等 

  地域社会では、急激な少子化の進行、核家族化の進展、家庭の地域での孤立化、地域社会

の子育て環境の未整備等により、子どもを巡る人間関係が希薄になってきている中で、少年

非行や児童買春、児童ポルノ、危険ドラッグ・薬物乱用等子どもの健全育成や健康・福祉を

害する犯罪が見受けられ、子どもの人権が保障されていない状況があります。 

  青少年の薬物乱用問題は、依然として我が国の社会問題の一つとなっており、近年は、若 

年層の大麻の乱用が全国的に拡大するなど、青少年、家族及び地域社会に対する正しい知識

の普及、乱用防止啓発の更なる強化が必要となっています。スマートフォン等の普及により、

ＳＮＳ等を利用した情報共有が容易になったことも、乱用薬物の不正な取引の多様化・巧妙

化につながっていると言われています。本県では｢鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例｣や

第２期｢鳥取県薬物濫用対策推進計画｣に基づき、関係機関が連携して総合的に薬物乱用防止

対策を推進しています。 

 

⑥ヤングケアラー 

近年、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負って、本来、大人が担うよう

な家族の介護(障がい・病気・精神疾患のある保護者や祖父母への介護等)や世話(年下のきょ

うだいの世話等)をすることで、自らの育ちや教育に影響を及ぼしている18歳未満の子ども、

いわゆる｢ヤングケアラー｣が社会問題として顕在化しています。そのため、ヤングケアラー

の早期発見と必要な支援につなげるために、関係機関・団体等がしっかりと連携して取組を

進めることが求められています。 

本県においては、｢令和３年度鳥取県青少年育成意識調査｣を活用して実施したヤングケア

ラーの実態調査から、ヤングケアラーに｢当てはまる｣と回答した比率は小学５年生で1.8%、

中学２年生で2.0%、高校２年生で3.2%という結果が明らかになり、課題解決へ向けて、鳥取

県ヤングケアラー対策会議を設置して検討を重ね、ヤングケアラーに対する支援体制の強化

を図っています。 

学校の教職員はヤングケアラーを発見しやすい立場にあるため、日頃からの子ども本人の

観察や、保護者が学校に関わる様々な機会において、教職員がヤングケアラーの特性を踏ま

えて子ども本人や保護者と接することで、家庭における子どもの状況に気づき、必要に応じ

てケース会議等を開催し関係者間で情報を共有するなどの取組や、学校が福祉等の関係機関
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や専門職員と連携を図ることにより、ヤングケアラーを早期発見し、支援につなげることが

重要です。 

なお、ケアをしている子どもの実態は様々であり、家族の状況を知られることを望まない

場合があることにも留意する必要があります。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

子どもを単に保護・指導の対象としてのみとらえるのではなく、基本的人権の享有主体とし

て最大限に尊重されるような社会の実現をめざし、学校教育及び社会教育を通じて、人権尊重

の意識を高める教育の一層の推進が必要です。学校教育においては、子どもが自他の権利を大

切にすることや社会の中で果たすべき義務や自己責任について理解すること、社会教育におい

ては、子どもの人権の重要性について正しい認識と理解を深めるため、学習の機会の充実が求

められています。 

[第三次とりまとめ]は、人権尊重の意識を高める教育の一層の推進に努めるとともに、児童

生徒等の人権に十分配慮し、一人一人を大切にした教育指導や学校運営が行われるように努め

るとしています。 

 

①学校教育 

ア 子どもの人権に関する学習 

  子ども自身が自分の持っている権利について正しく理解し、自他の権利の大切さを認めな

がら、子どもの権利条約等で示されているような｢権利の主体｣意識を育てる学習をカリキュ

ラムの中に位置づける必要があります。そして、自分の人権を守り、他者の人権を守るため

の実践行動につなげるために、自他の人権を擁護し人権侵害を予防したり解決したりするた

めに必要な実践的知識や、相手の意見を受け止めながら自分の思いをきちんと伝えるコミュ

ニケーション技能、自他の価値を尊重しようとする態度等を育成することが大切です。また、

自他の権利を大切にするとともに社会の中で果たすべき義務や自己責任について考え、自分

たちは保護者や地域の人々等様々な人々に支えられていて、多くの愛情を受け自分たちの生

活が守られていることを理解できる学習とするため、コミュニティ・スクールや地域学校協

働活動等をはじめとする地域住民が参画した取組をより一層推進することが大切です。 

 

イ 子どものエンパワメントの向上 

子どもの能力を可能な限り最大限まで発達させるために、一人一人に応じた学習指導や参

加型学習等を通して自ら学び自ら考える力を育成し、個性や能力を磨き自己実現できるよう

にすることが大切です。また、児童生徒等が自分たちにとって身近な社会的ルールである校

則の見直し等に参画するなど、身近な課題を自ら解決する体験を通して、自らが権利を持つ

主体であるという意識を育てることにつなげることも大切です。 

そして、子どもたちが自立し、自分らしい生き方を実現するために、｢ふるさとキャリア教

育｣の充実を図り、職場体験、体験入学、地域貢献活動等の活動を通して、子どもが自分の適

性や興味・関心に応じて進路を主体的に選択し、自己実現に向けて力が発揮できるようにす

る必要があります。 

 

ウ 相談支援体制及び人権侵害があった場合の子どもへの支援の充実 

  いじめ、不登校、児童虐待、ヤングケアラー等の子どもをめぐる問題の要因や背景は、学

校、家庭環境、児童生徒等の課題等が複雑に絡み合っている場合が多いため、スクールカウ
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ンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家や関係機関と連携した組織的な対応や支

援にあたることが大切です。 

  いじめや暴力行為、児童虐待等の人権侵害が明らかになった場合は、まず、被害者の不安

を解消するために緊急な対応が必要です。そして、加害者も含めた当事者に対する個別具体

的で丁寧な関わりが大切となってきます。とりわけ｢いじめ防止対策推進法｣が、保護者・地

域住民・児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめ防止等の取組を

進めることを学校の責務と定めていることを踏まえ、学校と家庭や地域が一体となって取組

を進めることが大切です。 

 

②社会教育 

ア 子どもの人権についての学習 

  子どもが保護の対象だけでなく、権利の主体者として尊重されるよう、子どもの人権の重

要性について正しい認識と理解を一層深めるため、公民館等における各種学級・講座等によ

る学習の機会の充実に努める必要があります。その際、地域の子どもの人権侵害の現実、｢子

どもの権利条約｣｢児童虐待の防止等に関する法律｣｢いじめ防止対策推進法｣等の趣旨や歴史

的経緯を踏まえ具体的に学習を行うことが大切です。 

  とりわけ、｢いじめ防止対策推進法｣が、①子どもがいじめを行うことのないよう必要な指

導を行うこと、②子どもがいじめを受けた場合には適切に保護すること、③学校が講ずるい

じめの防止等のための措置に協力するよう努めることを保護者の責務と定めていることを踏

まえ、保護者に対する家庭教育についての学習機会や情報の提供、子育てに関する相談体制

の整備等、家庭教育を支援する取組の充実も大切となります。 

 

イ 地域の子どもへの支援 

  子ども会活動やＰＴＡ活動等を通して、子どもの社会性や豊かな人間性を育む観点から、

地域の教育力(人材・風土・文化)を活用しながら、自然体験や社会体験を推進し、子ども同

士や子どもと大人との関係をさらに広げて、地域ぐるみで子どもの豊かな人間関係づくりを

進めていくことが大切です。そのためにも、子どもたちの安全・安心な活動拠点(居場所)づ

くりや、保護者が安心して子育てできる環境づくりを進めることが大切です。また、｢人権尊

重の社会づくり相談ネットワーク｣等による相談体制を充実させ、関係機関と連携したり、い

じめや不登校等の悩みや問題を抱える子どもたちのための地域ぐるみの支援体制を整備した

りして、地域ぐるみでいじめに向かわない子どもづくりに取り組むことが重要です。 
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５ 高齢者の人権 

(１)現状と課題  

我が国は、生活水準の向上や医療技術の進歩等により平均寿命が著しく延び、世界でも有数

の長寿国となっています。令和２(2020)年４月現在の高齢化率(総人口に占める 65 歳以上高齢

者の割合)は 28.3％となっており、本県では 65 歳以上の高齢者数は約 17 万 7千人、高齢化率は

32.1％であり、今後、令和 27(2045)年には高齢化率が約 39％まで上昇すると見込まれ、県民５

人に２人は高齢者になると予測されます。それに伴い、高齢者の単身・夫婦世帯が増加し、要

介護認定者数も増加していくと思われます。また、県内には令和２(2020)年４月現在、約２万

２千人の認知症の方がおられ、今後も高齢化の進展に伴い増加する見込みです。 

平成 12(2000)年、介護ニーズの急速な増大、核家族化の進展等による家族の介護機能の低下

といった社会状況を背景に、高齢者の介護を社会全体で支える介護保険制度について定めた｢介

護保険法｣が施行され、今日まで改正を経ながら取組が進められています。また、高齢者の介護

を行っている家族や介護施設の従事者等による介護放棄、身体的・心理的・経済的な虐待、さ

らに、身体拘束が高齢者の人権に関わる深刻な問題として表面化しています。高齢者虐待につ

いて、高齢者の尊厳の保持のため高齢者に対する虐待を防止することは極めて重要であるとい

う観点から、平成 18(2006)年、｢高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律(高齢者虐待防止法)｣が施行され、早期発見、早期対応に向けた取組が行われているととも

に、毎年、同法に基づく対応状況等に関する調査が実施され、結果が公表されるなど、高齢者

の人権を守る取組が進められています。 

県内の高齢者の虐待については、令和２(2020)年度、県内の養介護施設従事者等による虐待

として事実確認された事例が４件、養護者による虐待と判断された事例が 61 件で約９割が同

居の養護者による虐待でした(息子 44.6%、夫 18.5%、娘 16.9%)。高齢者が生きがいを持ちなが

ら、安心して暮らすことができる、また、地域の重要な一員として尊重される社会の実現が求

められます。 

本県では、これらの課題に対して、教育・啓発の推進、相談支援体制の充実、社会参加・健

康づくりの推進、福祉サービスの質の向上、暮らしやすいまちづくりの推進、認知症関連施策

の充実や認知症サポーターの養成、高齢者虐待防止対策等の充実といった取組が行われていま

す。令和３(2021)年に、｢鳥取県高齢者の元気と福祉のプラン(第８期鳥取県老人福祉計画及び

鳥取県介護保険事業支援計画)｣を策定し、住み慣れた地域で高齢者一人一人が自分らしく暮ら

し続けられる地域づくりを進めていくため、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活支援

が包括的に確保される｢地域包括ケアシステム｣を地域の実状に応じて深化・推進し、認知症の

人を地域ぐるみで支えていく仕組みづくりや｢とっとり方式認知症予防プログラム｣の普及を進

めています。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進  

高齢者の多くは、元気で自立した生活を送っていますが、地域社会の重要な一員として積極

的に役割を果たし、生涯を健康で生きがいを持ちながら暮らしていくことができる地域づくり

が求められています。 

平成３(1991)年の国連総会で高齢者の人権を保障するための｢高齢者のための国連原則(５つ

の原則＝自立、参加、ケア、自己実現、尊厳)｣が採択されました。この原則は、平成 11(1999)

年の｢国際高齢者年｣や平成 14(2002)年の｢高齢者問題世界会議｣等、その後の国際的な取組の基

本原則となっており、我が国においてもこの原則を踏まえた国際交流の取組等が推進されてき

ました。 
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[第三次とりまとめ]は、｢高齢者の人権について、国民の認識と理解を深めていくことが求め

られている｣としています。 

 

①学校教育 

  高齢者の人権を学習する際には、｢高齢者のための国連原則｣を踏まえて学習することが大

切です。高齢者を取り巻く様々な社会保障制度の理解と併せてユニバーサルデザインや合理

的配慮等の考え方を学習に取り入れていくことが必要です。また、高齢者の人権侵害の実態

を知り、その解決に向けた取組への理解を深める必要があります。 

そして、高齢者の持つ豊かな知識や経験を児童生徒等との交流学習や地域での活動の中で

生かしていくことが大切です。また、高齢者の思いや願いを受け止め、生きがいや生きてい

る喜び、命の尊厳が実感できる環境づくりが大切です。 

 

②社会教育 

ア 高齢者の人権に関する教育の充実 

高齢者の人権を学習する際には、｢高齢者のための国連原則｣を踏まえながら高齢者を取り

巻く現行の様々な社会保障制度の理解と併せてユニバーサルデザインや合理的配慮等の考え

方を学習に取り入れていくことが必要です。また、高齢者虐待等、高齢者の人権侵害の実態

を知り、その解決に向けた取組への理解を深める必要があります。 

学習においては、当事者の思いや願いを受け止めることが大切であり、高齢者の介護に関

する具体的な事例を取り上げたり、ロールプレイや高齢者疑似体験を行ったりすることが効

果的です。また、高齢者との交流を進めていくことや認知症サポーターの養成に向けた取組

も高齢者への理解を深める上では大切です。 

 

イ 高齢者の学習活動の充実 

高齢者自身の自立支援や高齢者の自己決定、自己実現が図られるために、高齢者の持つ豊

かな知識や経験を地域全体で生かしたり、高齢者が、各人の健康や能力に応じ、地域の中で

ボランティア、就業、あるいは起業といった社会参画をしたりして、その能力を生かすこと

ができる環境づくりが求められます。 

高齢者の持つ人生経験と学習内容を発展的につなぎ、より高い能力の獲得と自己実現を図

ることのできる学習機会の提供をそれぞれの地域で積極的に行うことが必要です。 
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６ 外国人の人権 

(１)現状と課題  

県内に在住する外国人は、約５千人(令和２(2020)年 12 月現在)であり、県人口の 0.9％にあ

たります。国籍(地域)別には、ベトナム、中国、韓国・朝鮮、フィリピン等、約 70 の国や地域

の方々が在住されています。 

近年、在住外国人の総数は増加傾向にあり、これは東南アジア諸国から受け入れている｢技能

実習生｣の増加に起因しています。加えて、｢永住者｣、｢留学生｣といった 1980 年代以降に来日

された方々(ニューカマー)が増加傾向の一方、過去の我が国による植民地支配等様々な歴史的

経緯により定住されるようになった方々とその子孫(オールドカマー)は減少傾向となっていま

す。 

このような中、様々にある偏見や差別により、外国人※自身が本名ではなく通称名を用いる

状況や自分のルーツを否定的に捉える状況、文化や学校制度の違い、日本語の習得と母語の保

持(習得)との間での葛藤等から、日常生活や学校生活に対して不安や悩みを抱えている状況等

があります。地域社会において、外国人に対して、言語をはじめ文化や宗教、習慣等の違いに

よる入居・入店拒否、就労の妨げ、差別的言動(ヘイトスピーチ)の問題等、様々な問題が存在

しています。また、国連の児童の権利委員会は、平成 31(2019)年の政府報告に関する総括所見

の中で、高等学校等就学支援金制度を朝鮮学校にも適用しやすくするために基準を見直すこと

及び大学入学試験へのアクセスが差別的でないことを確保することを求めています。 

平成 28(2016)年には、特定の民族や国籍の人々を排斥するヘイトスピーチが、人々に不安感

や嫌悪感を与えるだけでなく、人としての尊厳を傷つけ、差別意識を生じさせることになりか

ねないとして、｢本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する

法律(ヘイトスピーチ解消法)｣が施行されました。 

国際的な視点に立った人権尊重社会をつくるため、県や市町村、(公財)鳥取県国際交流財団

では、地域の国際理解を推進するための講座等を開催するとともに、外国人が安心して暮らし

ていけるよう、日本語クラスの運営や外国人総合相談窓口の設置、専門通訳ボランティアを派

遣するなどのコミュニケーション支援、多文化共生サポーターによる行政機関や関連団体との

橋渡し、ＷＥＢサイト・ＳＮＳにおける多言語及びやさしい日本語での情報発信等に取り組ん

でいます。また、一部の職種を除く県職員並びに教員の採用についての国籍条項の撤廃等に取

り組んできました。 

 鳥取県教育委員会では、国際(理解)教育の一環として、環日本海諸国をはじめ様々な国々と

の学校間交流やスポーツ交流等の国際交流事業を推進してきました。また、日本語の理解に不

安がある外国人保護者等に学校生活の状況を案内するための10言語版の｢学校生活ガイドブッ

ク(小・中学校編)｣の作成、日本語指導が必要な高校生への指導に係る加配措置等を行ってきま

した。 

 
(※)外国人：外国人の人権をめぐる問題は、国籍に起因するものだけではなく、外国にルーツを持つ人をめぐ 

る問題として考える必要があるため、本方針における｢外国人｣には、｢現在は日本国籍を有しているが外 

国にルーツを持つ人｣も含むものとしている。 

【近年の出入国管理法等の改正による主な在留資格等に関する変更】 

平成 21(2009)年改正 新たな在留管理制度の導入(在留カード・特別永住者証明書の交付)、 

          在留資格｢技能実習｣の創設等 

平成 26(2014)年改正 在留資格｢高度専門職｣の創設等 

平成 28(2016)年改正 在留資格｢介護｣の創設等 

平成 30(2018)年改正 在留資格｢特定技能１号｣｢特定技能２号｣の創設等 
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(２)権利の保障と人権教育の推進  

 平成８(1996)年に｢あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約(人種差別撤廃条約)｣が国内

において発効し、あらゆる形態の人種差別を撤廃する政策及びあらゆる人種間の理解を促進す

る政策を全ての適当な方法により遅滞なくとることが求められています。 

外国人参政権については、平成７(1995)年の最高裁判決において、一定の外国人に地方選挙

権を付与することに関し立法裁量を認める判断が示され、その後も、国会や地方議会において

様々な議論がされています。この問題については、国際社会の動向等も参考にしながら、多角

的に議論をすることが求められています。 

［第三次とりまとめ］は、｢外国人に対する偏見や差別意識を解消し、外国人の持つ文化や多

様性を受け入れ、国際的視野に立って一人一人の人権を尊重していく観点からの取組が求めら

れる｣としています。 

 

①学校教育 

ア 国際(理解)教育の推進 

  外国人の人権に関する問題を学習する際には、人権尊重を基盤としながら異なる文化、言

語、宗教、習慣等における多様性を認め、他者を尊重し、偏見や差別の解消に取り組む意欲

や態度を身に付けられるよう、学習を推進することが大切です。異なる文化等を持つ人との

交流を活発に行うなど、国際社会の一員としての責任を自覚できるようにすることが重要で

す。また、参政権に関する学習においては、単に知識を習得させることにとどまらず、選挙

権を持たない外国人等も含めた多様性社会に主体的に参画しようとするなどの資質・能力を

身に付けさせることが求められます。 

 

イ 外国人の児童生徒等およびその保護者への支援 

  一人一人の外国人の児童生徒等の学力や日本語能力の実態に応じたきめ細かな学習指導や

日本語指導が大切です。また、教育関連情報をできる限り多言語で提供するとともに、母国

の文化や言語を学習する機会を保障するなど、個々の児童生徒等の実態に応じたきめ細かな

支援を行い、切れ目のない継続的な支援を行うために、校種間で連携することも必要です。 

 

②社会教育 

  外国人の人権に関する学習課題として、地域住民の中には外国人の置かれている現状を知

らない方がいるということがあります。言語をはじめ文化、言語、宗教、習慣等の違いによ

る入居・入店拒否、就労の妨げ等、地域社会にある課題について小地域懇談会等を通じて具

体的に学習することが重要です。外国人に関する様々な問題は、当事者の日常生活に大きな

影響を及ぼします。そのため、外国人が地域で暮らす同じ住民であるという意識を高め、共

生社会の実現に向けた行動化を促すような学習をしていくことが大切です。そのためには、

異なる文化を持つ人が相互に交流を行うなど、外国の文化、言語、宗教、習慣等についての

理解を深められるよう工夫することが大切です。あわせて、外国人が安心して生活･滞在でき

るよう、日本語習得の機会を提供したり、教育関連情報をできる限り多言語で発信したりす

るなど配慮に努めることが大切です。 
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７ 感染症等病気にかかわる人の人権 

(１)現状と課題  

 子どもたちの中には、アトピー性皮膚炎で悩んでいたり、表面的にはわからなくても内臓疾

患やてんかんや食物アレルギーがあったりするなど、病気にかかっている子どもがいます。学

校では、こうした病気にかかっている子どもに対して、プール入水時や給食時の配慮、補充学

習等、子どもたちの教育を受ける権利の保障や自己実現を図るために、様々な支援体制を整え

てきました。 

インフルエンザ等の感染症については、健康教育の中で、健康な生活を営むため、病気の予

防という観点で、正しい知識と対処の仕方について学習しています。また、社会問題として、

公害病等を引き起こした事例についても、原因やその人権問題の学習がなされてきました。 

一方で、教育現場の中には、教職員自身の病気に対する十分な認識がないことによる子ども

やその家族への不十分な対応や支援、子ども同士での言葉を使っての仲間はずし等の状況があ

ります。 

 過去にハンセン病、ＨＩＶ感染症等の患者等に対するいわれのない偏見や差別が存在したと

いう事実を重く受け止め、これを教訓としてきたにも関わらず、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大により不当な偏見や差別、いじめ等様々な人権問題が発生しました。 

 ここでは、広く病気にかかわる人※1を対象としますが、ハンセン病、ＨＩＶ感染症・エイズ
※2、難病及び新型コロナウイルス感染症に重点を置きながら記述を進めていくこととします。 

(※1)病気にかかわる人：｢病気の患者・感染者・回復者及びその家族｣のほか、医療・保健関係職員等病気に 

かかわる業務に従事している人をいう。 

(※2)ＨＩＶ感染症・エイズ：後天性免疫不全症候群をエイズ、ＨＩＶ(ヒト免疫不全ウイルス)に感染してい 

るが後天性免疫不全症候群を発症していない状態をＨＩＶ感染症という。 

 

①ハンセン病 

ハンセン病については、我が国ではその認識の誤りが明らかになってからも、国策により

隔離政策が継続され、ハンセン病患者の社会復帰を阻んできた歴史的背景から、現状として、

社会的には未だに根強いハンセン病への偏見や差別が存在しています。教育現場の中でも児

童通学拒否事件(黒髪校事件)※や不正確で社会不安を誘発する教科書記述の問題等、ハンセ

ン病やハンセン病患者・回復者及びその家族に対する偏見や差別が助長されてきました。 

平成８(1996)年に｢らい予防法｣が廃止され、平成21(2009)年には｢ハンセン病問題の解決

の促進に関する法律｣が施行、さらに、令和元(2019)年には｢ハンセン病元患者家族に対する

補償金の支給等に関する法律｣が施行され、ハンセン病回復者の名誉回復と福祉の増進が図

られています。 

本県では、平成13(2001)年のらい予防法違憲国家賠償訴訟判決を契機に、知事が｢無らい県

運動｣を積極的に推進した県の責任について公式に謝罪しました。そして、療養所への訪問、

講演、啓発資料刊行、児童生徒を対象とした学習会等、ハンセン病患者・回復者及びその家

族に対する偏見や差別の解消及び名誉の回復等に向け取り組んでいます。また、鳥取県教育

委員会でも平成13(2001)年に人権教育副読本を刊行するなど各学校での取組を支援してきて

おり、ハンセン病にかかわる人の人権についての学習が展開されています。 

(※)児童通学拒否事件(黒髪校事件)：ハンセン病療養所に入所させられた親を持つ児童の地元小学校への 

通学が拒まれた事件。 

 

②ＨＩＶ感染症・エイズ 

国内のＨＩＶ感染者・エイズ患者数は依然として増加傾向にあります。 

ＨＩＶ感染症・エイズは、正しい知識と通常の生活行動で感染防止が可能な疾患であり、
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医学の進歩により、感染しても早期発見及び早期治療により変わらない日常生活を営むこと

ができるようになりつつあります。 

しかし、エイズ患者が初めて日本で確認された昭和60(1985)年当時、病気に対する情報不

足や誤った認識から、ＨＩＶ感染者・エイズ患者に対して偏見や差別が生まれ、依然として

根強いものがあります。 

本県では、相談・検査体制を充実させることで感染の未然防止、感染者・患者の早期発見

及び早期治療を図るとともに、ＨＩＶ感染症・エイズについての正しい知識の普及啓発に取

り組んでいます。 

鳥取県教育委員会では、平成６(1994)年作成の｢性教育・エイズ教育指導の手引｣、現在は

｢鳥取県 性に関する指導の手引き｣(平成28(2016)年3月)を作成し、教育活動全体を通じてＨ

ＩＶ感染症・エイズに対する正しい理解とＨＩＶ感染者・エイズ患者に対する偏見や差別の

解消をめざした取組を進めています。 

 

③難病 

難病は、原因不明で治療法も未確立であり、経過が慢性的で、その治療が非常に長期にわ

たることから、難病患者は日常生活を送る上で、経済的負担だけでなく介護等の多くの負担

を抱えており、難病患者及びその家族に大きな身体的・精神的負担が生じています。また、

難病患者であっても十分に働くことができる人も少なくありませんが、病気の知識・理解の

不足によって思うように就労できない場合もあります。 

平成27(2015)年に、難病患者の社会参加の機会が確保されること及び地域社会において尊

厳を保持しつつ他の人々と共生することを妨げられないことを基本理念とする｢難病の患者

に対する医療等に関する法律｣が施行され、難病に関する正しい知識の普及・相談体制の充実

等が図られています。 

本県では、病院間の連携を図って重症難病患者の医療・療養環境の整備を行うことを目的

として、鳥取大学医学部附属病院に設置された鳥取県難病医療連絡協議会と鳥取県難病相談・

支援センター、さらに、各保健所の協力体制を強化するとともに、難病患者及びその家族に

対し、難病支援に関する情報提供を行っています。また、日常生活に著しい支障がある在宅

難病患者に対し、保健師による訪問相談、専門医師等医療スタッフによる訪問指導、診療等

適切な療養の提供に努めています。そして、ホームヘルプサービス、医療機関への一時的な

入所、日常生活用具の給付等、地域における難病患者の日常生活を支援し、自立と社会参加

を促しています。 

 

④新型コロナウイルス感染症 

  令和２(2020)年、新型コロナウイルス感染症による様々な人権問題が発生し、｢新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法｣が改正されるなど、患者、医療従事者並びにその家族等の人権が

尊重され、差別的取扱い等を受けることのないようにするための施策が講じられてきました。 

本県では、時限条例の｢鳥取県新型コロナウイルス感染拡大防止のためのクラスター対策

等に関する条例｣により、新型コロナウイルス感染症に関することを理由とした差別行為の

禁止を規定し、令和３(2021)年４月に改正・施行した｢鳥取県人権尊重の社会づくり条例｣に

は新型コロナウイルス感染症に関する差別に限らず、全ての差別行為を禁止する規定を盛り

込みました。こうした取組の他、教育・啓発の推進、相談支援体制の充実、プライバシーに

配慮した医療環境の整備等の取組や支援が行われています。 
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(２)権利の保障と人権教育の推進 

 ＨＩＶ薬害訴訟※の和解、｢らい予防法｣の廃止を契機に、｢伝染病予防法｣が抜本的に見直さ

れる中、｢エイズ予防法｣｢性病予防法｣は統廃合され、平成11(1999)年｢感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律｣が施行され、平成18(2006)年の改正で、国や地方公共団体が

行う感染症予防・まん延防止の施策は、感染症患者等が置かれている状況を深く認識し、患者

等の人権を尊重しつつ推進されることが基本理念として明記されました。 

 医療現場においては、患者や家族が病気や治療方法等を正しく理解した上で、信頼関係に基

づき医療が提供されること(インフォームドコンセント)が非常に重要な原則となっています。

また、主治医以外の医師による助言(セカンドオピニオン)に関する情報提供を行うことも重要

です。さらに、プライバシーの保護及び個人情報の漏洩防止のため、行政、教育及び医療等の

関係機関の職員の意識の高揚と対応の徹底が求められています。 

 ［第三次とりまとめ］は、ハンセン病患者・回復者、ＨＩＶ感染者・エイズ患者等に対する

偏見や差別意識の解消に向けて取り組むこと、その際、保健体育担当教員や養護教諭との連携

を図ること、啓発資料を適切に活用することが重要であるとしています。 
(※)ＨＩＶ薬害訴訟：ＨＩＶの混入した血液製剤でＨＩＶに感染した血友病の患者等が国と製薬会社に賠償 

を求めた訴訟。 

 

①学校教育 

ア 病気にかかわる人の人権に関する教育の充実 

  病気についての理解を深め、患者・感染者・回復者及びその家族等、病気にかかわる人に

対する偏見や差別をなくすために、児童生徒等の発達段階を踏まえながら、性に関する教育

や健康教育等の充実を図ることが大切です。特に、ハンセン病、ＨＩＶ感染症・エイズ、難

病、新型コロナウイルス感染症の病気にかかわる人の人権については、地域の実態や児童生

徒等の発達段階に応じて、プライバシーの権利の保障に配慮しながら適切に学習を進めるこ

とが重要です。その際、患者・感染者等の権利回復の歴史に学ぶとともに、それぞれの病気

にかかわる人の思いや願いをしっかり受け止めていくことが大切です。 

 

イ 病気にかかっている子どもへの支援 

病気にかかっている子どもやその家族の不安や悩みを軽減できるよう、医療機関、関係団

体等と連携し、学校としての相談体制や自己実現に向けた支援体制を一層充実させる必要が

あります。長期入院している児童生徒等については、院内学級等により教育を受ける権利を

保障し、児童生徒等の自己実現を図り、自立して社会参加ができるよう必要な支援を行う環

境を整えるなどの配慮をしなければなりません。その際、家庭との連携を十分にとり、本人

及び家族の思いや希望を受け止めていくことが大切です。 

 

②社会教育 

 患者・感染者・回復者及びその家族等、病気にかかわる人のプライバシーの権利が保障さ

れて安定した日常生活を営むことができるよう、病気に対する理解を深めるとともに、病気

にかかわる人に対する偏見や差別をなくすための住民啓発・教育を適切に進める必要があり

ます。 

そのために、講演会、啓発パンフレットの配布等による正確で適切な情報を提供したり、

病気にかかわる人の思いや願いを聞く機会を提供したりするなどの取組が求められます。そ

して、その中で、病気にかかわる人に対しての自分自身の考え方や生活の在り方を振り返る

ことが大切です。 
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８ 刑を終えて出所した人の人権 

(１)現状と課題 

平成 20(2008)年、｢犯罪者予防更生法｣と｢執行猶予者保護観察法｣を整理・統合した｢更生保

護法｣が施行されました。これにより、国の責務として、保護観察官らの指導や監督の権限が強

化される一方で、住居、就業等生活環境の調整を行うなど受刑者等の円滑な社会復帰が図られ

てきました。 

本県においては、平成 28(2016)年に施行された｢再犯の防止等の推進に関する法律｣に定める

計画として、平成 30(2018)年に全国に先駆けて｢鳥取県再犯防止推進計画｣を策定しました。県

地域生活支援センターの設置・運営、支援団体への補助、社会を明るくする運動への参画等の

取組を行い、地域社会における偏見や差別意識の解消に向けた意識啓発を図るとともに、保護

司をはじめとする地域の人々の協力を得ながら、保護観察や生活環境調整等を実施してきまし

た。さらに、高齢又は障がいのため福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者について、退所

後直ちに福祉サービス等(障害者手帳の発給、社会福祉施設への入所等)につなげるための準備

を保護観察所と協働して進める地域生活定着支援センターを設置し、社会復帰の支援を推進し

ています。支援に当たっては、地方公共団体間や福祉関係機関との連携が必要です。 

一方、刑を終えて出所した人やその家族に対する根強い偏見や差別意識が存在しており、就

職や住居の確保が困難になったり、中には悪意のある噂が流布されたりする問題が起きるなど、

刑を終えて出所した人の社会復帰は極めて厳しい状況にあります。また、矯正施設(刑務所、少

年刑務所、少年院等)入所者の中には、高齢又は障がいにより自立した生活を送ることが困難で

あるにもかかわらず、必要とする福祉的支援を受けてきていなかった人が少なくなく、親族等

の受入先を確保できないまま矯正施設を退所する人も数多く存在しています。 

そのため、高齢者等の中には退所しても生活困窮や孤立によって再犯に繋がっている状況も

あり、再犯防止に向けた取組が必要となっています。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

刑を終えて出所した人の社会復帰に向け、保護観察所等の国の機関によるものをはじめ、保

護司や各種民間ボランティア、雇用の受け皿となる協力雇用主や更生保護施設等の民間協力者

によって様々な支援が行われています。 

刑を終えて出所した人の人権に関する学習を行う際には、様々にある偏見や差別が、刑を終

えて出所した人の人権に関する問題のとらえ方にどのように影響しているか振り返りながら、

差別のない真に人権が尊重される社会づくりの在り方を考えることが大切です。 

 

①学校教育 

  刑を終えて出所した人の人権に関する指導を行う際には、個人情報等の取扱いに十分配慮

する必要があります。教職員は、刑を終えて出所した人に関わる児童生徒等の実態を踏まえ、

その経験や思いを十分に受け止めながら、必要な支援を行っていくことが大切です。 

 

②社会教育 

刑を終えて出所した人が社会の一員として円滑な生活を営むことができるようにするため

には、地域社会にある偏見や差別意識の解消に向けた取組を進め、全ての人が社会での役割

を持ち、重要な意味ある存在として関わり合いを持ちながら生活していることを認識し、豊

かな人間関係を築くことが大切です。 
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９ 犯罪被害者等の人権 

(１)現状と課題 

刑法犯認知件数及び交通事故の発生件数は減少傾向にあるものの、県内に暮らす人が被害に

遭う事件・事故は多く発生しています。 

こうした事件・事故は、誰もが突然巻き込まれる可能性があるにもかかわらず、これまで、

犯罪被害者等※1に対する社会の理解は十分とは言えず、犯罪被害者等は犯罪等による身体的、

精神的、経済的な直接被害だけでなく、捜査・裁判の過程での精神的・時間的負担、周囲の人々

の噂や中傷、匿名性を利用したＳＮＳの書き込み、報道取材によるプライバシーや私生活の侵

害等、被害後に生じる副次的な被害(二次被害)にも苦しめられることがあります。 

平成 17(2005)年、｢犯罪被害者等基本法｣が施行されるとともに、｢犯罪被害者等基本計画｣が

策定されました(第４次計画：令和３(2021)～令和８(2026)年度)。これにより、①損害回復・

経済的支援等、②精神的・身体的被害の回復・防止、③刑事手続への関与拡充、④支援等のた

めの体制整備、⑤国民の理解の増進と配慮・協力の確保の５点を重点課題としながら、犯罪被

害者等のための施策が総合的に推進されてきました。 

 本県においても、平成 20(2008)年、｢鳥取県犯罪のないまちづくり推進条例｣を制定し、平成

21(2009)年には犯罪被害者等の具体的支援策を盛り込んだ｢鳥取県犯罪のないまちづくり推進

計画｣を策定し、犯罪被害者等のための施策を総合的に推進してきました(第５期：令和２(2020)

～令和５(2023)年度)。 

犯罪被害者等支援には、社会全体で認識を共有し、社会的に支援を受けられる環境整備が重

要であり、このためには犯罪被害者等支援の気運の醸成が不可欠です。とっとり被害者支援セ

ンター※2 の存在や地域における犯罪被害者等支援への理解を県民に広く浸透させていくため

には、広報、啓発等を一層継続していくことが必要です。 
(※1)犯罪被害者等：犯罪等により害を被った人及びその家族又は遺族。 

(※2)とっとり被害者支援センター：平成 20(2008)年に民間の被害者支援団体として設立され、平成 24(2012) 

年に公益社団法人として認定された。 

＜最近の相談受理件数＞ 平成 30(2018)年 95 件  令和元(2019)年 104 件 

令和２(2020)年 70件  令和３(2021)年 146件 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

犯罪被害者等への支援に当たっては、県や市町村、民間支援団体等が連携しながら、犯罪被

害者等の置かれた環境や心身の状況に精通した専門家(臨床心理士等)の確保及び紹介、支援制

度に関する情報提供、犯罪被害者等支援に携わる者への研修、犯罪被害者等問題に関する調査

研究等に取り組むことが大切です。また、犯罪被害者等の権利や尊厳が損なわれることなく、

適切な支援を受けられる環境が整っていることが重要であり、学校や地域社会における理解を

深めることが大切です。 

 

①学校教育 

  犯罪被害者等の人権に関する指導を行う際には、誰もが犯罪被害者等になる可能性がある

ことを認識し、自らの問題として考えると同時に、個人情報等の取扱いに十分配慮する必要

があります。教職員は、犯罪被害者等に関わる児童生徒等の実態を踏まえ、その経験や思い

を十分に受け止めながら、必要な支援を行っていくことが大切です。 

犯罪被害者等の人権について学習する際には、鳥取県警察及び公益社団法人とっとり被害

者支援センターが行っている｢命の大切さを学ぶ教室｣を活用するなど、犯罪被害者等の心情

や実情を学ぶことのできる機会の充実を図ることと併せ、刑事手続への参加の在り方、マス

メディアの取材や報道の在り方等に関わる内容を学習の中に適切に位置づけ、差別のない真

に人権が尊重される社会の実現につながる学びを重視した取組とすることが大切です。 
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②社会教育 

各種広報媒体を活用した啓発、犯罪被害者週間(毎年11月25日から12月１日まで)を中心と

した広報活動や講演会等を通して、社会全体で犯罪被害者等を支援していくという県民意識

の醸成を図ることで、差別のない真に人権が尊重される社会の実現につながる学びを重視し

た取組とすることが大切です。 
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10 性的マイノリティの人権 

(１)現状と課題 

性的マイノリティ(性的少数者：セクシャルマイノリティ)とは、自分の性別をどのように認

識するかという性自認(心の性)や恋愛感情等がどの性別に向かうかという性的指向※1 等に関し

て少数派である人たちを表す包括的な言葉で、ＬＧＢＴ※2 という言葉で表すこともあります。ま

た、性的指向(Sexual Orientation)と性自認(Gender Identity)のアルファベットの先頭の文

字を取って、ＳＯＧＩ(ソジ)、これに性表現(Gender Expression)と身体の性的特徴(Sex 

Characteristics)を加えてＳＯＧＩＥＳＣ(ソジースク)と表現することがあります。ＬＧＢＴ

という言葉は、性的マイノリティを特別な存在として印象づけてしまう可能性があるのに対し、

ＳＯＧＩ、ＳＯＧＩＥＳＣという言葉は、全ての人が持っているそれぞれの性的指向あるいは

性自認を意味し、全ての人がもつ人権であると言えます。 

平成 23(2011)年、国連人権理事会で｢性的指向及び性同一性に関する決議｣が採択され、この

問題に関する調査及びパネル・ディスカッション(討論)が実施されました。国連の政府間機関

がこの問題を正式に討論するのは、これが初めてのことで、国連がその後、性的指向や性同一

性を理由とする暴力と差別から人々を守るための取組を推進する上で重要な契機となりました。 

そして、平成 31(2019)年、世界保健機関(ＷＨＯ)の総会では、国際疾病分類を改訂すること

で合意し、性同一性障害※3 について、これまでの｢精神障害｣の分類から除外し、その名称は｢性

別不合｣に変更されました。(実行は令和４(2022)年から) 

国内においては、平成27(2015)年、渋谷区が同性カップルを｢結婚に相当する関係｣と認める

｢渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例(同性パートナーシップ条例)｣が制

定され、令和５年(2023)年１月現在、256の地方公共団体で導入されています。本県では、境港

市が、一人一人の人権を尊重し、多様性を認め合いながら、笑顔あふれる日本一住みたいまち

をめざすため、令和４(2022)年７月１日より「境港市パートナーシップ宣誓制度」の運用を開

始しました。 

平成24(2012)年に閣議決定された｢自殺総合対策大綱｣では、｢性的マイノリティ｣について言

及され、平成29(2017)年に行われた見直しでは、重点施策として｢自殺念慮の割合等が高いこと

が指摘されている性的マイノリティについて、無理解や偏見等がその背景にある社会的要因の

一つであると捉えて、理解促進の取組を推進する｣等の対策が挙げられました。また、平成

27(2015)年、文部科学省が｢性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等に

ついて｣通知を出し、学校における支援体制、医療機関との連携、学校生活の各場面での支援、

卒業証明書等への対応、保護者との関係、教育委員会等による支援等に係る配慮事項を示すと

ともに、学校における支援の事例を以下のように示しました。 
  

項 目 学校における支援の事例 

服装 ・自認する性別の制服・衣服や、体操着の着用を認める。 

髪型 ・標準より長い髪型を一定の範囲で認める(戸籍上男性)。 

更衣室 ・保健室・多目的トイレ等の利用を認める。 

トイレ ・職員トイレ・多目的トイレの利用を認める。 

呼称の工夫 
・校内文書(通知表を含む。)を児童生徒が希望する呼称で記す。 
・自認する性別として名簿上扱う。 

授業 ・体育又は保健体育において別メニューを設定する。 

水泳 
・上半身が隠れる水着の着用を認める(戸籍上男性)。 
・補習として別日に実施、又はレポート提出で代替する。 

運動部の活動 ・自認する性別に係る活動への参加を認める。 

修学旅行等 ・１人部屋の使用を認める。入浴時間をずらす。 
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そして、平成29(2017)年に｢いじめ防止対策推進法｣に基づく｢いじめの防止等のための基本

的な方針｣(文部科学省)が改定され、いじめが生まれる背景と指導上の注意の中で、｢性同一性

障害や性的指向・性自認に係る児童生徒に対するいじめを防止するため、性同一性障害や性的

指向・性自認について、教職員への正しい理解の促進や、学校として必要な対応について周知

する｣と明記されました。さらに、令和４(2022)年に改訂された「生徒指導提要」には、性的マ

イノリティに関する課題と対応の項目が新たに追加され、配慮や支援の具体的な事例等も初め

て盛り込まれました。 

本県では、人権に配慮することを目的に、各種申請の記載事項(性別、本籍、学歴等)及び添

付書類(住民票、戸籍謄本等)について見直しを行い、｢性別｣等についても不必要なものは記載

を求めない※4ようにしてきました。 

令和３(2021)年には、｢鳥取県人権尊重の社会づくり条例｣が一部改正され、性的指向、性自

認を理由とする差別その他の人権に関する問題への取組を推進すること及び差別行為を防止す

るため、必要な人権教育及び人権啓発を積極的に行うことが明記されました。また、市町村を

はじめとする様々な関係機関と連携・協力した当事者支援に関するネットワーク化、相談を受

ける相談員の人材育成、市町村、支援者等と連携・協力し、性的マイノリティの方はもちろん、

その家族や友人といった様々な人が気軽に利用できるコミュニティスペースづくりが県内３か

所(鳥取市・倉吉市・米子市)で進められています。 

鳥取県教育委員会は、多様な性のあり方についての理解を深めることを通して、お互いの個

性を尊重し、自分の大切さとともに他の人の大切さを認められる児童生徒等を育成するために、

令和２(2020)年に指導参考資料(教職員用)｢誰もが自分らしく輝くために～多様な性のあり方

と人権～｣を刊行し、令和４(2022)年３月に改訂しました。これを活用し、教職員研修の充実を

図るとともに、児童生徒等の多様性を踏まえた上で、各教科等の特質を踏まえつつ、教育活動

全体を通じて人権尊重の意識を高める教育の推進が行われています。 

性的指向や性自認に関する悩みは、多くの場合、思春期に認識すると言われていますが、学

校生活や社会生活では、社会の多数派(マジョリティ)とは異なる存在として、今なお無理解や

誤解による偏見や差別が存在しています。そのため、学校においては、性的マイノリティの児

童生徒等への支援、性の多様性を尊重する教育の推進、保護者や地域への多様な性のあり方に

関する情報提供が必要です。 

(※1)性的指向：sexual orientation の訳。客観的に方向性を表す｢指向｣を用い、好みを表す｢嗜好｣、意志を 

含めた｢志向｣と区別する。 

(※2)ＬＧＢＴ：Ｌはレズビアン(Lesbian 女性同性愛者)、Ｇはゲイ(Gay 男性同性愛者)、Ｂはバイセクシュ 

アル(Bisexual 両性愛者)、Ｔはトランスジェンダー(Transgender 生物学的な性(身体の性)と性自認が 

一致しない状態を表す、医学用語としての｢性同一性障害｣より広い概念)。これ以外にも多様な性のあり 

方がある。 

(※3)性同一性障害：生物学的な性と性自認が一致しない状態を言う医学用語。自分の身体の性に 

違和感を持つ人たちは、社会の無理解と環境の未整備に悩まされてきた。 

(※4)令和２年度鳥取県立高等学校入学者選抜検査より入学願書の性別記載欄が削除された。 

 

(２)権利の保障と人権教育の推進 

性的マイノリティの権利保障には、一人一人が多様な性のあり方について理解を深めること

が重要です。学校・家庭・職場・地域が一体となって性的マイノリティ当事者の自尊感情を育

み、性的マイノリティに対する偏見や差別意識を解消し、差別のない真に人権が尊重される社

会づくりの在り方を考えることが大切です。 

[第三次とりまとめ]は、｢性的指向を理由とする偏見・差別｣｢性同一性障害者の人権｣を｢その

他の人権課題の例｣として示し、問題の状況に応じて必要な取組を行っていくことが求められ

るとしています。 
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①学校教育 

ア 性の多様性を尊重する教育の推進 

 性別にとらわれることなく、性の多様性を前提として、一人一人の人権が大切にされ、｢人｣

として個性と能力を伸ばすことができる教育を推進することが大切です。そのためには、｢異

性を好きになることが普通｣、｢心と身体の性別が一致するのが当たり前｣、｢性別は男と女だ

け｣という認識から脱却し、｢多様な性のあり方｣についての正しい知識と認識を持った上で、

性の多様性を尊重するという視点から、学校運営や日々の教育活動や自らの教育実践を捉え

直すことが重要です。あわせて、保護者への啓発にも努めることが必要です。 

 

イ 児童生徒等への支援 

性的マイノリティの児童生徒等は、学校での活動を含め日常の活動に悩みを抱え、家族に

も相談できないなど、心身への負担が過大なものとなることが心配されます。特に思春期は、

身体的には生殖に関わる機能が成熟し、精神的には自己形成の時期であることから、より深

刻な状況に陥ることも考えられます。そのため、児童生徒等の実情を丁寧に把握し、不安や

悩みをしっかり受け止め、児童生徒等の立場に立って、個別の事案に応じてきめ細やかに対

応することが必要です。また、必要に応じて相談機関についての情報を提供することも重要

です。 

なお、児童生徒等からカミングアウト※1されたとき、教職員間や保護者であれば本人に確

認しないままその情報を共有してもよいという認識は、結果的にアウティング※2を引き起こ

す原因になるので注意が必要です。 

(※1)カミングアウト：本人が公にしていなかった自らの性的指向や性自認を公にすること。 

(※2)アウティング：他人が、本人が公にしていない性的指向や性自認等について他人に暴露すること。 

 

②社会教育 

嫌がらせや侮辱的な言動、雇用における障壁、職場における不適切な処遇等、具体的な問

題を通して自分自身や周りの人たちとの関係を振り返り、様々にある偏見や差別が自分たち

の生活にどのように影響しているのかを考える学習を積み重ねていくことが大切です。また、

安心して保健、医療、福祉並びに行政のサービスを受けることができ、権利が保障されるた

めに、関係機関従事者等の認識を深めるとともに、地域、職場での理解を図るようにするこ

とも大切です。 
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11 生活困難者の人権 

(１)現状と課題 

 平成 30(2018)年に実施された国民生活基礎調査では、相対的貧困率※1 は 15.7％と国民の約

６人に１人が貧困状態であること、｢子どもがいる現役世代｣(世帯主が 18 歳以上 65 歳未満で

子どもがいる世帯)のうち、｢大人が一人｣の世帯員に限ると 48.3％が相対的貧困にあることが

示されています。また、令和３(2021)年の同調査によると、年間所得が 200 万円未満の世帯の割

合は 19.0％でした。 

貧困の背景としては、｢高齢化｣、｢単身世帯の増加｣、｢賃金格差｣、そして｢社会的孤立｣等が

考えられます。これらのうち賃金格差については、その要因に経済のグローバル化、経済・産

業構造の変化や労働者の働き方に関する価値観の多様化、労働者派遣制度の制定・対象業務の

拡大、短期の雇用期間を定めて職員を雇う雇用形態(非正規雇用)が増加したこと等が挙げられ、

昨今では、派遣や非正規といった不安定な雇用形態と低賃金に苦しむ、ワーキングプア※2 と呼

ばれる人が急増し、社会的に大きな問題となっています。 

最低限度の生活を営むための収入を得ることができないだけでなく、住居を失うなどにより

生活が困窮する状況が生じており、雇用の維持・安定を図って再就職を促進する支援と、住居

の確保等生活安定のための支援との両面から一体として行っていくことが必要です。 

平成 27(2015)年の｢生活困窮者自立支援法｣の施行により、福祉事務所を設置する地方公共団

体ごとに生活困窮者の相談窓口が開設され、生活保護を受給する前段で、生活困窮者の抱える

さまざまな問題の解決を支援することが可能になりました。また、令和３(2021)年に施行され

た｢地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律｣において、市町村におけ

る既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援

を行うため、相談支援、参加支援、地域づくり支援の３つの支援を一体的に行う新たな事業(重

層的支援体制整備事業)が創設されました。 

 本県では、市町村や関係機関等と連携しながら、生活保護制度及び生活困窮者自立支援制度

に係る自立支援、就労支援員による個別の相談対応、職場体験講習等の実施、職業訓練の斡旋

等の就労支援、地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の整備の推進等を行っています。 
(※1)相対的貧困率：等価可処分所得(各世帯の実質的な所得水準)の中央値の半分に満たない世帯の割合。 

(※2)ワーキングプア：正規雇用(正社員)と同じようにフルタイムに働いても貧困から抜け出せない就業者の 

こと。 

 

(２)人権の保障と人権教育の推進 

 生活困難者の人権に関する学習を行う際には、社会における企業の役割と責任、社会保障等

において国や地方公共団体が果たしている役割について考え、経済に関する課題を解決しよう

とする態度を育成することが大切です。あわせて、様々にある偏見や差別が、非正規雇用等に

よる生活困難者の人権に関する問題にどのように影響しているか振り返りながら、差別のない

真に人権が尊重される社会づくりの在り方を考えることが大切です。 

 

①学校教育 

生活困難者の人権に関する指導を行う際には、個人情報等の取扱いに十分配慮する必要が

あります。教職員は、経済的な生活困難に直面した人に関わる児童生徒等の実態を踏まえ、

その経験や思いを十分に受け止めながら、必要な支援を行っていくことが大切です。また、

社会生活における職業の意義と役割及び雇用と労働条件の改善について、勤労の権利と義務、

労働組合の意義及び労働基準法の精神とを関連づけながら理解を深めることが大切です。さ

らに、社会保障の充実等において国や地方公共団体が果たしている役割について理解を深め、

これからの福祉社会のめざすべき方向について考えることが大切です。 
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②社会教育 

  社会教育では、身近で具体的な事例を取り上げながら、企業が消費者や株主・従業員の利

益の増進のために担っている役割について理解を深めるとともに、雇用施策・福祉施策の在

り方について考えることが大切です。また、地域住民のつながり・支え合いが大切であり、

生活が困窮した場合には誰でも支援が受けられるという認識を広げることが必要です。 
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12 様々な人権 

これまでにあげた個別的な人権問題の他にも、私たちの周りには様々な人権問題が存在して

います。差別のない真に人権が尊重される社会づくりに取り組む中で、全ての人の自己実現を

図る教育を推進することが重要であることを確認した上で、ここでは６分野の人権問題に関わ

る現状と課題及び本県の取組を紹介します。これらの人権問題に関わる教育を推進するに当た

っては、当該分野の関連法規及び当事者への理解、個人情報の適正な取扱いが必要であること

を再度確認しておきます。 

 

(１)北朝鮮当局によって拉致された被害者等 

ア 現状と課題 

1970年代から1980年代にかけて、日本人が不自然な形で姿を消す事件が続けて発生し、北

朝鮮当局により拉致されたのではないかとの疑いがもたれています。 

本県には、昭和52(1977)年に行方不明に

なり、平成18(2006)年、日本政府により拉

致被害者と認定された松本京子さん(米子

市出身)の他にも、拉致されたと疑われる

失踪者がいます(右表参照)。 

北朝鮮当局は、平成14(2002)年の日朝首

脳会談において初めて日本人の拉致を認

め、謝罪しました。これを受け、同年に、

５名の拉致被害者の帰国が実現しました。 

国際連合は、平成15(2003)年以来毎年、

北朝鮮に対して拉致被害者の即時帰国を

含めた拉致問題の早急な解決を強く要求

しています。 

我が国においては、平成 14(2002)年、｢北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に

関する法律｣が制定され、地方公共団体の責務として、国と共に帰国した被害者等の自立を

促進し、生活基盤の再建等に資するため、必要な施策を講じることが定められました。平成

18(2006)年には｢拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律(北

朝鮮人権法)｣が制定され、拉致問題に関する国民世論の啓発を図ることが国及び地方公共団

体の責務であると定められました。さらに、[第三次とりまとめ]において、｢北朝鮮当局に

よって拉致された被害者等｣が｢その他の人権課題の例｣として示されました。平成 23(2011)

年には｢人権教育・啓発に関する基本計画｣が一部変更され、学校教育において拉致問題等に

対する理解を深めるための取組を推進することが盛り込まれました。 

 

イ 本県の取組 

本県では、拉致被害者及びその家族等の早期帰国を願い、帰国後の心身の健康、生活基盤

の再建を円滑に実現するため、米子市等関係市町と連携して拉致被害者の帰国後支援体制の

構築に取り組んでいます。また、拉致問題の解決に向けた県内の機運を高めるため、｢拉致

問題の早期解決を願う国民のつどい｣、拉致被害者家族等を講師とする人権学習会、出前説

明会、パネル展示等を行っています。さらに、国に対して拉致被害者の早期帰国の実現を要

望しています。 

学校教育においても、拉致問題等に対する理解を深めるための指導参考資料(教職員用)を

刊行し、児童生徒の発達段階等に応じて拉致問題に対する理解を深められるよう取り組んで

います。 

年 主な出来事 

昭和 44(1969) 上田英司さん行方不明に 

昭和 50(1975) 木町勇人さん行方不明に 

昭和 52(1977) 
松本京子さん行方不明に 

古都瑞子さん行方不明に 

昭和 63(1988) 矢倉富康さん行方不明に 

平成 14(2002) 
日朝首脳会談 

(北朝鮮が拉致を認める) 

平成 18(2006) 
｢北朝鮮人権法｣制定 

松本京子さんの拉致被害認定 

平成 23(2011) 
人権教育・啓発基本計画一部変

更(拉致問題を追加) 
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(２)災害被災者等の人権 

ア 現状と課題 

近年、大規模な豪雨や台風等の自然災害が多発する中、その状況を把握し、それぞれの様

態に応じた対応が必要となります。特に、避難時、避難所において、高齢者や障がいのある

人、病気にかかわる人、子ども、言葉等の壁のある外国人等、人権上の支援や配慮を必要と

する人たちの場合、避難所での生活の困難さはより大きなものになります。さらに、性別、

性自認、家族状況、文化、宗教等によっても必要な支援は異なり、男女別の更衣スペース、

授乳スペース、間仕切り、ベッドや多目的トイレ等の設備、多様な媒体による情報提供、栄

養面・年齢・アレルギー等に応じた食料等の配慮が必要になります。 

平成 23(2011)年に発生した東日本大震災、また、それに伴う原子力発電所事故により、多

くの住民が避難生活を余儀なくされる中で、避難者に対する放射線被ばくについての風評等

による人権問題等も発生しています。県内にも多くの方が避難して来られており、令和４

(2022)年８月１日現在、59 人※の方が避難生活をされています。 

 (※)出典：復興庁「所在都道府県別の避難者数【一覧】」より 

 

イ 本県の取組 

本県では、放射線被ばくについて、根拠のない思い込みや偏見による人権侵害が生じない

よう啓発活動を行っています。また、東日本大震災により避難されてきた人に対し、住まい

の支援、生活の支援、雇用の支援、教育の支援等、きめ細かな支援を行っています。さらに、

民間支援団体の｢とっとり震災支援連絡協議会｣に委託して相談窓口を設置し、避難者交流会

や啓発講座等を実施し、避難者の自立支援や避難者支援の基盤づくりに努めています。 

あわせて、避難所機能・運営基準、避難所運営マニュアル等を示し、地域防災計画におい

て高齢者や障がいのある人、乳幼児、妊産婦、女性、外国人等多様な人に配慮した避難所の

運営、要配慮者支援等を定めるなどしてきており、引き続き災害時においても人権が尊重さ

れるよう市町村とともに取り組みます。 

 

(３)アイヌの人々 

ア 現状と課題 

アイヌの人々は、固有の言語や伝統的な儀式・祭事、多くの口承文学(ユーカラ)等、独自

の豊かな文化を持っていますが、明治政府のいわゆる同化政策等により、今日では、その文

化の十分な保存・伝承が図られているとは言い難い状況にあります。特に、アイヌ語を理解

し、アイヌの伝統等を担う人々の高齢化が進み、これらを次の世代に継承していく上での重

要な基盤が失われつつあります。また、アイヌの人々に対する理解が十分ではないため、就

職や結婚等において偏見や差別が依然として存在しています。 

政府は、平成19(2007)年に国連総会で採択された｢先住民族の権利に関する国際連合宣言｣

や、平成 20(2008)年に国会で採択された｢アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議｣

に関する内閣官房長官談話を踏まえ、これまでのアイヌ政策を更に推進し、総合的な施策の

確立に取り組むため、｢アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会｣を開催し、平成 21(2009)

年に報告書が取りまとめられました。同報告書を受けて、平成22(2010)年以降、内閣官房長

官を座長とする｢アイヌ政策推進会議｣が開催されています。令和元(2019)年５月には、｢ア

イヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律｣が施行され、

アイヌであることを理由とした差別の禁止について規定されました。また、同年９月には、

｢アイヌ施策の総合的かつ効果的な推進を図るための基本的な方針｣が策定され、アイヌの歴
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史や文化について教育活動の推進や、民族共生象徴空間での生活や文化の体験等、その魅力

に対する理解を深めるための取組等が定められました。アイヌの人々が北海道のみならず全

国において生活していることを踏まえて、全国的な視点に立って、アイヌ施策を進めていく

必要があります。 

 

イ 本県の取組 

本県では、国と連携し、アイヌの人々に対する正しい認識や理解を深めるとともに、偏見

や差別の解消をめざして啓発活動を進めています。 

 

(４)ひきこもりの状態にある人の人権 

ア 現状と課題 

平成 27(2015)年に内閣府が行った 15 歳から 39 歳を対象にしたひきこもり※に関する調査

によると、全国のひきこもりの状態にある人は、約 54.1 万人と推計されています。また、

平成 30(2018)年に 40 歳から 64 歳を対象にした同調査では、推計数は 61.3 万人で、ひきこ

もりになってからの期間が長期に及んでいる傾向が認められています。 

本県でも、平成 30(2018)年に、概ね 15 歳以上 59 歳以下の方で、ひきこもりの状態にある

方の状況調査が行われています。調査結果によると、県内で 685 名がひきこもりの状態にあ

り、特に男性に多く見られること、年代別では、40～50 歳代が全体の 53.8％と過半数を占

めており、その６割以上が 10 年以上ひきこもりの状態になっていること等が明らかになっ

ています。 

ひきこもりの状態は、いろいろな要因が複合的に絡み合って生じるとされ、その原因は百

人百様と言えます。様々な人たちがひきこもりの状態になっており、不登校と同様、誰にで

も起こりうることだと言えます。ひきこもりの状態の人への支援及びひきこもりについての

理解を深めるため普及啓発をより進めていくことが必要です。 

(※)ひきこもり：様々な要因の結果として社会的参加(義務教育を含む就学、非常勤を含む就労、家庭外で 

の交遊等)を回避し、原則的には６か月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態(他者と交 

わらない形で外出をするものを含む)をさす現象。 

 

イ 本県の取組 

本県では、平成14(2002)年度以降、相談、職場体験事業等を行うひきこもり者社会参加事

業を実施しており、平成 21(2009)年度以降はこれらの事業を民間に委託して｢とっとりひき

こもり生活支援センター｣を設置し、実施しています。また、｢教育支援センターハートフル

スペース｣を県内の東部、中部、西部にそれぞれ設置し、義務教育終了後から 20 歳くらいま

での不登校(傾向)、ひきこもりの心配がある青少年やその家族、関係者に対して、学校や関

係機関と連携しながら、社会復帰や社会参加・自立に向けた支援をしています。ひきこもり

に関わる相談件数や、職場体験事業参加者は増加傾向にあります。 

 

(５)個人情報の保護 

ア 現状と課題 

情報化社会の進展により、情報はますます大量、広範囲に収集、蓄積、利用、提供されて

おり、民間部門においては、電子商取引の進展、顧客サービスの高度化が実現されています。

公的部門においても、行政サービスを向上させるため、コンピュータによる各種情報の処理、

集積が不可欠となっており、平成 27(2015)年に導入された｢マイナンバー制度｣では、社会保

障・税関係の申請時に、課税証明書等の添付書類が削減されるなど手続が簡易になったり、
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行政機関から様々なサービスのお知らせを受け取ることができたりするなどのメリットが

あります。 

しかし、生活に豊かさと便利さがもたらされる反面、個人情報が漏洩した場合、伝達速度

が速く、伝達範囲が広範囲なため、被害も甚大となります。そのため、個人情報の漏洩への

懸念、あるいは、なりすましによる被害の危険性も指摘されており、行政、民間企業、そし

て個人には、これまで以上に個人情報の適正な管理が求められます。 

平成15(2003)年に施行された｢個人情報の保護に関する法律(個人情報保護法)｣は、国内に

おける個人情報についての全般的な保護措置を規定するものであり、個人情報の保護につい

ての極めて重要なルールであるといえます。国、地方公共団体の個人情報保護の基本方針を

定め、国民の膨大な個人情報を取り扱う事業者について具体的な規制を行うもので、個人情

報の重要性が認識されるなど意識改善に大きな効果がありました。 

平成 29(2017)年には、法律及び条例において、人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経

歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な偏見や差別、その他の不利益が生

じないように、特に慎重な取扱いを要するものとして｢要配慮個人情報｣を定め、本人同意を

得ない取得を原則として禁止し、本人の意図しないところで、本人に関する情報が取得され、

それにより本人が差別的な取扱いを受けることを防止しています。 

しかし、就職や結婚等の際に、出身地、国籍、家族関係等の本人に関する情報を本人の了

解なく調査する｢身元調査｣が行われることがあります。これはプライバシーの権利を著しく

侵害し、差別につながる行為であるにもかかわらず、本人又は家族の結婚や就職の際に、そ

うした身元調査をすることをやむを得ないと考える意識が未だに県民の中に根強くあります

(鳥取県人権意識調査(令和２(2020)年５月)によると 7.1％が｢必要｣、39.4％が｢やむを得な

い｣と回答)。 

これまで述べてきたように、個人情報保護法制を取り巻く環境が大きく変化していること

から、令和４(2022)年に｢改正個人情報保護法｣が施行され、個人情報等の適正な取扱いに万

全を期すため、令和５(2023)年４月以降は、個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独

立行政法人等個人情報保護法の３本の法律を１本の法律に統合するとともに、地方公共団体

の個人情報保護制度についても統合後の法律において全国的な共通ルールを規定し、全体の

所管を個人情報保護委員会に一元化することとなっています。 

 

 イ 本県の取組 

本県では、平成 10(1998)年から、人権侵害や差別行為につながる差別意識や偏見に基づく

身元調査をなくすため、｢しない、させない、許さない｣という啓発活動※に継続して取り組

んでいます。身元調査につながる戸籍や住民票の個人情報の不正取得を抑止するため、県内

全ての市町村で｢本人通知制度｣が導入されており、この制度の周知に努めています。 

平成11(1999)年には、｢鳥取県個人情報保護条例｣を制定し、県が取り扱う個人情報等の保

護を図るとともに、事業者の自主的な取組を支援することに重きを置きつつ、事業者に対し

指導や助言を行ってきました。 

平成 27(2015)年のマイナンバー制度導入後は、マイナンバー制度に便乗した不正な勧誘

や個人情報の取得に対して注意を促すとともに、不審な電話やメールを受けた場合、内閣府

のマイナンバー総合コールセンターや消費者ホットラインに連絡・相談するなどの情報提供

を行っています。また、事業者に対して、マイナンバーの管理に関する説明会を開催するな

どして周知に努めています。 
 (※)「しない、させない、許さない」という啓発活動：人権侵害や差別行為につながる差別意識や偏見に 

基づく身元調査をなくすため、｢身元調査お断り運動｣を県民運動として推進し、毎年９月を｢身元調 

査お断り運動推進強調月間｣としている。 
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(６)ビジネスと人権  

ア 現状と課題  

第二次世界大戦後、人々の生活向上や雇用創出等における企業の役割の重要性が認識され

る一方で、企業活動が社会にもたらす負の影響についても社会的な関心が高まり、1970 年代

から、特にグローバルな活動を行う企業に対して責任ある行動が強く求められるようになり

ました。企業活動における人権尊重への関心も高まり、国際連合を中心に議論が進められ、

取組の具体化が進められてきました。 

平成 10(1998)年にＩＬＯ(国際労働機関)総会で採択された｢労働基準における基本的原則

及び権利に関するＩＬＯ宣言｣において定められた中核的労働基準の４分野にわたる８条約

の内容が、｢企業と人権｣に関する基本的規約であり、労働に関する最低限の基準です。 

平成 20(2008)年の国連人権理事会に提出された｢保護、尊重及び救済の枠組み｣を運用する

ために、平成 23(2011)年の国連人権理事会決議で｢ビジネスと人権に関する指導原則｣(以下

｢指導原則｣という。)が全会一致で支持され、企業活動における人権尊重の指針として用いら

れています。指導原則は、平成 27(2015)年のＧ７エルマウ・サミット首脳宣言で言及され、

平成 29(2017)年のＧ20 ハンブルク首脳宣言においては、Ｇ20 各国は、行動計画等の政策的

な枠組みを構築することが求められました。 

こうした動きの中、各国は行動計画の策定に着手し、世界で 26 か国（令和４(2022)年８月

現在）が策定済みです。欧米諸国を中心に、企業に対し、人権侵害を予防するためにとった

措置の情報開示等を義務付ける法制度が広がりつつあります。 

 我が国においては、令和２(2020)年、指導原則の着実な履行の確保をめざすものとして、

｢ビジネスと人権に関する行動計画(2020-2025)｣(以下｢行動計画｣という。)を策定しました。

行動計画では、基本的な考え方として①政府、政府関連機関及び地方公共団体等の｢ビジネス

と人権｣に関する理解促進と意識向上、②企業の｢ビジネスと人権｣に関する理解促進と意識

向上、③社会全体の人権に関する理解促進と意識向上、④サプライチェーン※における人権

尊重を促進する仕組みの整備、⑤救済メカニズムの整備及び改善が示されています。 

労働分野については、｢労働基準法｣｢男女雇用機会均等法｣等の労働法令を整備し、労働者

の権利の保護と保障に関する取組が行われています。 

令和元(2019)年の｢労働施策総合推進法｣の改正により、職場におけるパワー・ハラスメン

ト(パワハラ)防止のための雇用管理上の措置(相談体制の整備等)が事業主に義務付けられま

した。あわせて、｢男女雇用機会均等法｣及び｢育児・介護休業法｣の改正では、セクシュアル・

ハラスメント(セクハラ)等の防止対策の強化(相談したこと等を理由とする不利益取扱の禁

止等)が図られました。 

 本県においては、令和元(2019)年度に鳥取労働局雇用環境・均等室へ寄せられた 535 件の

相談のうち、｢男女雇用機会均等法｣にかかる相談件数は 130 件でした。そのうち、セクハラ

に関する相談が 50 件と最も多く、次いでマタニティ・ハラスメント(マタハラ)、パタニテ

ィ・ハラスメント(パタハラ)に関する相談が 38 件でした。令和２(2020)年度に鳥取県中小企

業労働相談所(｢みなくる｣)へ寄せられた 2,934 件の相談のうち、｢職場の人間関係(パワハラ、

いじめ、嫌がらせを含む)｣にかかる相談件数は 383 件でした。鳥取県人権意識調査(令和２

(2020)年５月)では、過去５年間の日常生活で差別や人権侵害を受けたと思ったことがある

と回答した人の中で、職場でのいやがらせやいじめ(パワハラを含む)と答えた人の割合が最

も高く、47.1％でした。職場で人権意識を高めるための啓発活動等を積極的に推進する必要

があるかとの問いに対して｢そう思う｣｢どちらかといえばそう思う｣と回答した者は 60.8％
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でした。 

これらの状況を踏まえて、県内の企業におけるハラスメント問題への取組を強化していく

必要があります。また、｢ビジネスと人権｣に関する国内外の取組が、今後、県内の企業活動

へ影響を与えることから、その対応が求められます。 
（※）サプライチェーン：商品や製品が消費者の手元に届くまでの、調達、製造、在庫管理、配送、販売、消

費といった一連の流れのこと。 

 

 

イ 本県の取組 

①企業の取組の推進 

全ての人々の職業選択の自由、就職の機会均等を確保し、雇用主が同和問題等の人権問

題についての正しい理解と認識のもと、公正な採用選考を行うために、鳥取労働局と連携・

協力して県内企業に公正採用選考人権啓発推進員の設置を働きかけ、事業所内での人権教

育・啓発に取り組む体制づくりを推進しています。また、公共調達における障害者法定雇

用率達成事業者等への配慮措置、障害者雇用優良事業所の表彰、男女共同参画推進企業の

認定等の取組を拡大することにより、企業の人権尊重の取組を推進しています。 

②ハラスメント防止等の推進 

県内の企業に対し、セミナー等の開催を通じて、女性、障がい者、外国人等の多様な人

材の活用(ダイバーシティ経営)、ハラスメント防止等の取組を推進しています。また、｢み

なくる｣において、労働者・使用者からの各種労働・雇用相談を受け付けるとともに、鳥取

労働局、各労働基準監督署、国・県立ハローワーク、鳥取県労働委員会等の関係機関と連

携し、職場内の問題解決を支援しています。さらに、県内の企業が行う｢働きやすい職場環

境づくり｣に向けた社内研修への講師派遣等により、いじめ・各種ハラスメント防止の普及

啓発等を行い、心身ともに快適で働きやすい職場環境づくりに取り組んでいます。 

③労使間の問題解決支援 

鳥取県労働委員会では、平成 21(2009)年に｢労使ネットとっとり(個別労使紛争解決支援

センター)｣を設置し、鳥取県弁護士会、日本司法支援センター鳥取地方事務所(法テラス鳥

取)、鳥取県社会保険労務士会、鳥取労働局、｢みなくる｣と連携した合同相談会の開催等を

行っています。 

④新たな人権問題への対応 

｢人権の擁護や平和の推進｣の分野で活動する企業やＮＰＯの活動を広げていくための支

援を行っています。また、県内の企業に対して、｢ビジネスと人権｣に関する情報提供及び

周知を行うとともに、各種人権研修の機会を捉え啓発を行っています。あわせて、企業の

｢人権デュー・ディリジェンス※｣の取組の促進を図っています。さらに、県内の企業による

ＥＳＧ経営(Environment：環境、Social：社会、Governance：企業統治の３要素を重視す

る考え方を実践する経営)につながる取組を資金調達面で支援し、県内企業の価値向上に

取り組んでいます。 
(※)人権デュー・ディリジェンス：企業は、人権への悪影響を特定し、予防し、軽減し、そしてどのように 

対処するかについて説明するために、①人権への悪影響の評価、②調査結果への対処、③対応の追跡調 

査、④対処方法に関する情報発信を実施することを求められています。この一連の流れを人権デュー・ 

ディリジェンスと呼んでいます。 
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世 界 人 権 宣 言 

 

1948 年 12 月 10 日 

第３回国連総会採択 

 

前  文  

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、

世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、 

 人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰の自由

が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望として宣言されたので、 

 人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするためには、

法の支配によって人権保護することが肝要であるので、 

 諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、 

 国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の

同権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水準の向上と

を促進することを決意したので、 

 加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を達成す

ることを誓約したので、 

 これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも重要であ

るので、 

 よって、ここに、国際連合総会は、 

 社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の

間にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指導

及び教育によって促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国

際的な漸進的措置によって確保することに努力するように、すべての人民とすべての国とが達成

すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公布する。 

 

第一条 

すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。人

間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。 

 

第二条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会的

出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなく、

この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、信託統治地域であると、非自治地域で

あると、又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国又は地域の政治上、管轄

上又は国際上の地位に基づくいかなる差別もしてはならない。 

 

第三条 

すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。 

 

第四条 

何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形に

おいても禁止する。 

 

第五条 

何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けることはな

い。  
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第六条 

すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有する。 

 

第七条 

すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平等な保護を

受ける権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、また、その

ような差別をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。 

 

第八条 

すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権限を有

する国内裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。 

 

第九条 

何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放されることはない。 

 

第十条 

すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対する刑事責任が決定されるに当っては、独

立の公平な裁判所による公正な公開の審理を受けることについて完全に平等の権利を有する。 

 

第十一条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に必要なすべての保障を与えられた公開の裁

判において法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推定される権利を有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪を構成しなかった作為又は不作為のために

有罪とされることはない。また、犯罪が行われた時に適用される刑罰より重い刑罰を課せられ

ない。 

 

第十二条 

何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は名誉及

び信用に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃に対して法の

保護を受ける権利を有する。 

 

第十三条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。 

 

第十四条 

１ すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難することを求め、かつ、避難する権利を有する。 

２ この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の目的及び原則に反する行為を原因とする訴

追の場合には、援用することはできない。 

 

第十五条 

１ すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はその国籍を変更する権利を否認されることは

ない。 

 

第十六条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制限をも受けることなく、婚姻し、かつ家

庭をつくる権利を有する。成年の男女は、婚姻中及びその解消に際し、婚姻に関し平等の権利

を有する。 

２ 婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意によってのみ成立する。 

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単位であって、社会及び国の保護を受ける権利を有す

る。 
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第十七条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われることはない。 

 

第十八条 

すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は信念を

変更する自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、礼拝及び儀

式によって宗教又は信念を表明する自由を含む。 

 

第十九条 

すべて人は、意見及び表現の自由に対する権利を有する。この権利は、干渉を受けることな

く自己の意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、国境を越えると否とにかかわりな

く、情報及び思想を求め、受け、及び伝える自由を含む。 

 

第二十条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自由に対する権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されない。 
 

第二十一条 

１ すべて人は、直接に又は自由に選出された代表者を通じて、自国の政治に参与する権利を有

する。 

２ すべて人は、自国においてひとしく公務につく権利を有する。 

３ 人民の意思は、統治の権力を基礎とならなければならない。この意思は、定期のかつ真正な

選挙によって表明されなければならない。この選挙は、平等の普通選挙によるものでなければ

ならず、また、秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手続によって行われなければ

ならない。 
 

第二十二条 

 すべて人は、社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び国際

的協力により、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由な発展と

に欠くことのできない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利を有する。 
 

第二十三条 

１ すべて人は、勤労し、職業を自由に選択し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及び失業に対

する保護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、同等の勤労に対し、同等の報酬を受ける権

利を有する。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障する公正

かつ有利な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的保護手段によって補充を受けるこ

とができる。 

４ すべて人は、自己の利益を保護するために労働組合を組織し、及びこれに参加する権利を有

する。 
 

第二十四条 

すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をもつ権利

を有する。 
 

第二十五条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により、自己及び家族の健康及び福祉に

十分な生活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老齢その他不可抗

力による生活不能の場合は、保障を受ける権利を有する。 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を有する。すべての児童は、嫡出であると否

とを問わず、同じ社会的保護を受ける。 
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第二十六条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段階にお

いては、無償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技術教育及び職業

教育は、一般に利用できるものでなければならず、また、高等教育は、能力に応じ、すべての者

にひとしく開放されていなければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなければなら

ない。教育は、すべての国又は人種的若しくは宗教的集団の相互間の理解、寛容及び友好関係

を増進し、かつ、平和の維持のため、国際連合の活動を促進するものでなければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権利を有する。 

 

第二十七条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とその恩恵と

にあずかる権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物質的利益

を保護される権利を有する。 

 

第二十八条 

すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完全に実現される社会的及び国際的秩序に対

する権利を有する。 

 

第二十九条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がその中にあってのみ可能である社会に対して

義務を負う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに当っては、他人の権利及び自由の正当な承認

及び尊重を保障すること並びに民主的社会における道徳、公の秩序及び一般の福祉の正当な要

求を満たすことをもっぱら目的として法律によって定められた制限にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国際連合の目的及び原則に反して行使しては

ならない。 

 

第三十条 

この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団又は個人に対して、この宣言に掲げる権利

及び自由の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有する行為を行う権利を認

めるものと解釈してはならない。 
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人権教育のための世界計画第４フェーズ(2020～2024 年)行動計画(抜粋) 

Ｉ. イントロダクション 

Ａ．人権教育の定義 

1. 国際社会は、人権教育が人権を実現することに対して本質的な貢献をなすものであること、

及びこの点において一人一人が果たす責任についての共通の理解を発展させることについて、

コンセンサスをますます強く表明してきている。 

人権教育は、暴力及び紛争の防止、平等かつ持続可能な開発の促進、並びに民主制度における

意思決定プロセスへの参加に寄与するものであると認識されている。 

2. 人権教育に関する規定は、世界人権宣言(26条)、国連教育科学文化機関(UNESCO)教育におけ

る差別待遇の防止に関する条約(5条)、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する条約(7条)、経

済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約(13条)、拷問及び他の残虐な、非人道的な又は

品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約(10条)、女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃

に関する条約(10条)、1989年の原住民及び種族民に関する国際労働機関(ILO)169号条約(30条

及び31条)、児童の権利に関する条約(29条)、すべての移住労働者及びその家族の構成員の権

利の保護に関する国際条約(33条)、障害者の権利に関する条約(4条及び8条)、ウィーン宣言及

び行動計画(第Ⅰ部第33―34段落、第Ⅱ部第78―82段落)、国際人口・開発会議行動計画(第7.3

段落及び第7.37段落)、ダーバン宣言及び行動計画(宣言第95―97段落、行動計画第129―139段

落)及びダーバン・レビュー会議の成果文書(第22段落及び 第107段落)、並びに2005年世界サ

ミット成果文書(第131段落)を含む、数々の国際規約及び文書に盛り込まれている。 

3. 2011年12月、国連総会は、人権教育及び研修に関する国連宣言を採択した。同宣言は、人権

教育及び研修は、人権という普遍的文化の構築及び促進に寄与できるよう、人々に知識、スキ

ル及び理解をもたらし、人々の姿勢及び言動を養うものであるとしている(2条)。また同宣言

は、｢国家、及び場合に応じて関係政府当局は、人権教育及び研修を促進し確保する第一義的

責任を負う｣こと、また｢国家は、市民社会、民間部門、及びその他の利害関係者が関与するこ

とのできる安全な環境を創り出すべきである｣ことを明言している(7条)。国際理解、国際協力

及び国際平和のための教育並びに人権及び基本的自由についての教育に関するユネスコ勧告

(1974)は、人権教育に特化した国際文書として、人権教育及び研修に関する国連宣言より先に

出されたものである。 

4. 国際社会によって合意された人権教育の定義の諸要素が含まれている、これらの文書に従

い、人権教育には、人権という普遍的文化の構築するために行うあらゆる学習、教育、研修又

は情報に関する取組が含まれる。 

5. 人権教育とは、以下を育成する、生涯にわたるプロセスである。 

(a) 知識及びスキル：人権について学び、日常生活で人権を行使するスキルを身に付ける。 

(b) 姿勢：人権尊重の姿勢、価値観及び信念を進展又は強化させる。 

(c) 行動：人権を擁護し、促進する行動をとる。 

 

Ｂ. 人権教育のための世界計画及び関連イニシアチブ 

6. 人権教育のイニシアチブを奨励する観点から、加盟国は、様々な具体的かつ国際的な行動枠

組を採択してきた。これらの行動枠組には、人権に関する参考資料の作成及び普及に重点を置

いた｢人権に関する世界広報キャンペーン｣(1988)、国家レベルでの包括的、効果的及び持続的

な人権教育のための精緻な戦略の策定及び実施を奨励した｢人権教育のための国連10年｣(1995

―2004)及び行動計画、｢世界の児童のための平和の文化及び非暴力のための国際10年｣(2001―

2010)、｢持続可能な開発のための教育の10年｣(2005―2014)、並びに｢人権学習の国際年｣(2008

―2009)ながある。 

7. 人権教育を促進するその他の国際的枠組には、｢文化の和解のための国際10年｣(2013―

2022)、｢万人のための教育｣運動(2000―2015)及び｢2030年に向けた教育｣行動枠組、国連事務

総長によるグローバル・エデュケーション・ファースト・イニシアチブ(2012―2016)、及び

｢持続可能な開発のための2030アジェンダ｣などがある。 
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8. 2004年12月10日、国連総会は｢人権教育のための世界計画｣を宣言した。2005年1月1日に開始

された人権教育のための世界計画は、あらゆる分野で人権教育計画の実施を促進することを目

的とし、連続したフェーズで構成されている。 

第1フェーズ(2005―2009)は、初等中等教育における人権教育の統合に専念していた。同フェ

ーズの実施のための改訂行動計画案(A/59/525/Rev.1)は、2005年7月の国連総会において採択

された。第2フェーズ(2010―2014)は、高等教育における人権教育、並びにあらゆるレベルの

教員及び教育者、公務員、法執行者及び軍人を対象とした人権研修に焦点を合わせていた。同

フェーズの行動計画案(A/HRC/15/28)は、2010年9月に、国連人権理事会において採択された。

第3フェーズ(2015–2019)は、第1及び第2フェーズの実施の強化並びにメディア専門家及びジャ

ーナリストの人権研修の促進に焦点を合わせていた。同フェーズの行動計画(A/HRC/27/28 及

び Corr.1)は、2014年9月に国連人権理事会において採択された。 

 

Ｃ. 人権教育のための世界計画の目的 

9. 人権教育のための世界計画の目的は、以下のとおりである。 

(a) 人権文化の発展を促進すること。 

(b) 国際文書に基づいた人権教育のための基本原則及び方法論への共通理解、並びに国家政策に

おける人権教育の融合を促進すること。 

(c) 国内、地域及び国際レベルにおける人権教育への関心を確保すること。 

(d) あらゆる関係主体による行動のための共通の集合的枠組を提供すること。 

(e) あらゆるレベルにおいてパートナーシップと協力を強化すること。 

(f) 人権教育計画及びその他の人権を促進する教育計画を調査、評価及び支援し、成功事例を強

調し、それを継続又は拡大するインセンティブを提供し、新たな事例を発展させること。 

(g) ｢人権教育及び研修に関する国連宣言｣の実施を促進すること。 

 

Ｄ. 人権教育活動の原則 

10. 人権教育のための世界計画における教育及び研修活動は、以下のものである。 

(a) 市民的、政治的、経済的、社会的及び文化的権利並びに発展の権利を含む、人権の不可譲

性、相互依存性、相互関連性、不可分性及び普遍性を推進する。 

(b) 多様性の尊重及び評価、並びに人種、肌の色、性別、年齢、言語、宗教、政治若しくはその

他の意見、出身国、民族的又は社会的出自、財産、出生、居住地、障害、性的指向及び性自

認、及びその他の理由に基づく差別への反対を促進する。 

(c) 人権の基準に一致し、社会的結束を促す対応及び解決策につながるものとして、政治、社

会、経済、技術、環境の各分野における目まぐるしい発展を踏まえた、貧困、暴力紛争、差別

を含む慢性的な及び新たに発生する人権課題の分析を奨励する。 

(d) 自らの人権の権利部分を特定し、効果的に要請を行えるよう、コミュニティ及び個人を強化

する。 

(e) 義務履行者、特に政府官僚が、管轄下にある人々の人権を尊重し、保護し、履行する義務を

果たす能力を開発する。 

(f) 異なる文化的背景に根付いた人権の原則を構築し、各国の歴史的及び社会的発展に留意す

る。 

(g) 地方、国内、地域の及び国際的な人権文書及び人権保護のメカニズムの知識、並びにそれら

を利用するスキルの習得を促進する。 

(h) 人権を推進する個人・集団行動のための知識、批判的分析及びスキルを含み、また、学習者

の年齢、文化特性及び背景を考慮した、参加型の方法論を活用する。 

(i) 参加、人権の享受、及び人格の十分な発展を奨励する、安全な指導・学習環境を促進する。 

(j) 人権を、抽象的な規範の表現から、社会的、経済的、文化的及び政治的状況の現実へと変容

させる方法及び手段についての対話に、学習者を参加させることで、人権を学習者の日常生活

と関連させる。 
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日 本 国 憲 法 ( 抄 ) 

昭和二十一年十一月三日公布 

昭和二十二年 五月三日施行 

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫

のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、

政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起こることのないやうにすることを決意し、ここに主権

が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によ

るものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福

利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基づく

ものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚するの

であつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと

決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと

努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、

ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつ

て、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、

他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

 

第三章 国民の権利及び義務 
第十条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

 

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基

本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。 

 

第十二条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これを保

持しなければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共の福

祉のためにこれを利用する責任を負ふ。 

 

第十三条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権

利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要と

する。 

 

第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地に

より、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現にこれを

有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

 

第十五条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。 

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。 

３ 公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。 

４ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならない。選挙人は、その選択に関し

公的にも私的にも責任を問はれない。 

 

第十六条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は改正そ

の他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる

差別待遇も受けない。 
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第十七条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法律の定めるところによ

り、国又は公共団体に、その賠償を求めることができる。 

 

第十八条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除いては、

その意に反する苦役に服させられない。 

 

第十九条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

 

第二十条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から特権

を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。 

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

 

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

 

第二十二条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。 

 

第二十三条 学問の自由は、これを保障する。 

 

第二十四条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本

として、相互の協力により、維持されなければならない。 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事

項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければなら

ない。 

 

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努

めなければならない。 

 

第二十六条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を

受ける権利を有する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義

務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。 

 

第二十七条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 

３ 児童は、これを酷使してはならない。 

 

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障

する。 

 

第二十九条 財産権は、これを侵してはならない。 

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 

 

第三十条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 
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第三十一条 何人も、法律の定める手続きによらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、

又はその他の刑罰を科せられない。 

 

第三十二条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

 

第三十三条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲が発し、

且つ理由となつてゐる犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない。 

 

第三十四条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与へられ

なければ、抑留又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなければ、拘禁されず、要求

があれば、その理由は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷で示されなければ

ならない。 

 

第三十五条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受けること

のない権利は、第三十三条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せられ、且つ捜索する

場所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵されない。 

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

 

第三十六条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁ずる。 

 

第三十七条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける

権利を有する。 

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ、又、公費で自己の

ために強制的手続により証人を求める権利を有する。 

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。被告人

が自らこれを依頼することができないときは、国でこれを附する。 

 

第三十八条 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。 

２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長く抑留若しくは拘禁された後の自白は、

これを証拠とすることができない。 

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪とされ、又は刑罰

を科せられない。 

 

第三十九条 何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた行為については、刑

事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪について、重ねて刑事上の責任を問はれない。 

 

第四十条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、法律の定めるところ

により、国にその補償を求めることができる。 

 

第十章 最高法規 
第九十七条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努

力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、

侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。 
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

平成十二年十一月二十九日制定 

平成十二年十二月 六日施行 

第一条(目的) この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人

種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内

外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団

体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資する

ことを目的とする。 

 

第二条(定義) この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動

をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動(人権教育を除く。)をいう。 

 

第三条(基本理念) 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職

域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解

を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民

の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

 

第四条(国の責務) 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念(以下｢基本理念｣と

いう。)にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。 

 

第五条(地方公共団体の責務) 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、

その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

 

第六条(国民の責務) 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社

会の実現に寄与するよう努めなければならない。 

 

第七条(基本計画の策定) 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

 

第八条(年次報告) 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策

についての報告を提出しなければならない。 

 

第九条(財政上の措置) 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に

対し、当該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

 

附則 

第一条(施行期日) この法律は、公布の日から施行する。ただし、第八条の規定は、この法律

の施行の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について

適用する。 

 

第二条(見直し) この法律は、この法律の施行の日から三年以内に、人権擁護施策推進法(平成

八年法律第百二十号)第三条第二項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に

関する施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも

踏まえ、見直しを行うものとする。
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人権教育・啓発に関する基本計画(抜粋) 

平成 14 年３月15日閣議決定(策定) 

平成 23 年４月１日閣議決定(変更) 

第３章 人権教育・啓発の基本的在り方 

１ 人権尊重の理念 

人権とは、人間の尊厳に基づいて各人が持っている固有の権利であり、社会を構成するすべ

ての人々が個人としての生存と自由を確保し、社会において幸福な生活を営むために欠かすこ

とのできない権利である。 

すべての人々が人権を享有し、平和で豊かな社会を実現するためには，人権が国民相互の間

において共に尊重されることが必要であるが、そのためには、各人の人権が調和的に行使され

ること、すなわち、｢人権の共存｣が達成されることが重要である。そして、人権が共存する人

権尊重社会を実現するためには、すべての個人が、相互に人権の意義及びその尊重と共存の重

要性について、理性及び感性の両面から理解を深めるとともに、自分の権利の行使に伴う責任

を自覚し、自分の人権と同様に他人の人権をも尊重することが求められる。 

したがって、人権尊重の理念は、人権擁護推進審議会が人権教育・啓発に関する答申におい

て指摘しているように、｢自分の人権のみならず他人の人権についても正しく理解し、その権

利の行使に伴う責任を自覚して、人権を相互に尊重し合うこと、すなわち、人権共存の考え

方｣として理解すべきである。 

 

２ 人権教育・啓発の基本的在り方 

人権教育・啓発は、人権尊重社会の実現を目指して、日本国憲法や教育基本法などの国内

法、人権関係の国際条約などに即して推進していくべきものである。その基本的な在り方とし

ては、人権教育・啓発推進法が規定する基本理念(第3条)を踏まえると、次のような点を挙げ

ることができる。 

 

(1) 実施主体間の連携と国民に対する多様な機会の提供 

人権教育・啓発に関わる活動は、様々な実施主体によって行われているが、今日、人権課題

がますます複雑・多様化する傾向にある中で、これをより一層効果的かつ総合的に推進し、多

様な学習機会を提供していくためには、これら人権教育・啓発の各実施主体がその担うべき役

割を踏まえた上で、相互に有機的な連携協力関係を強化することが重要である。 

また、国民に対する人権教育・啓発は、国民の一人一人の生涯の中で、家庭、学校、地域社

会、職域などあらゆる場と機会を通して実施されることにより効果を上げるものと考えられ、

その観点からも、人権教育・啓発の各実施主体は相互に十分な連携をとり、その総合的な推進

に努めることが望まれる。 

 

(2) 発達段階等を踏まえた効果的な方法 

人権教育・啓発は、幼児から高齢者に至る幅広い層を対象とするものであり、その活動を効

果的に推進していくためには、人権教育・啓発の対象者の発達段階を踏まえ、地域の実情等に

応じて、ねばり強くこれを実施する必要がある。 

特に、人権の意義や重要性が知識として確実に身に付き、人権課題を直感的にとらえる感性

や日常生活において人権への配慮がその態度や行動に現れるような人権感覚が十分に身に付く
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ようにしていくことが極めて重要である。そのためには、人権教育・啓発の対象者の発達段階

に応じながら、その対象者の家庭、学校、地域社会、職域などにおける日常生活の経験などを

具体的に取り上げるなど、創意工夫を凝らしていく必要がある。その際、人格が形成される早

い時期から、人権尊重の精神の芽生えが感性としてはぐくまれるように配慮すべきである。ま

た、子どもを対象とする人権教育・啓発活動の実施に当たっては、子どもが発達途上であるこ

とに十分留意することが望まれる。 

また、人権教育・啓発の手法については、｢法の下の平等｣、｢個人の尊重｣といった人権一般

の普遍的な視点からのアプローチと、具体的な人権課題に即した個別的な視点からのアプロー

チとがあり、この両者があいまって人権尊重についての理解が深まっていくものと考えられ

る。すなわち、法の下の平等、個人の尊重といった普遍的な視点から人権尊重の理念を国民に

訴えかけることも重要であるが、真に国民の理解や共感を得るためには、これと併せて、具体

的な人権課題に即し、国民に親しみやすく分かりやすいテーマや表現を用いるなど、様々な創

意工夫が求められる。他方、個別的な視点からのアプローチに当たっては、地域の実情等を踏

まえるとともに、人権課題に関して正しく理解し、物事を合理的に判断する精神を身に付ける

よう働きかける必要がある。その際、様々な人権課題に関してこれまで取り組まれてきた活動

の成果と手法への評価を踏まえる必要がある。 

なお、人権教育・啓発の推進に当たって、外来語を安易に使用することは、正しい理解の普

及を妨げる場合もあるので、官公庁はこの点に留意して適切に対応することが望ましい。 

 

(3) 国民の自主性の尊重と教育・啓発における中立性の確保 

人権教育・啓発は、国民の一人一人の心の在り方に密接に関わる問題でもあることから、そ

の自主性を尊重し、押し付けにならないように十分留意する必要がある。そもそも、人権は、

基本的に人間は自由であるということから出発するものであって、人権教育・啓発に関わる活

動を行う場合にも、それが国民に対する強制となっては本末転倒であり、真の意味における国

民の理解を得ることはできない。国民の間に人権課題や人権教育・啓発の在り方について多種

多様な意見があることを踏まえ、異なる意見に対する寛容の精神に立って、自由な意見交換が

できる環境づくりに努めることが求められる。 

また、人権教育・啓発がその効果を十分に発揮するためには、その内容はもとより、実施の

方法等においても、国民から、幅広く理解と共感を得られるものであることが必要である。

｢人権｣を理由に掲げて自らの不当な意見や行為を正当化したり、異論を封じたりする｢人権万

能主義｣とでも言うべき一部の風潮、人権課題を口実とした不当な利益等の要求行為、人権上

問題のあるような行為をしたとされる者に対する行き過ぎた追及行為などは、いずれも好まし

いものとは言えない。 

このような点を踏まえると、人権教育・啓発を担当する行政は、特定の団体等から不当な影

響を受けることなく、主体性や中立性を確保することが厳に求められる。人権教育・啓発に関

わる活動の実施に当たっては、政治運動や社会運動との関係を明確に区別し、それらの運動そ

のものも教育・啓発であるということがないよう、十分に留意しなければならない。 
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人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］(抜粋) 

平成 20 年３月 人権教育の指導方法等に関する調査研究会議 

第Ⅰ章 学校教育における人権教育の改善・充実の基本的考え方 

１. 人権及び人権教育 

(２) 人権教育とは 

 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律(平成12年法律第147号。以下｢人権教育・啓発推

進法｣という。)では、人権教育とは、｢人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動(第２条)｣

をいうものとしている。この定義についても、より具体的にとらえることが必要である。 

 国連の｢人権教育のための世界計画｣行動計画では、人権教育について｢知識の共有、技術の伝

達、及び態度の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するために行う｣ものとし、その要素

として(ａ)知識及び技術－人権及び人権保護の仕組みを学び、日常生活で用いる技術を身に付

けること、(ｂ)価値、姿勢及び行動－価値を発展させ、人権擁護の姿勢及び行動を強化するこ

と、(ｃ)行動－人権を保護し促進する行動をとることが、含まれるものとしている。 

 これらを踏まえれば、人権教育の目的を達成するためには、まず、人権や人権擁護に関する

基本的な知識を確実に学び、その内容と意義についての知的理解を徹底し、深化することが必

要となる。また、人権が持つ価値や重要性を直感的に感受し、それを共感的に受けとめるよう

な感性や感覚、すなわち人権感覚を育成することが併せて必要となる。さらに、こうした知的

理解と人権感覚を基盤として、自分と他者との人権擁護を実践しようとする意識、意欲や態度

を向上させること、そしてその意欲や態度を実際の行為に結びつける実践力や行動力を育成す

ることが求められる。 

 

(３) 人権感覚とは 

 人権感覚とは、人権の価値やその重要性にかんがみ、人権が擁護され、実現されている状態

を感知して、これを望ましいものと感じ、反対に、これが侵害されている状態を感知して、そ

れを許せないとするような、価値志向的な感覚である。｢価値志向的な感覚｣とは、人間にとっ

てきわめて重要な価値である人権が守られることを肯定し、侵害されることを否定するという

意味において、まさに価値を志向し、価値に向かおうとする感覚であることを言ったものであ

る。このような人権感覚が健全に働くとき、自他の人権が尊重されていることの｢妥当性｣を肯

定し、逆にそれが侵害されることの｢問題性｣を認識して、人権侵害を解決せずにはいられない

とする、いわゆる人権意識が芽生えてくる。つまり、価値志向的な人権感覚が知的認識とも結

びついて、問題状況を変えようとする人権意識又は意欲や態度になり、自分の人権とともに他

者の人権を守るような実践行動に連なると考えられるのである。 

 

(４) 人権教育を通じて育てたい資質・能力 

 このように見たとき、人権教育は、人権に関する知的理解と人権感覚の涵養を基盤として、

意識、態度、実践的な行動力など様々な資質や能力を育成し、発展させることを目指す総合的

な教育であることがわかる。 

 このような人権教育を通じて培われるべき資質・能力については、次の３つの側面(①知識的

側面、②価値的・態度的側面及び③技能的側面)から捉えることができる。 

①知識的側面 

 この側面の資質・能力は、人権に関する知的理解に深く関わるものである。 

 人権教育により身に付けるべき知識は、自他の人権を尊重したり人権課題を解決したり

する上で具体的に役立つ知識でもなければならない。例えば、自由、責任、正義、個人の

尊厳、権利、義務などの諸概念についての知識、人権の歴史や現状についての知識、国内

法や国際法等々に関する知識、自他の人権を擁護し人権侵害を予防したり解決したりする

ために必要な実践的知識等が含まれるであろう。このように多面的、具体的かつ実践的で

あるところにその特徴がある。 
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②価値的・態度的側面 

 この側面の資質・能力は、技能的側面の資質・能力と同様に、人権感覚に深く関わるも

のである。 

  人権教育が育成を目指す価値や態度には、人間の尊厳の尊重、自他の人権の尊重、多様

性に対する肯定的評価、責任感、正義や自由の実現のために活動しようとする意欲などが

含まれる。人権に関する知識や人権擁護に必要な諸技能を人権実現のための実践行動に結

びつけるためには、このような価値や態度の育成が不可欠である。こうした価値や態度が

育成されるとき、人権感覚が目覚めさせられ、高められることにつながる。 

③技能的側面 

 この側面の資質・能力は、価値的・態度的側面の資質・能力と同様に、人権感覚に深く

関わるものである。 

 人権の本質やその重要性を客観的な知識として知るだけでは、必ずしも人権擁護の実践

に十分であるとはいえない。人権に関わる事柄を認知的に捉えるだけではなく、その内容

を直感的に感受し、共感的に受けとめ、それを内面化することが求められる。そのような

受容や内面化のためには、様々な技能の助けが必要である。人権教育が育成を目指す技能

には、コミュニケーション技能、合理的・分析的に思考する技能や偏見や差別を見きわめ

る技能、その他相違を認めて受容できるための諸技能、協力的・建設的に問題解決に取り

組む技能、責任を負う技能などが含まれる。こうした諸技能が人権感覚を鋭敏にする。 

  

第Ⅱ章 学校における人権教育の指導方法等の改善・充実 

第２節 人権教育の指導内容と指導方法 

１．指導内容の構成 

 学校において人権教育を進めていく際には、人権教育が目指す諸能力を総体的・構造的にと

らえた上で、その指導内容を構成することが必要である。人権教育が育成を目指す資質・能力

は、知識的側面、価値的・態度的側面及び技能的側面の３つの側面として捉えることができる

が、学校全体における系統的な指導内容として、これらの側面の育成を総合的に位置付けるこ

とが望ましい。 

 一方、学校教育における各教科等やその分野・領域にはそれぞれ独自の目標やねらいがあり、

指導に当たっては、この目標やねらいを達成させることが、第一義的に求められることは言う

までもない。このような中にあって、人権教育をいかにして総合的に位置付け、実践するかに

ついては、なお、様々な工夫や検討が求められるところである。 

 現代社会における人権尊重の理念の徹底の重要性にかんがみれば、児童生徒に対しては、人

権に関わる資質・能力をトータルに身に付けさせる必要があり、人権教育の指導内容について

も、総合的な内容構成が目指されることになるが、同時に、育成すべき資質・能力の特定の側

面に焦点を当て、個別的、具体的な指導内容を構成してこれを実施していくことも、必要かつ

有効な方法となる。 

 そこで、各教科等の指導で即座に実践できると思われるいくつかの指導内容の構成の事例を

参考として提示しておきたい。 

 

(１) 人権に関する知的理解に関わる指導内容 

 まず知識的側面の育成についてであるが、各教科等をはじめ、あらゆる教育活動の場におい

て、あらゆる機会をとらえて積極的に取り組むことが求められる。 

 これまで、人権教育の知識的側面は、社会科等を中心とした教科の学習において扱われる場

合が多かった。他方、様々な人権意識に関する調査等の結果からは、人権に関する客観的・科

学的知識をある程度まで習得している人についても、その知識が社会や個人の生活の変容に資

する生きた知識として内面化され、主体化されていないといった傾向がうかがえる。こうした

ことからも、人権教育をより一層充実させる観点から、知的理解に関わる内容の指導を特に取

り立てた形で行うことが必要となってくる。この側面の指導に当たっては、単なる知識伝達に
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止まらず、その知識内容を自らのものとして肯定的に受けとめ、情緒的にもそれに共感できる

ようになるための主体的な学習を可能にする教授法を活用する努力が求められる。その指導は

必ずしも教材を読んだり、講話を聴いたりする方式である必要はなく、むしろ、児童生徒の自

己活動的、主体的関与を促すような学習や、主体的な関与と取組を基礎とする体験的な学習の

機会を提供できるよう、工夫が求められる。同時に、個別的・個人的な学習形態よりも、グル

ープ活動も含む協同的・協力的な形態の学習を、より多く取り入れていくことが望まれる。 

 なお、知識的側面の指導内容の構成に当たっては、特に人権擁護に実際に役立つような実践

的知識を積極的に組み込むことも必要である。 

 

(２) 人権感覚の育成に関わる指導内容 

 人権意識等を育み、人権課題の解決に向けた実践力へとつなげていくためには、人権に関す

る知的理解に加え、人権感覚を養うことが特に重要となる。人権感覚を育成するには、｢価値的・

態度的側面｣や｢技能的側面｣に属する諸要素としての価値や態度、諸技能を身に付けさせるこ

とが必要である。しかし、いきなり整合的な全体計画の中でこれらを一挙に育成することは容

易ではない。そこで、人権教育を通じて育てたい資質・能力の全体構造を意識しつつも、その

諸要素の中からいくつかを個別的に順次取り上げて、様々な場面や機会を活かして促進を図る

取組が必要となる。 

 その際に、特に、共感的に理解する力やコミュニケーション能力、自他の人間関係を調整す

る能力など、第Ⅰ章２(２)に挙げた諸技能について取り上げて、それぞれの育成に取り組むこ

とが重要である。 

 

２．効果的な学習教材の選定・開発 

 人権教育の学習教材を選定・開発するに当たっては、まず何よりもその学習の目的が明確化

されなければならない。その教材から、子どもたちにどのような知識や技能を身に付けさせた

いのか、子どもたちの中にどのような意識や態度を育みたいのかが、具体的に設定されている

必要がある。 

その上で、人権が尊重される社会づくりを自らの問題としてとらえ、自ら考えることができ

るようにするなどの教育効果を高めるため、身近な事柄を取り上げたり、児童生徒の興味・関

心を活かしたりするといった教材の内容面での創意工夫を行う。むろん、このことは、身近で

ない課題を取り上げないということを意味するのではない。子どもたちの日常を超えた、社会

全体や地球全体に関わる課題を取り上げることによって、逆に身近な課題についての認識が深

まり、人権課題と自らとのつながりが見えてくることも考えられる。 

学習の目的に応じて、生命の大切さに気付くことができる教材、様々な人権課題に気付くこ

とができる教材、それぞれの人権課題を深く考えるための教材、自分自身を深く見つめること

を意図した教材、身の回りの世界や周囲の人々との関わりを問い直すための教材、コミュニケ

ーションのとり方や自己を的確に表現する技能を学ぶ教材など、多様な学習教材の選定・開発

が望まれる。 

この場合において、既存の教材や教職員が作成した教材を子どもたちに与えるだけでは必ず

しも十分ではない。例えば、保護者をはじめとする地域の人々の生き方・考え方や地域の様々

な歴史・伝統を学ぶ際の聞き取りや調べ学習といった活動の中から、子どもたち自身が自らの

教材を作り上げていくというプロセスも大切にしたい。 

 また、それと関連して、教師・教授者の役割を問い直すことも重要であろう。子どもたちの

主体性を引き出し、活発な学びの場を生み出すために、教師には｢ファシリテータ(学習促進者)｣

としての役割が期待される。すなわち、知識の一方的な伝達に止まらない、創造的・生産的な

活動を保障する進行役としての働きかけが望まれるのである。 

 なお、学習教材の選定・開発に際しては、児童生徒の発達段階を十分考慮するとともに、そ

の内容を公正さの確保の観点から吟味することも大切である。例えば身近な事柄を取り上げる

場合など、教材の内容によっては、プライバシーの保護等にも十分配慮することが重要である。 
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３．指導方法の在り方 

(１) 人権教育における指導方法の基本原理 

 自分の人権を守り、他者の人権を守ろうとする意識・意欲・態度を促進するためには、人権

に関する知的理解を深めるとともに、人権感覚を育成することが必要である。知的理解を深め

るための指導を行う際にも、人権についての知識を単に一方的に教え込んだり、個々に学習さ

せたりするだけでは十分でなく、児童生徒ができるだけ主体的に、他の児童生徒とも協力し合

うような方法で学習に取り組めるよう工夫することが求められる。人権感覚を育成する基礎と

なる価値的・態度的側面や技能的側面の資質・能力に関しては、なおさらのこと、言葉で説明

して教えるというような指導方法で育てることは到底できない。例えば、自分の人権を大切に

し、他の人の人権も同じように大切にする、人権を弁護したり、自分とちがう考えや行動様式

に対しても寛容であったり、それを尊重するといった価値・態度や、コミュニケーション技能、

批判的な思考技能などのような技能は、ことばで教えることができるものではなく、児童生徒

が自らの経験を通してはじめて学習できるものである。つまり、児童生徒が自ら主体的に、し

かも学級の他の児童生徒たちとともに学習活動に参加し、協力的に活動し、体験することを通

してはじめて身に付くといえる。民主的な価値、尊敬及び寛容の精神などは、それらの価値自

体を尊重し、その促進を図ろうとする学習環境の中で、またその学習過程を通じて、はじめて

有効に学習されるのである。したがって、このような能力や資質を育成するためには、児童生

徒が自分で｢感じ、考え、行動する｣こと、つまり、自分自身の心と頭脳と体を使って、主体的、

実践的に学習に取り組むことが不可欠なのである。 

 このように見たとき、人権教育の指導方法の基本原理として、児童生徒の｢協力｣、｢参加｣、

｢体験｣を中核に置くことの意義が理解される。｢協力｣、｢参加｣、｢体験｣を中核とする学習形態

には、それぞれ次のような特徴があると一般に考えられている。  

 

 ①｢協力的な学習｣：児童生徒が自分自身と学級集団の全員にとって有益となるような結果を

求めて、協力しつつ共同で進める学習である。こうした協力的な学習は、生産的・建

設的に活動する能力を促進させ、結果として学力の向上にも影響を与える。さらに、

配慮的、支持的で責任感に満ちた人間関係を助長し、精神面・心理面での成長を促

し、社会的技能や自尊感情を培う。 

 

 ②｢参加的な学習｣：学習の課題の発見や学習の内容の選択等も含む領域に、児童生徒が主体

的に参加することを基本的要素とする。児童生徒は参加を通して、他者の意見を傾

聴し、他者の痛みや苦しみを共感し、他者を尊重し、自分自身の決断と行為に対し

て責任を負うことなどの諸能力を発展させることができる。 

    

 ③｢体験的な学習｣：具体的な活動や体験を通して、問題を発見したり、その解決法を探究し

たりするなど、生活上必要な習慣や技能を身に付ける学習である。自らの心と頭脳

と体とを働かせて、試行錯誤しつつ、身をもって学ぶことで、生きた知識や技能を

身に付けることができる。 

 なお、｢体験的な学習｣に関しては、我が国の人権教育や人権啓発においても、｢参加体験型学

習｣の名で、従来より普及してきたところであるが、特に人権感覚の育成の観点からも、体験的

学習の本質に関する理解の深化が特に求められているといえよう。つまり、｢体験すること｣は

それ自体が目的なのではなく、いくつかの段階からなる学習サイクルの中に位置付くものであ

る。個々の学習者における自己体験等から、他の学習者との協同作業としての｢話し合い｣、｢反

省｣、｢現実生活と関連させた思考｣の段階を経て、それぞれの｢自己の行動や態度への適用｣へと

進んでいくべきものである。こうした基本的視点を踏まえた活用が是非とも必要である。 
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人権教育を取り巻く諸情勢について(抜粋) 

～人権教育の指導方法等の在り方について〔第三次とりまとめ〕策定以降の補足資料～ 

令和３年３月 学校教育における人権教育調査研究協力者会議(令和４年３月改訂) 

Ⅰ．学校における人権教育の推進 

１．人権教育の重要性 

人権教育の意義や概念は、｢人権教育・啓発推進法｣や｢人権教育・啓発に関する基本計画｣(平

成 14 年３月 15 日閣議決定)、第三次とりまとめで既に言及されているが、国民の意識や社会

情勢の変化に伴い、その重要性は更に高まっている。 

個別的な人権課題のうち、学校にとっても最も関わりの深い｢子供｣については、コロナ禍の

影響で児童生徒間の直接の対面によるやり取りの機会が減少したこともあり、いじめの認知件

数や重大事態の件数、暴力行為の発生件数は令和２年度こそ減少したものの、令和元年度まで

は増加が続いてきた。また、不登校児童生徒数、児童相談所における児童虐待相談対応件数は

引き続き増加している。 

また、｢子供｣以外の個別的な人権課題でも、｢障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律｣(平成 23 年法律第 79 号)や｢障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律｣(平成 25 年法律第 65 号)、｢本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の

推進に関する法律｣(平成 28 年法律第 68 号)、｢部落差別の解消の推進に関する法律｣(平成 28 

年法律第 109 号)、｢アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関す

る法律｣(平成 31 年法律第 16 号)等、立法措置が相次いでいる。これらの法律の中には、差別の

解消のために、教育の必要性が明記されているものも存在している。 

こうした情勢を踏まえ、学校種を問わず、全ての学校において、人権教育のより一層の推進

が必要とされている。 

２．人権教育の総合的な推進 

学校における人権教育の指導方法等は、第三次とりまとめで言及されているが、その理念や

内容自体は変わるものではない。人権教育は、学校の教育活動全体を通じて推進することが大

切であり、そのためには、人権尊重の精神に立つ学校づくりを進め、人権教育の充実を目指し

た教育課程の編成や、人権尊重の理念に立った生徒指導、人権尊重の視点に立った学級経営等

が必要である。 

第三次とりまとめ策定後には、学習指導要領の改訂や、生徒指導提要の取りまとめ、学校に

おける働き方改革、GIGA スクール構想などが進んでおり、学校を取り巻く情勢は大きく変化し

ている。このような学校制度の改革の趣旨を実現するためにも、人権教育のより一層の推進が

不可欠である。 

(１)人権教育の充実を目指した教育課程の編成 

教育課程においては、各教科等の形で｢人権教育｣が設定されていないため、学校における人

権教育は、各教科や｢特別の教科 道徳｣、総合的な学習(探究)の時間、特別活動、教科外活動等

のそれぞれの特質を踏まえつつ、教育活動全体を通じて行うこととなる。その際には、人権教

育の目標と各教科等の目標やねらいとの関連を明確にした上で、人権に関する意識・態度、実

践力を養う人権教育の活動と、それぞれの目標・ねらいに基づく各教科等の指導とが、有機的・

相乗的に効果を上げられるようにしていくことが重要であると第三次とりまとめでは言及され

ている。 

国が定める教育課程の基準である学習指導要領は、平成 27 年３月に、小学校学習指導要領と

中学校学習指導要領、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が一部改正され、道徳の時間
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が｢特別の教科 道徳｣として位置付けられた。 

これにより、多様で効果的な道徳教育の指導方法へと改善されるとともに検定教科書が導入さ

れ、一人一人のよさを伸ばし、成長を促すための評価が充実されている。また、資質・能力を

｢知識及び技能｣、｢思考力、判断力、表現力等｣、｢学びに向かう力、人間性等｣の３つの柱で再

整理し、社会に開かれた教育課程の実現や、カリキュラム・マネジメントの推進、主体的・対

話的で深い学びの実現に向けた授業改善を目指すため、平成 29 年３月に小学校学習指導要領

と中学校学習指導要領が、平成 29 年４月に特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が、平成

30 年３月に高等学校学習指導要領が、平成 31 年２月に特別支援学校高等部学習指導要領が改

訂された(以下、これらの改訂された学習指導要領を｢新学習指導要領｣という。) 

新学習指導要領では、その理念を明確にし、社会で広く共有されるよう、初めて前文が設け

られた。前文では、｢教育基本法｣第１条(教育の目的)と第２条(教育の目標)の規定が引用され

ており、その中では、個人の価値の尊重、正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力、生命

の尊重といった人権教育とも関係の深い言葉が列記されている。それに続き、｢これからの学校

には、こうした教育の目的及び目標の達成を目指しつつ、一人一人の児童(生徒)が、自分のよ

さや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と

協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手

となることができるようにすることが求められる｣と記載されている。これは、人権尊重の精神

の涵養を目的とし、自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動を取ることにつなが

る意識・意欲・態度を育成しようとする人権教育の理念とも共通している。 

このような新学習指導要領の内容を踏まえ、教育課程の中で、人権教育を適切に位置付け、

普段の授業の中でも人権を意識し、人権教育を進めていくことが必要である。 

新学習指導要領に新たに盛り込まれた要素である、社会に開かれた教育課程の実現、カリキ

ュラム・マネジメントの推進、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善について、

第三次とりまとめとの関係性は、以下のとおりである。 

 

①社会に開かれた教育課程の実現 

新学習指導要領の前文では、｢教育課程を通して、これからの時代に求められる教育を実現し

ていくためには、よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会とが

共有し、それぞれの学校において、必要な学習内容をどのように学び、どのような資質・能力

を身に付けられるようにするのかを教育課程において明確にしながら、社会との連携及び協働

によりその実現を図っていくという、社会に開かれた教育課程の実現が重要｣と記載されてい

る。 

第三次とりまとめでは、人権教育と社会との関わりについて、人権教育の実践が、民主的な

社会及び国家の形成発展に努める人間の育成、平和的な国際社会の実現に貢献できる人間の育

成につながっていくとされており、人権教育が社会に対して果たすべき役割は大きいことが分

かる。学校で、そして教職員が、児童生徒に対して人権教育を行うことは、社会の良識の根幹

を支える営みと言っても過言ではない。人権教育を実践する際には、社会とのつながりを意識

し、社会に開かれたものとすることが必要である。 

また、家庭や地域社会との連携・協働も重要である。新学習指導要領の総則では、｢学校や地

域の実態等に応じ、教育活動の実施に必要な人的又は物的な体制を家庭や地域の人々の協力を

得ながら整えるなど、家庭や地域社会との連携及び協働を深めること｣と記載されており、第三

次とりまとめでも、学校における人権教育の取組は、家庭、地域、関係諸機関の人々をはじめ、

多くの人々に支えられてこそ、その効果を十全に発揮できるとされている。 
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②カリキュラム・マネジメントの推進 

新学習指導要領の総則では、｢各学校においては、児童(生徒)や学校、地域の実態を適切に把

握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていく

こと、教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと、教育課程の実施に必要な人

的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくことなどを通して、教育課程に基

づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこと(以下｢カリキュラム・

マネジメント｣という。)に努めるものとする｣と記載されている。 

(１)で述べたとおり、教育課程においては、各教科等の形で｢人権教育｣が設定されていないた

め、学校で人権教育を行うに当たっては、各教科や｢特別の教科 道徳｣、総合的な学習(探究)の

時間、特別活動、教科外活動等のそれぞれの特質を踏まえつつ、教育活動全体を通じて行うこ

ととなる。このため、教科等横断的な視点は、人権教育においては特に重要である。 

また、第三次とりまとめでは、学校としての組織的な取組を推進するに当たっては、校内に

おける推進体制を確立するとともに、各教職員による効果的・効率的な役割分担の下に、その

機能の充実を図ることや、各学校において、各学期や年度ごとに、人権教育に関する活動の点

検・評価を行うことが求められている。そして、その点検・評価は、学校全体の組織的な取組

として、人権教育の年間指導計画に沿って行い、次年度における年間指導計画の見直しや、指

導の改善につなげていくことが必要であるとされている。このように、人権教育においても、

カリキュラム・マネジメントの推進が必要とされている。 

 

③主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

新学習指導要領の総則では、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を行うこと

が求められており、各教科等の指導に当たっての配慮事項が示されている。 

第三次とりまとめでは、人権教育を通じて育てたい資質・能力について、知識的側面、価値

的・態度的側面、技能的側面の３つの側面から捉えているが、人権感覚を育成する基礎となる

価値的・態度的側面と技能的側面については、児童生徒が自ら主体的に、学級の他の児童生徒

とともに学習活動に参加し、協力的に活動し、体験することを通して初めて身に付くものとさ

れている。人権教育の指導方法の基本原理として、児童生徒の｢協力｣、｢参加｣、｢体験｣を中核

に置き、｢協力的な学習｣、｢参加的な学習｣、｢体験的な学習｣を行うことも示されている。こう

した学習は｢主体的・対話的で深い学び｣の実現に向けた授業改善にもつながるものであり、人

権に関する知的理解や人権感覚を養い、自分の人権を守り、他者の人権を守ろうとする意識・

意欲・態度を育て、その結果、自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動がとれる

ようになる。 

また、GIGA スクール構想により、小中学校では１人１台端末と高速大容量の通信ネットワー

クの整備が進んだが、こうした学習活動を行う際にも、ICT 機器の活用が効果的である。例え

ば、インターネットを使って調べ学習を行うことや、電子黒板やタブレット等を活用して、個々

の児童生徒の意見をクラス全員で共有し、他者の意見も踏まえて自分の考えをより深めること、

遠方にいる外部講師や関係施設とインターネットでつないで講話を聞くこと、海外の学校とオ

ンラインで交流を行うことなど、ICT 機器の利点を活かした学習により、こうした学習方法を

更に深めることが可能となる。 
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鳥取県人権尊重の社会づくり条例 

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳及び権利について平等であり、

人間として尊重され、基本的人権の享有が保障されなければならない。これは、人類普遍の原

理であり、自由と正義と平和の基礎であり、かつ、法の下の平等及び基本的人権の保障を定め

た日本国憲法の精神にかなうものである。  

この理念の下に、お互いの人権が尊重され、誇りをもって生きることができる差別と偏見の

ない社会が実現されなければならない。  

ここに、我々鳥取県に暮らすすべての者は、豊かな自然に抱かれ、歴史と文化を育んできたふ

るさと鳥取の地で、共に力を合わせてこの使命を達成することを決意し、真に人権が尊重され

る社会とするため、この条例を制定する。  

 

(目的)  

第１条 この条例は、人権尊重に関し、県、市町村及び県内に暮らす全ての者の果たすべき責務

を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、人種、国籍、民

族、信条、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、感染症等の病気、職業、被差別部落の

出身であることその他の事由を理由とする差別その他の人権に関する問題(以下｢人権課題｣

という。)への取組を推進し、差別のない真に人権が尊重される社会づくりを図ることを目的

とする。  

 

(県の責務)  

第２条 県は、前条の目的を達成するため、人権尊重の社会づくりに関する施策(以下｢人権施

策｣という。)を積極的に推進するとともに、県行政のあらゆる分野で人権に配慮し、人権尊

重の社会的環境づくりと人権意識の醸成及び高揚を促進しなければならない。  

２ 県は、人権施策を推進するに当たっては、国、市町村及び関係団体と連携協力しなければ

ならない。  

３ 県は、市町村が実施する人権施策について、必要な助言その他の支援を行うものとする。  

 

(市町村の責務)  

第３条 市町村は、県が実施する人権施策に協力するとともに、自らの行政分野で人権尊重に配

慮し、人権意識の醸成及び高揚に努めなければならない。  

 

(県内に暮らす全ての者の責務)  

第４条 県内に暮らす全ての者は、相互に人権を尊重し、自らが人権尊重の社会づくりの担い手

であることを認識し、人権意識の向上に努めるとともに、県が実施する人権施策に協力しな

ければならない。  

 

(県、市町村及び県内に暮らす全ての者の相互の協力等)  

第５条 県、市町村及び県内に暮らす全ての者は、真に人権が尊重される社会を実現するため、

職域、学校、地域、家庭その他の様々な場において、相互に協力しながら、あらゆる差別の

解消に取り組むものとする。  
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(基本方針)  

第６条 知事は、人権施策の総合的な推進を図るため、人権施策の基本となるべき方針(以下｢人

権施策基本方針｣という。)を定めるものとする。  

２ 人権施策基本方針は、次に掲げる事項を定めるものとする。  

(１)人権尊重の基本理念  

(２)人権教育及び人権啓発に関すること。  

(３)差別実態の解消に向けた施策に関すること。  

(４)相談支援体制に関すること。  

(５)人権施策の推進に資する調査に関すること。 

(６)第２号から前号までに掲げるもののほか、人権尊重の社会づくりのための重要な施策に関

すること。  

(７)人権課題における分野ごとの施策に関すること。  

(８)前各号に掲げるもののほか、人権施策を推進するために必要な事項  

 

(差別のない社会づくりの推進)  

第７条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の様々な場において、第１条に掲げる事由を理

由とする次に掲げる行為(インターネットを通じて行う行為を含む。以下この条において｢差

別行為｣という。)をしてはならない。  

(１)誹謗中傷、著しく拒絶的な対応、不当な差別的言動その他の心理的外傷を与える行為  

(２)いじめ又は虐待  

(３)プライバシーの侵害  

(４)不当な差別的取扱い  

２ 県は、差別行為を防止するため、人権に関する正しい知識の普及による偏見の解消をはじ

め、必要な人権教育及び人権啓発を積極的に行うものとする。  

３ 県は、差別行為を受けた者に対して、次条の規定による相談対応その他必要な支援を行う

ものとする。  

４ 県は、差別行為の防止のための施策を効果的に実施するため、差別行為の実態の把握並び

に必要な情報の収集及び分析を行うものとする。  

 

(人権に関する相談)  

第８条 知事は、人権尊重の社会づくりを推進するため、人権相談窓口(県民の人権に関する各

般の問題につき、相談に応じるとともに、相談をした者(以下｢相談者｣という。)への支援を

行うための窓口をいう。以下同じ。)を設置する。  

２ 知事は、人権相談窓口において人権に関する相談を受けたときは、専門的知見を活用しな

がらその相談に応じるとともに、その当事者の相互理解と自主的な取組による解決を促進す

るため、次に掲げる支援を行うものとする。  

 (１) 相談者への助言  

 (２) 国、県、市町村等が設置する相談機関(人権に関する相談、助言、苦情処理等を専門的に

行う機関をいう。)その他の関係機関(以下単に｢関係機関｣という。)の紹介  

 (３) 関係機関と連携した相談者の支援  

 (４) その他相談者及び関係機関に対する必要な支援  

３ 知事は、前項の支援を円滑に行うため、関係機関との緊密な連携の確保に努めるものとす

る。  
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４ 前３項に定めるもののほか、人権相談窓口の運営に関し必要な事項は、規則で定める。  

 

(鳥取県人権尊重の社会づくり協議会)  

第９条 人権施策基本方針その他人権施策に県内に暮らす全ての者の意見を反映させるため、

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１３８条の４第３項の規定に基づき、鳥取県人権尊

重の社会づくり協議会(以下｢協議会｣という。)を設置する。  

２ 知事は、人権施策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ、協議会の意見を聴くもの

とする。  

３ 協議会は、人権尊重の社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。  

第 10 条 協議会は、委員２６人以内で組織する。  

２ 委員は、人権に関し学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。  

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

４ 委員は、再任されることができる。  

５ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。  

 附 則  

 この条例は、平成８年８月１日から施行する。  

 附 則  

 (施行期日)  

１ この条例は、平成 21 年４月１日から施行する。  

 (鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例の一部改正)  

２ 略  

 附 則  

 この条例は、令和３年４月 1 日から施行する。 
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鳥取県人権施策基本方針－第４次改訂－(抜粋) 

第２章 人権教育・人権啓発の推進 

Ⅰ 人権教育 

１ 学校教育 

【施策の基本的方向】 

(１)教育活動全体を通じた人権教育の推進  

学校においては、児童生徒や学校の実態等に応じて、人権の意義・内容や重要性につい

て理解、自他の大切さを認めることができるようになり、それが様々な場面や状況下で具体

的な態度や行動に現れるように、人権教育の推進体制を確立し、教育活動全体を通じて人権

教育を組織的・計画的に推進します。  

(２)指導内容・方法の工夫・改善  

人権についての知識や人権感覚は、児童生徒が自ら主体的に学習活動に参加し、協力的

に活動し、体験することを通して身に付くものです。  

このため、児童生徒一人ひとりが、自らが人権尊重の社会づくりの担い手であることを

認識し、自分自身の心と頭脳と体を使って、主体的、実践的に学習に取り組むことができる

よう、指導内容・指導方法の工夫改善に努めます。  

また、人権教育を効果的に推進するため、児童生徒の自己評価や学校関係者等による外

部評価の充実を図るなど、多角的な視点から人権教育の推進体制や実践内容などを評価し、

常に見直していきます。  

(３)教職員に対する研修等の充実 

学校における人権教育を進めていく上では、教職員が人権尊重の理念について十分理解し、

一人ひとりの人権が尊重されているかを判断できる確かな人権感覚を身につけるために、常

に自己研鑽を積むことが求められます。  

このため、人権尊重の理念や様々な人権課題についての知識・理解を深める研修や指導内

容・指導方法などに関する研修の充実、人権教育に関する情報発信・普及などを通じて教職

員の人権意識と指導力の向上に努めます。 

２ 社会教育 

【施策の基本的方向】  

(１)家庭における人権教育の推進  

家庭においては、子どもに生命の大切さや人権を守ることを家族が教えるなど、豊かな心

や人権を尊重する態度を身に付けさせることが大切です。そのため、地域、ＰＴＡをはじめ

とする社会教育関係団体等との連携を図りながら、家庭で話し合ったり、学び合ったりでき

る体験活動など、家族で人権課題を学ぶ機会の提供に努めます。また、家庭教育上の諸問題

に関する相談体制など、支援体制の整備・充実を図ります。 

(２)地域における人権教育の推進  

お互いの人権を尊重し合う共生社会を実現するため、学習機会の提供や交流を促進する事

業の推進など、市町村と連携し人権に関する地域社会の教育力の向上に努め、それぞれの世

代が生涯を通じて学習できる人権教育の充実を図ります。  

(３)学習内容・方法の工夫・改善  

協力的な人間関係づくり、異なる立場・意見を有する人々と合意を形成し、問題解決を方

向付け、共に行動することを促す参加型学習を積極的に取り入れます。  

また、学習内容においては、普遍的な視点からの権利を基礎に据えた取組と、個別的な視

点からの具体的な問題を基礎に据えた取組を効果的に組み合わせることで、人権についての

理解を深めるとともに、人権をものさしとして家庭や地域における生活の中にある具体的な

問題の発見や解決につながる学習となるように、ＰＴＡ研修や小地域懇談会等の学習内容の

工夫・改善に努めます。  

(４)推進者の育成  

学習の参加者が意見交換や協働作業に活発に取り組み、参加者と共に学び、共に問題解決

を志向したりする姿勢を身に付けた推進者を育成していくため、研修会や養成講座等の学習

機会の一層の充実と情報の発信に努めます。 
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｢鳥取県人権教育基本方針－第３次改訂－｣に至る経過 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜人権施策＞ 

【平成８(1996)年】 

鳥取県人権尊重の社会 

づくり条例 

【平成９(1997)年】 

鳥取県人権施策基本方針 

【平成 22(2010)年】 

鳥取県人権施策基本方針 

第２次改訂 
【平成 24(2012)年】 

鳥取県人権教育基本方針 

第１次改訂 
【平成 28(2016)年】 

鳥取県人権施策基本方針 

第３次改訂 
【平成 29(2017)年】 

鳥取県人権教育基本方針 

第２次改訂 

＜同和教育＞ 

【昭和 50(1975)年】 

鳥取県同和教育基本方針 

【平成７(1995)年】 

鳥取県同和教育基本方針 

一部改正 

(包含) 
【平成 16(2004)年】 

鳥取県人権教育基本方針 

【平成 16(2004)年】 

鳥取県人権施策基本方針 

第１次改訂 

(包含) 

【平成 11(1999)年】 

人権教育のための国連 10 年

鳥取県行動計画 

＜人権教育＞ 

【令和４(2022)年】 

鳥取県人権施策基本方針 

第４次改訂 
【令和５(2023)年】 

鳥取県人権教育基本方針 

第３次改訂 

【平成５(1993)年】 

ウィーン宣言及び行動計画 
 

【平成６(1994)年】 

人権教育のための国連１０年 
 

【平成７(1995) 

～16(2004)年】 

人権教育のための国連 10 年 
 

【平成８(1996)年】 

地域改善対策協議会意見具申 
 
【平成 12(2000)年】 

人権教育及び人権啓発の推進

に関する法律 

＜参考：国連、国の動向＞ 

＜参考：国連、国の動向＞ 

【平成 14(2002)年】 

人権教育・啓発に関する基本

計画 
 

【平成 16(2004) 

～平成 20(2008)年】 

人権教育の指導方法等の在り

方について 

[第一次～第三次とりまとめ] 
 
【平成 17(2005)年～】 

人権教育のための世界計画 
 

【平成 23(2011)年】 

人権教育・啓発に関する基本

計画一部改正 
 

【令和４(2022)年３月】 

人権教育の指導方法等の在り

方について 

[第三次とりまとめ]補足資料 
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新 井 良 穂  米子市人権教育推進員 
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岡 田 耕 治  大阪教育大学特任教授 

尾 崎 真理子  鳥取県人権文化センター次長 

北 村 秀 徳  公立鳥取環境大学他非常勤講師 
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